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平成26年2月定例会

議案説明資料

[平成26年間予算関係

予算関係以外

農林水産部

*各事業の説明資料の「本年度」の欄は来年度の当初計上額

「前年度」の欄は今年度の当初予算額

「比較Jの欄は「本年度Jー「前年度」の額

*トータルコストについて

トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表

します。あくまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員

定数と厳密には一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が

0.0人役となるものについては、人件費を 0としています。
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議案第1号

議案説明資料総括表
農林水産部(単位千円)

課 名
本年度 前年度 比較 財 源 内 訳

備考
仏) (B) (A-B) 国庫 起慣 その他 般財源

農林水産総務課 2，345，483 2，342，336 3，147 7，141 14，278 2，324，064 

農業大学校 150，137 144，598 5，539 16，133 43，653 90，351 

経営支援課 1，988，541 1，264，725 723，816 374，737 913，580 700，224 

農地・水保全課 5，415，268 5，060，173 355，095 2，457，840 414，000 322，512 2，220，916 

{全国植樹祭課] 483，247 {o'483，247 

とっとり農業戦略課 300，296 318，632 ム18，336 13，268 184 286，844 

生産振興課 1，211，702 1，250，905 ム39，203 137，690 34，748 1，039，264 

音 産 課 1，442，366 1，291，839 150，527 83，457 122，640 1，236，269 

林政企画課 1，765，981 1，973，303 {o'207，322 16，7-35 497，951 1，251，295 

県産材・林産振興課 5，521，792 8，141，642 {o'2，619，850 1，032，872 436，000 2，304，991 1，747，929 

森林づ〈り推進課 1，769，058 1，719，655 49，403 731，845 280，000 177，413 579，800 

水 産 課 1，518，743 1，315，372 203，371 144，484 155，000 66，954 1，152，305 

販路拡大・輸出促進課 148，949 114，137 34，812 148，949 

企のみやこ推進課 650，113 153，342 496，771 522，379 7 127，727 

東部農林事務所 1，000 1，000 1，000 

農中部韓合事務所
林局

529 10，448 {o'9，919 529 

西部総合事務所
48，523 53，264 {o'4，741 810 47，713 

農 林 局

西日野部振総興古セ事ン務タ所ー 2，040 2，060 ム 20 2，040 

合言十 24，280，521 25，639，678 {o'1，359，157 5，539，391 1，285，000 4，498，911 12，957，219 

区 分 予算額 主 な 内 容

一般事業 19，415，359 (軒)r食のみやこ鳥取県』輸出足道支援事業

新盟就農者韓合支援事業

農地中間菅理機構宜撞事業

鳥取梨生産復興事業

(新)飼料用米集出荷対策支援事業

{新)嗣料用米利用拡大推進事業

{新)とっとりde~ート開催宜援事業

次世代につなぐ酷農主揖事業

しっかり守る農林基盤空付金

農作業安全・農機具盗難防止対策事業

(新)旦山置本主義鳥取モデルプロジェクト

間伐材描出等事業

鳥取県掃の産業再生プロジェクト事業

{新]木質バイオマス熱利用推進事業

(新)鳥取発CLT等生産支援プロジェクト事業

鳥取県産材製品安定供給体制構築事業

[新)森と海の主流体験プロジェクト

ナラ枯れ対軍事業

(新)鳥取県脹ファストフイツシュ生産促進事業

(新)未利用置揮を有劫活用!畜養殖・加工実柾試験

{新}陸上養殖適地調韮支援事業

{新)1:楊梅女漁ブランド化支援事業

さかいみなと漁港・市場活性化推進事業

魅力発信'マグロブランド強化事業

f貴のみやこ鳥取県j首都圏メディアキャンベーン事業

公共事業 4，865，162 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

6款農林水産業費

1項農業費

1目 農業総務費

農政課(内線 7331)→事業実施:農林水産総務課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源、 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その{也 般財源

職員人件費 1，988，046 2，011，124 ム23，078 1，988，046 

事業内容の説明

一般職員289名分の人件費である。

農林水産部管理 (諸収入)

運営費
64，575 51，035 13，540 55 64，520 

トータノレコスト 264，242千円(前年度 310，803千円)[正職員:25.8人、非常勤職員:7'.0人]

主な業務内容 事業に該当しない管理運営業務

工程表向政策目標備関

事業内容の説明

(単位:千円)

区 分 事業内容 予算額

農林水産総務課管理運営費 部、課内及び各地方機関の連絡調整に要する経費 34，155 

農林局等管理費 各t百方機関の円滑な管理運営に要する経費 30，420 

1目 農業総務費

農林総合研究所企画総務課(電話:0858-37-4210)→事業実施:農林水産総務課

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 般財源

試験場総務室
2，761 1，946 815 2，761 

管理運営費

トータノレコスト 36，813千円(前年度 36，900千円)【正職員:4.4人]

主な業務内容 試験場総務室の管理運営、各試験場等との連絡調整

工観の政策目標(欄

事業内容の説明

試験場総務室の管理運営に要する経費である。

-
内

Jι

-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農政課(内線・7332)→事業実施:農林水産総務課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農林水産業団体人権
136 140 ム4 136 問題啓発推進事業

トータノレコスト 910千円(前年度 934千円) [定職員:0.1人]

主な業務内容 研修会の開催事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
農林水産業団体役職員等の人権意識の啓発を図るとともに、受講した役職員を通じて、農林水産業従事

者への人権問題の啓発に資するため、研修会を開催する。

2 主な事業内容

人権問和問題研修会の開催

(1)開催場所 東部2園、中・西部各1回(計4回)

(2)開催時期 平成26年11月 ~12月(予定)

」

l目農業総務費

農政課(内線:7256)→事業実施:農林水産総務課

(単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 傷金繰入量迫

農村総合研修所宿
14，223 

。
14，223 14，223 

泊棟空調設備改修
事業

トータノレコスト 14，223千円(前年度 0千円) [正職員 0人]

主な業務 内容 指定管理者との協議、事業計画書の承認、業務報告書の受理、公表

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明 [f地域の元気臨時交付金」充当事業]

1 事業の目的・概要

農村総合研修所(倉吉市大原字宮ノ下632-4)の宿泊棟の空調設備を更新する。

2 主な事業内容

既存の空調用ボイラーを撤去し、新たなボイラーを設置する。

委託料 745千円

工事請負費 13，478千円

3 これまでの取組状況、改善点

宿泊棟の空調用ボイラーは、設置から27年が経過し、経年劣化により冷房能力を失っているが、現在設置し

ている機器については修理用部品の調達ができない状況である。

内
《

U



平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
農政課(内線:7257)→事業実施:農林水産総務課

(単位・千円)

事業 名

食のみやこ鳥取県フ
エスタ等開催費

本年度|前年度|比較

7，500 5，968 1，532 

財源

国康支出金

トータルコストI12，917千円(前年度即日千円) [正職員・0.7人]

主な業務内容|イベント開催に係る企画、立案、広報等調整業務支援

工程表の蹴醐指標)卜

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

7，500 

県民の農林水産業に対する一層の理解を深め、地産地消を推進するとともに県内外の消費者に対して本
県農林水産物をPRし、地域の特産物及び農林水産業の振興を促進する。

2 主な事業内容
食のみやこ鳥取県を冠に東部・中部・西部の各地区において、主体的に創意工夫して核となる農林水産関

連イベントを充実したり、複数のイベントを関連づけて実施するなどの食のみやこJ鳥取県フェスタの発展的な
実施を促進、支援する。

事 業内 容 | 事業実施主体 | 予算額(千円)

食のみやこ鳥取県フェスタ開催経費

3 これまでの取組状況、改善点

東部・中部・西部各地区実
行委員会等

7，500 

(1) r食のみやこJ鳥取県フェスタ」は、農林水産祭から数えて50回を超え、県内外に食のみやこ鳥取県の農
林水産物を広くPRし、県内各地での食のイベントの拡大や地産地消の拠点となる農協等の直売所の増
加に波及してきている。
(2)平成25年度見直しの検討に着手し、市町村、農林水産団体等に意向調査を実施。
(3)平成25年度事業棚卸しにおいて、県内各地の食に関するイベントとフェスタを一連の事業として位置付
け、県も一定の関与をしつつ、市町村や民間・経済団体に実施主体を移行していくことが適当であり、関
連イベントは「食のみやこ」を冠とすることで、引き続き「食のみやこ鳥取県」の定着を図るべきであるとの
「改善継続」の評価を受けた。
(4)平成26年1月の食のみやこ鳥取県フェスタ実行委員会総会において、これまでの県下統一した東部地
区での開催から、東部・中部・西部に拡大し、各地域の農林水産団体や行政等が連携し、地域の特色を
活かした食のみやこ鳥取県フェスタとして発展的に開催する方向に変更することを決定した。

3項農地費
1目 農地総務費

事業名 本年度 前年度 比較

職員人件費 268，242 268，554 ム312

事業内容の説明

一般職員73名分の人件費である。

-4-

農政課(内線田7331)→事業実施目農林水産総務課

(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

7，005 261，237 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

1項 農 業費
l目 農業総務費

農政課(内線:7589)→事業実施:とっとり農業戦略課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その{也 一般財源

(新) t10 ，21:~J 
[ 0 J 

[(10 [(10，177)J [ (ま]とっとり農(あぐり)ピ
ジネス研修事業

トータノレコスト 3，131千円(前年度 0千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 事業に該当しない管理運営業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

1新地分域農事林野の業核へ水のとの産目なチ業的るャの・担概レグいン要ロ手ジーなのパど育ノレの成化支を、援図多、る様集。化落が営進農む組中織、等経の営法革人新化、発展を目指す委意託欲に的よるな体農系業的者なの研経修営をカ創向i上やを目指して、託 設し、

2 (主ア1)な※意と事商欲っ業と工的内り労な農容働農(あ部業ぐ者のり緊等)ビ急をジ対雇ネ象用ス創と研し出修た事研業修で会対の応開催:(10，177千円)

項 目 内 ?eコF・ー

対象者 経営革新、発展を目指し、意欲的に事業に取り組む認定農業者等

研修形態 講義、実習、現地視察

研(講修義テ内ー容マ) 
-財新経務営しい管、労農理務業(経管の営理取計り組画み、分(輸析出手、法など)

農商工連携、 6次産業化)

-・マケーースケステタィデングィ(自身の経営改善) など

開催時期、場所 1回目 :7~8月・ 2回目・ 10~12月、県中部(農村総合研修所)

開催日数(時間) 10日間(毎週水曜日、 2コマ/回、 2時同/コマ)

募集人数 40名/回(計80名)

イ法人設立研修

項 目 内 ?eゴ-ー

対象者 農づ業けら経れ営たの農法業人者化及をび志集向落す営る農、人組・織農等地プランの中心経営体に位置

研修形態 講義、実習

開催時期・場所 8月・11月・2月 、 県中部(農村総合研修所)

開催回数 3回/年(2日間/回)

募集人数 10名/回(計30名)

(2)業務委託先選定審査会開催経費(外部審査員報償費、旅費):35千円

3農のレこ業これベ者れまル等までにでをは達対の、し取象農た組と業農し状者た業況向、者体、けが改系の更善的研に点で修レ総とベし合ノてレ的アはなッ、プ研新を修規図を就る創農た設者めす向のるけ研こや修ととテはしー少たマな。をか絞っったて。このの単た発め研、修経が営主革体新でにあ意り欲、的定な

r
h
d
 



平成26年度一般会計当初予算説明資料.

1目 農業総務費

農政課(内線:7256)→事業実施・とっとり農業戦略課

(単位・千円)

事 業 名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国教出金 起債 その他 一般財源

(新)
(2，310) (0) (2，310) (2，310) 

教育ファーム支援事業
、

トータノレコスト ， 3，858千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

「農林漁業者等が生産現場に消費者を招き、一連の農作業等の体験の機会を提供する取組J(以下、「教

育ファーム」という。)を実施する市町村等に対して支援を行い、農林水産物の生産の場における食育活動を

推進すうる。

2 主な事業内容

予算額項目 事業内容 事業実施主体 補助率

(千円)

①教育ファーム推進 教育ファームを効果的に実施するため、

会議の開催 生産者団体、行政等で組織する推進会

議を開催し、地域における取組の進め方

について検討

-・---------------・・ ー----岨』・・ーーー・・・・・・・・・------ーーーーーーー・・ 市町村

②指導者養成講座の 教育ファームの効果的な実施を図るため 農業協同組合 国 1/2 2，310 

開催 の指導者の育成講座を開催 生活協同組合

司ー-----------------ー"・・・ーーー・・・ーーー・・・・・--・ーー.俸制・‘_--------

③農作業等体験の機 農林漁業者等の指導の下、地域の関係

会の提供 者と連携を図りながら一連の農作業等の

体験機会を提供

3 これまでの取組状況、改善点

国の消費・安全対策交付金に当該事業内容が追加されたことに伴い、平成25年度中途から鳥取中央農

業協同組合が取組を行っている。(平成25年度6月補正予算対応)

po 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

みんなでやらいや
農業支援事業

(220，086) 

農政課(内線:7589)→事業実施とっとり農業戦略課
(単位:千円)
「一一一

備考
一
度

一
年

一
本

費一務一総
一
名

業士山一農
一
業

目
一
事

1
ム

トータルコストI251，042千円(前年度 265，291千円) [正職員 :4.0人]

主な業務内容|事業のPR、補助金審査、執行管理、事業成果の検討・フォローアップ

工程表の政策臨時)I がんばる地域プラン作成推進(プラン数の目標値:平成24~26年度 30プラン)
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農業の生産額の拡大や担い手育成などを目指して、市町村・農協が作成した「がんばる地域プラン」の実

現に向けた総合的な取組及び意欲的な農業者が作成した「がんばる農家プラン」の実現に向けた取組に対
して支援を行い、地域の活性化や雇用の創出を目指す。

2 主な事業内容
(1)助成事業

事業名 事 業 内
川胃

廿 事業費上限額，
(単年度補助上限額)

広域 100万円
市町村 100万円
旧村地域 50万円
集落 20万円

予算額
(千円)

かんばる地域
プラン事業

プラン策定事業
(H24~26年度)

助成対
象

広域、市町村、旧村地域又は集落を単|市町村
位として農業を核とした「がんばる地域プ|農協
ランJを策定するための経費を補助

補助率:県1/2
予定地区数:10地区/年

2，500 

がんばる地域 I rがんばる地域プランJ策定の次年度から|市町村 |広域 30，000万円 1 75，402 
プラン事業 |プラン実現に向け、ソフト、ハードの総合|農協 |市町村 30，000万円

|的な支援事業を実施 |任意組織 1，日村地域 10，000万円
プラン支援事業| 補助率:県1/3(ただし、ソフトは1/2) I市町村農|集落 3，000万円
(H25~31年度) 1 市町村1/6 1業公社 1 (事業期間の合計額)

事業期間:5年(集落プランは3年) 1 等
※平成24、25年度認定プランの支援事業

がんばる農家プ|意欲的な農業者や法人、任意組織が作!農業者 |単年度補助上限額 1 140，000 
ラン事業 |成したfがんばる農家プラン」に基づいて|農業を営| 業 300万円/年

|行う創意工夫を生かした取組に対し補助|む法人 |農業を営む法人
βヲン認定は il 補助率:県1/3、市町村1/6 1任意組織|任意組織 700万円/年
UH24~2周年度J 1 I I 

合 計 I I I 217，9ω 

(2)審査会開催経費(外部審査員報酬、旅費):2，184千円

改善点
に組み替えるとともに、新た

農業の生産額の拡大や

がんばる農家プラン事業:平成25年度53件(見込み含む)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農政課(内線:7257)→事業実施とっとり農業戦略課

(単位千円)

財 源、 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考!

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県優秀経営農

林水産業者等表彰 (868) (815) (53) (868) 

事業

トータノレコスト 6，285千円(前年度 1，483千円) [正職員:0.7人]

主 な業務内容 被表彰者推薦取りまとめ、現地調査、選考審査会、式典企画運営業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

優秀経営農林水産業者等表彰の実施

優秀な農林水産業者等を表彰することにより技術改善、経営発展への意欲の高揚を図る。

2 主な事業内容

県農林水産業の発展並びに、その技術及び経営意欲の高揚を図るため、優秀経営農林水産業者等表彰

行事において知事表彰を行う。

事業内容 事業実施主体 予算額(千円)

優秀経営農林水産業者等表彰事業

-審査会の開催 県 868 

-受賞者パネル作成、記念品

-全国農林水産祭負担金、大臣表彰交付負担金

優秀経営農林水産業者等表彰式(予定)

開催期間:平成26年10月中旬

開催場所:知事公邸

3 これまでの取組状況、改善点

食のみやこ鳥取県フェスタと同様、昭和37年度より実施。平成20年より被表彰者と農林水産部長との意見

交換会を開催している。

年々、被受賞者が増加し、平成25年度は特に将来の担い手となる「未来を担う青年農林水産業者」が被受

賞者53名のうち18名となる。

-8-



1目 農業総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

農政課(内線・7256)→事業実施:販路拡大・輸出促進課

(単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

「食のみやこ鳥取県J輸 (26，190) (0) (26，190) (26，190) 
出促進支援事業

トータノレコスト 30，833千円(前年度 0千円) [正職員:0.6人]

主な業務内容 連絡調整、輸出戦略の検討、補助金

ヱ程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業目的・概要 . 
多くの国産農林水産物等がアジア地域を中心に輸出されており、今後、さらに海外輸出の各県・産地問競争

の激化が予想される。
そこで、県は、関係機関と連携を図りながら、アジア地域を中心とした「食のみやこ鳥取県」の海外輸出支援体

制の強化を図るとともに、県内農林水産物等の輸出に取り組む者の輸出活動を促進支援し、輸出の拡大や海
外における「鳥取県」及び「食のみやこ鳥取県Jの認知度の向上により、県内農林水産業の振興を図る。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 事業内 容 事業主体 事業費 予算額 補助率

「食のみやこ ①農林水産物等の輸出支援窓口の一元化 県
鳥取県J海外 ②「鳥取県農林水産物等輸出戦略(仮称)Jの
輸出支援体 策定に必要な調査活動の実施
制強化事業 -園内輸出事例調査、海外市場調査

( 2平7成年26~ ③輸出ビジネスパートナー候補の招へし、 3，320 3，320 
度) -招へい先:3か国・地域(台湾、香港、タイ)

-委託先:rジェトロ鳥取」

④「鳥取県」・「食のみやこ鳥取県Jの情νッ報ト発作信成 4，120 4，120 
-海外PR用のDVD製作とパンフ

(英語、中国語(台湾・香港)、タイ語、ロシ
ア語仕様)

※①、②は農林水産部管理運営費(農政課管
理運営費)で対応

※@は文化観光局と連携して実施

「食のみやこ 県内農林水産物等輸出取組者の輸出活動の 県内農林 36，000 18，750 県 2/3
鳥取県J輸出 促進支援 水産物等 (国事
促進活動支 0支援対象経費:輸出拡大を進める品目(品 輸出取組 業等で

援(平事成業26~ 種しに)、必又要はな新市た場な調国査・地活域や庖舗の掘り起こ 者 対応で
活動や販売促進活動 きる場

28年度) 等に要する経費 合1/
6) 

メロ，_ 計 43，440 26，190 

3 これまでの取組状況、改善点
-県内農業団体を中心に輸出活動を促進支援している中で、香港向けのすいか・新甘泉の初輸出や台湾向

けの新甘泉の輸出量の拡大等、輸出拡大に向けた新たな動きが出てきた査。研
-平成25年10月、県産農林水産物等の輸出拡大に向けた情報交換・調 究等の場として「鳥取県農林水
産物等輸出促進研究会J(構成メンバー:県内農林水産業団体(8団体)、ジェトロ鳥取、県)を立ち上げた。
-県は、その研究会、ジェトロ鳥取及び県輸出支援機関と連携を図りながら、県産農林水産物等の輸出拡大
に向けた強化策を講ずることとする。

n
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農政課(内線・7589)→事業実施.食のみやこ推進課

(単位千円)

事 業 名 本年度 前 年 度 比較
財 源、 内 訳

警国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり発!6次産

業化総合支援事業
(63，124) (86，444) (ム23，320) (63，124) 

トータノレコスト 81，698千円(前年度 111，865千円) [正職員:2.4人]

主 な業務内容 事業PR、補助金審査、執行管理、事業導入者への支援等

工程表の政策目標(指標) 農林漁業者等の6次産業化プラン作成推進及びプランに沿った取り組み支援
(プラン数の目標値:平成23~26年度延べ80プラン) 、

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農林漁業者自らが、加工・製造、流通・販売までを主体的に取り組む6次産業化や、農林漁業と商業・工業

等が連携して商品開発等に取り組む農商工連携等を進めるため、農林漁業者はもとより農商工連携に資す

る加工業者等の施設整備等を含めて支援し、経営に合った多様な6次産業化により農林漁業者の所得向上

と地域経済の活性化を図る。

2 主な事業肉容
(1)助成事業

事業名 事 業 内 H廿h 助成対象 単年度補助上限額等 予算額

(千円)

農家が取り組 農林漁業者自ら(団体等を含む)が、加工・ 農林漁業 農林神、業者(個人) 61，814 
む6次産業化 製造、流通・販売までを主体的に取り組む6者 3，000千円

推進事業 次産業化、農商工連携に係る推進活動及び 農業を営 農業を営む法人

生産体制を含めた施設整備等の補助 む法人 7，000千円

補助率:県1/3、市町村1/6 農漁協 任意組織・農漁協

対象品目.農産物(特用林産物を含む) 任意組織 受益者l人当たり
畜産物※、水産物※ 3，000千円

※畜産物、水産物の生産に必要な機器、 (上限30，000千円)

施設等は対象外

農商工連携施 農林漁業者(団体を含む)と連携を行う食品 食品加工 7，000千円 1，217 
設整備事業 加工業者等に対する施設整備の補助 業者等

補助率:県1/3、市町村(任意)

メ口，.. 計 63，031 

(2)水産関係審査会開催経費(外部審査員報酬、旅費):93千円

※農業関係の審査会経費は、みんなでやらいや農業支援事業で計上

3 これまでの取組状況J改善点
-平成23年度から本事業により、 6次産業化に取り組む農林漁業者(団体等を含む)、農林漁業者と連携す

る食品加工業者の施設整備等を支援した。

-平成23年度は15件、平成24年度は18件、平成25年度は21件の取組について支援を実施した。

農家が取り組む6次 農商工連携施設整備 合計

産業化推進事業 事業

平成23年度 12件 3件 15件

平成24年度 16件 2件 18件

平成25年度 19件 2件 21件

一10-



平成26年度一般会計当初予算説明資料‘

1目 農業総務費

農政課(内線:7589)→事業実施:食のみやこ推進課

(単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)
鳥取県日次産業化 (522，414) (0) (522，414) (522，379) (35) 

ネットワーク交付金

トータノレコスト 524，701千円(前年度 0千円) [正職員 0.3人]

主な業務内容 制度PR、交付金事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農林漁業者自らが、加工・製造、流通・販売までを主体的に取り組む6次産業化を推進するため、国庫補

助金を活用して県全域を対象とした支援体制を整備するとともに、多様な事業者が参画するネットワークを構

築して取り組む6次産業化事業の実施に必要な施設整備等を支援する。

2 主な事業内容

(1)支援体制整備事業:次予産算業額化19，379千円(委託料)
県全域を対象とした、 6l'XK~{~(農商工連携)に取り組む農林漁業者等に対する支援窓口(鳥取6次産
業化サポートセンター)を整備する。

鳥取日次産業化サポートセンターの概要

設置期間平成26年4月~平成27年3月末
体 市IJ:企商立案推進員2名、管理運営員1名

主な業務内容個別相談対応、人材育成研修会の開催、他業者とのマッチング促進交流会の開催

園、県補助事業の紹介、申請等支援

※園、県の関係機関等と連携して、 6次産業化推進等の活動を行う。

(2)業務委託先選考審査会開催経費(外部審査員報償費、旅費):予算額35千円

(3)施設等整備事業:予算額503，000千円

多様な事業者が連携し、ネットワークを構築して取り組む日次産業化の事業に必要となる大規模な加工

施設機械等の整備支援

事業実施主体 整備内容

民間企業 農家レストラン、加工工場、加工機械など

.，.11-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農政課(内線:7256)

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 F 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

ロシア沿海地方を拠

点とした鳥取ブランド 。 1，297 ム1，297
農産物販路拡大支援
事業

トータノレコスト 0千円(前年度 6，063千円}

事業の目的・概要

極東ロシアへ県産農産物の輸出を促進するため、ウラジオストク市を拠点、とした周辺都市やハバロフスク

地方への販路開拓等に対する支援や、他県との連携による輸出促進活動を実施し、県内農業の活性化や

ロシアへの貿易振興を図る。

2 事業終了の理由

「食のみやこ鳥取県」輸出促進支援事業において、補助対象国・地域を限定しなし、補助事業に充実させ

たため、事業終了。

少、

1目 農業総務費

農政課(内線:7332) 

(単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年 度 比較、
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農村総合研修所宿泊

棟施設整備費
。 2，272 ム2，272

トータノレコスト 0千円(前年度 3，066千円)
J 

1 事業の目的・概要 、
農村総合研修所の宿泊棟に、障がい者用トイレを新設する。

2 事業終了の理由

障がい者用トイレを新設し、障がい者の宿泊の受け入れが可能になったため、事業終了。

n
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
.1項農業費

11目 農業大学校費

農業大学校(電話:0858-45-2411) 

(単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備 考
国l |起債 その他 般財源

(財産収入窃
管理費 72，453 73，183 ム730 1，472 2，594 68，387 

トータノレコスト 100，313千円(前年度 101，781千円)[正職員 3.6人、非常勤職員 6.0人]

主な業務内容 施設の維持管理、学生寮・国際農業交流館の管理、学校運営

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明
、

事業の目的・概要

農業大学校の管理運営に要する経費である。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事 業 内 $・ 予算額

施設の維持管理 機械設備等の保守管理委託及び給食業務委託に要する経費 21，591 

学生寮・交流舘の 舎監兼管理人及び事務非常勤職員の配置に要する経費 13，905 
管理経費

その他の管理費 学校運営に係る光熱水費、消耗品費、備品の更新に要する経費 36，957 

JロL 計 72.453 

3 これまでの取組状況、改善点

施設の維持管理委託業務について、コスト削減や施設の維持管理のレベルを安定させるため、債務負担によ
り複数年契約を実施している。また、光熱水費削減のため学生を取り込んだ学校全体での節電・節水の取組を

行っている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

事業名 本年度 前年度 比較
財

農業大学校(電話:0858-45~2411) 

(単t立:千円)
源 内 訳

備考
記倍 その他 ー般財源

主事!業新議琴錦
(使用料)

1，033 922 111 482 15 536 

トータノレコスト 4，129千円(前年度 4，1∞千円)[正職員:0.4人]

主な業務内容 農大教育の充実と新規就農志向者の掘り起こし

工(指程標表)の政策目標 卒業生(学生)及び研修生の就農率75%以上

事業内容の説明

事業の目的・概要

「生産から販売までの一貫した実践教育」の実施により、学生・研修生の経営実践カ向上を図るとともに、農大

の魅力を県内に広く情報発信することにより、学生・研修生の確保を図り、県内新規就農の促進及び農村定住

者の増加につなげる。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区分 項 目 事 業 内 4何旬" 予算額

「農大市、量販底
学生や研修生が生産した農作物等を消費者と相対で販売

する農大市や、]A直売所・量販底での販売実習を体験学習
販売実習」の充実

させ、生産から流通販売までの一貫した実践教育を充実強
と定着

化する(年10回程度)。

農業に直接又は間接的に関かわりのあるテーマで著名な講

農大教育の 「オープンカレッジ 師による特別講義を実施することにより、産業として自立でき

PRと充実 (公開講座)Jの開 るビジネス感覚を養う。併せて、一般県民にも受講していた 864 
{僅 だをアくこピとーにルよすり、る農(年業4大回学)。校の農業教育の取組や農業の魅力

「実践農業者の経 学生、研修生を対象に、県内で活躍する優秀な農家や若い
営と展望」講座の 農業者の経営実態や考えを聞く機会を設け、農業現場の理

開催 解を深める教育を強化する(年9回)。

オープンキャンパ 高校生対象(年3回)と、社会人の農業研修希望者対象(年
学生・研修生

スの開催
1回)を開催し、入学への動機づけとする。また、高校教員を

募集活動 対象に学校説明会(年1回)を開催する。 169 
退職帰農者、 UU 県外(大阪2回)で開催される就農及び定住促進のための相
ターン就農希望者 談会に参加し、農大教育のPRを行い、学生・研修生の確保

へのPR活動 につなげる。

i'i 言十 1，033 

3 これまでの取組状況、改善点

0生産から販売までの一貫した教育を強化

]A直売所や量販庖等学校外での販売実習の機会を増やして消費者意識を実感させ、経営感覚習得のた

めの学習を行った。

0農業に関JL'、を持つ社会人の積極的な受け入れ

オープンカレyジ、実践農業者の経営と展望講座等に聴講生として受け入れた(延べ約80名)。
0オープンキャンパスの開催方法の改善

オープンキャンパスを3回(7，8，10月)開催し、そのうち1回は農業高校の農業クラブ行事と同時開催し、高

校生への農大PRに努めた。

0農大の情報発信

NHK番組を通じた学生の学校生活の紹介をはじめ、ホームベージなどでも情報発信に努めた。

一14-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

農業大学校(霞話 0858-45-2411)

(単位千円)

財 源 内 訳
備考事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(使用料等)
教育費 25，799 25，914 ム115 10，722 4，836 10，241 

トータ/レコスト 104，737千円(前年度 106，943千円)[正職員:10.2人、非常勤職員:7.0人]

主な業務内容 学生の講義・演習及び実習、学生募集

工程表の政策目標 卒業生(学生)及び研修生の就農率75%以上

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
学生への専門的な講義・演習、先進的な技術の習得のための実習、研修等特別活動や関係機関との連携

等、農業大学校教育に要する経費である。
「産業として自立できるビジネス感覚に秀でた人材育成」を教育目標とし、次の点を基本とする教育を行う。

(1)聞かれた農業教育の実施
社会人特別入学など高卒者に限らず農業を目指す者を学生として受け入れ、年齢にかかわらず幅広く

農業教育を実施する。
(2)社会情勢に対応した教育の実施

社会情勢の変化に対応した実践カの養成を目指し、 6次産業化や地域貢献の視点を教育計画に反映
する。

外部評価を実施する三とにより、社会的ニーズに即した農業教育の更なる充実を図る。

2 主な事業内容
卒業生及び研修生の就農率の状況

年度 21 22 23 24 25 

就農率(%) 76 63 69 77 75以上(目標)

3 これまでの取組状況、改善点

-就農意向のある学生の情報を農業改良普及所等に提供するとともに、連携して就農計画の作成等を支援

した。

-農業法人からの求人情報を収集し、学生に提供するとともに、法人就職に向けた希望地域、品目等が明

確になっている学生については、該当する法人への訪問を指導した。

F
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

財

事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

源

起債

農業大学校(電話:0858-45-2411) 
(単位千円)

内 訳
備考

その拙L 一般財源

(財産担入等)

研修事業費 6，917 7，417 ム500 3，457 3，111 349 

トータノレコスト 23，169千円(前年度 24，099千円)[正職員:2.1人、非常勤職員:1.0人1

主な業務内容 就農希望者等に対する研修教育、農業分野の国際交流、研修施設の運営

工程表の政策目標 卒業生(学生)及び研修生の就農率75%以上

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

就農形態が多様化する中で新規就農希望者からの研修要望や雇用対策にも応え、就農希望者への研修

を重点的に実施する。また、その他就農希望者等が必要な技術・知識を得るための研修、一般県民に農業へ

の理解を深めてもらうための食農体験研修及び環日本海諸国の外国人等を対象とした国際農業技術研修等

を行う。

2 主な事業内容

区分 種類 回数・人員 対 象 内 ~コ~ー

3か月コース 5専攻 年3回、各5名程度

就得農、経に営必計要画な作基成礎知識、基本技術習研短修期課研程修科 6か月コース 3専攻 年2回、各5名程度 就農希望者等

12か月コース 4専攻 年2回、各6名程度

就農体験研修 1研修 随時、約10名 就農希望者等
就農に必要な基礎知識、基本技術の
体験

EZYf線 3研修 年3回、各20名 農業研修生 襲警報筆中講座、大型農業機械
般

農業機械研修 2研修 年3回、約34名 農業者等 古書鰭智能、牽引免許技能

研

食農体験研修 1研修 随時、約2，000名 一般県民等 罪葉桜喜る理解を深めるための農

修
国際農業技術研修 1研修 2回程度 外国人研修生 日本の農業基礎技術等の習得.

《短期研修科の特色》

(1) 3・6・12か月の3つの期間別コースを設けており、短期間での集中的研修から経営管理を含んだ長期間

の研修まで、就農を目指す研修生の多様なニーズに対応している。

(2)講義は、研修生のための基礎的な必修講義に加えて、養成課程の学生向けの講義も聴講でき、幅広い

知識習得が可能である。また、先進農家事例視察や研修生OB訪問研修等、現場で研修する機会もあ

る。
(3)登校日は原則として開講期間中毎日(土日、祝祭日等の休日を除く)とするが、研修生の多様な状況を考

慮し、あらかじめ指定した週2日の指定研修日に出席した者に修了証書を授与している。

3 これまでの取組状況、改善点

or短期研修科」の充実と、研修生の就農支援

就農に役立つ効果的なカリキュラムの実施、個人面談やアンケート等によるニーズの把握、研修生OB訪問

研修、関係機関と連携した現地就農相談を実施し本県への円滑な就農を促進する。

-平成24年度実績:受講者延べ46名(実人数29名)、就農28名(就農率97%)
-平成25年度実績.受講者延べ29名(実人数25名)、就農見込み23名

0就農体験研修、食農体験研修等の一般研修の充実

短期研修科受講前の就農体験研修、一般県民対象の食農体験研修、農業者の営農技術向上のための営

農研修、環日本海諸国からの農業研修生を対象とした国際農業技術研修の研修生の要望に沿った充実を

図った。

ー16-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

農業大学校(電話:0858-45-2411) 

(単位・千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(財産収入)

農場経営費 32，261 29，892 2，369 32，261 

トータ/レコスト 49，287千円 (前年度 45，780千円)[正職員 2.2人]

主 な業務内容 学生が実習を行う各部門の農場運営

工程表の政策目標

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業技術の実践カを習得するため、学生が実習を行う作物、果樹、野菜、花き、畜産の各コースの農場運営

に要する経費である。

2 主な事業内容 (単位千円)

コース 事 業 内 ~ヨ~ー 予算額

作物 水稲・大豆栽培実習を行う農場の運営 2，140 

果樹 梨、ブドウ、柿、りんご等、果樹の栽培実習を行う農場の運営 3，055 

野菜 施設及び露地の野菜栽培の実習を行う農場の運営 3，444 

花き 施設花き栽培、露地切り花栽培等ーの栽培実習を行う農場の運営 2，652 

畜産 酪農及び肉用牛の飼育実習を行う農場の運営 20，510 

共通 各コースに共通する農業機械関係の維持管理 460 

必ロλ 言十 32，261 

3 これまでの取組状況、改善点

各コースでの栽培・飼養管理実習を通じて、卒業後に必要と考えられる基本的な技術の他、新技術、省カ化

技術、環境保全型技術を修得させることによって就農に対する意欲を向上させた。

今後は、引き続き各種品種や技術を修得させると共に、地域との交流、農業機械や農作業安全に対する意識

の向上、有機栽培の実践、新しい加工品開発、 LEDや再生可能エネルギー利用等を進めていく。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

農業大学校(電話:0858-45-2411) 

(単位:千円)

財 源 内 訳
備考事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源

施設整備費 11，674 1，843 9，831 
明オi童収入)

836 10，838 

トータノレコスト 12，447千円 (前年度 2，637千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 農業機械等の整備

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業大学校として学校教育・研修教育を効果的に進めるための農業機械等を整備する経費である。

2 主な事業内容
(単位:千円)

項目 種別 予算額

有機栽培専用育苗施設兼ぼかし肥料作製場建設 新規 754 

トラクター{乗用) 更新 7，976 

プレハブ式冷蔵庫 更新 2，108 

パソコンリース料 長期継続契約 836 

J口A 言十 11，674 

有機農業教育費 。 5，427 ム5，427

トータ/レコスト 0千円 (前年度 7，016千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

有機農業にづいて学びたい学生や研修生のニーズう人に材応のえ育るため、有機栽培の制度や理論から栽培実習・販
売まで一貫した教育を行うことにより次代の農業を担う 成を図る。

2 主な事業内容

有機農業教育費は、農場経営費と同様に当校ほ揚にて農産物等の生産実習を行う経費である。

昨年度は有機農業に係る学生や研修生のニーズに応えるため、施設整備を含め新規事業としたが、平成26
年度以降は農場経営が主体となるため農場経営費に統合することとし、有機農業教育費は廃止とした。
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6款農林水産業費
1項 農業費

1目 農業総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

新規就農者総合 (諸収入)

支援事業 493，437 428，046 65，391 353， 095 140，342 

トータノレコスト 563，862千円 (前年度 491，598千円) [正職員:9.1人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 制度周知、補助金交付事務

工(指程標表)の政策目標 新(規新就規農者用就の確農保者4O平成2新3年規度独か立ら就平農成者26年度人)までに600人確保する
雇 0人、 200

事業内容の説明

1 者d段事階まの業親署的たの管な元目支新で的f援fのとgfをに寂a農B行E要開豊家う. 島劃後継草ヒ壁者対

交を付目金的及にび、経青年営就開農始時に必要の支な機給械を・施設、整新備規就へ農の助者成の、 就農ズ初に期あの負担
給付金 行い ェー わせて

すの就る支農促援進を行・定う着。を図るため、青年就農給付金の対象とならない農家後継

2 主な事業内容 f喜三件・平田1

事業名 事業内 容 実施主体 事業費 予算額 補助率

'韓条件整備曜{!?:号翼脚 270，000 90，000 
告町村協

就1，2農∞後万3円年(間3年閑)

基年就農給付;;i寵警官者輔君主義12ii23薬競
353，299 353，299 

基農応援交付3轄轄静謀議案「霊前認定就農者 12，662 8，441 
者町村iji

就農支援事業

8O2新7規就h農Z者静交、呼胃の襲実警施??芳襲撃事

県 6，648 6，648 

蓄量完襲撃案
額存月三豊島鵠度協以降穏{昔入の建新規議採弊択なしし)議 室i著書官 3， 049 3， 049 県 10/10

護金書室進 ;[?交?付?期守間番1鰐2年以内雪量[交護付審額議1警月贈額10万ら円

警定農業者 48，000 32，000 
県市町村2I/J33 

メロb、 計 693. 658 493.437 

3な各就これ事農ま業とで定のの着実取に施組一に状定よ況のり、効、就改果農善が希点得望ら者れがて営い農る。及び生活面、資金面で安心して就農できる環境がつくられ、円滑

今後も、国の新規就農者支援策と一体となった支援を進めるとともに、新規就農者が円滑に就農・定着でき
るよう市町村、農業団体等と連携した適切なフォロ『アップ体制の整備を行っていく。

平成26年度においては、 UUターン者などの新規就農者支援に加えて、新たに、認定農業者等の後継者
が親元で就農研修を行う場合に助成措置を講じることとする。

[新規就農者数の推移|新]規
年 自営就農者数 農業法人等就業者数 言十

平成24年 39人 91人 130人
平成23年 47人 45人 92人
平成22年 46人 66人 112大
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平 成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
!j; 

国庫支出金 起債

サ鳥取ポー暮トら事し業農林水産就業 円相野]
441，016 371，123 69，893 

トータルコスト 460 ， 14Q千円 (3~6， 544千円) [正職員:3.7人]

経営支援課(内線:7261) 
林政企画諜(内線:7300) 
県選初・栂醸興課{内線・沼却
水産諜(内線:7314) 

(単位:千円)

原 切 言R
備考その他 般財源

i哲i??l
主な業務内容 制度の周知、計画内容審査・承認、現地確認、助成金交付・支払事務

工程表の政策目標(指標) 新規就業者の確保、農業法人等での雇用就農の推進(目標・ 4年間で1，050人)

事1主業襲内容の撃説明論 議蕗問時臨時轍

2 主な事業内容

事業名 事業内容
助成 助成 予算額 責辞[J

対象 期間 (千円)

曹関;智
震妻若4トぽ聖2大43月6月)

108，415 70 

農

業

穣華蓄量営 騨報酬空襲撃を宅?需 震霊童会 21，000 

il:~護霊5襲撃麟協職勝訴葬 鋸加工 12月 34，200 10 

計 163，615 80 

要量諜緑の雇用
華麗器売嘱議?業 体 に 対 し 叩

勝事業
(最21年年大月目18月

88，329 50 
林 目10

45，000円/月
B月)

業 毒薬産業雇用支援
告習量翼 時

95，423 25 

計 183，752 75 

* 警護雇用促進対策 概脚色蹴鞠併営体に
産

車業経営 12月 71，969 26 

量

襲華暴ラボ研修支

蛇舗…篭殺儀穏接麟関諜即史書目恐議10喝万選円糊轄/見箆外
襲警護等 も美24月 17，612 20 

混乱。月
4，068 5 

葉

計 21，680 23 

合 計 441，016 206 

3 債務負担行為限度額 鳥取暮らし農林水産就業サポート事業費 315，727千円(平成27年度)

4 をこ助新平れ規成成ます就2で5る業年のこ度希取と雇望に組者用よ状り創を況、受出農入林目れ標水、産雇業2用0従3形名事態者での平の確成実保2践6、年的雇1研用月修創末に出現取に在り大実組き績むな農成業呆19法が2名人上等がにっ対てしい、る最。大3年間の研修経費

」
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

l目 農業総務費
経営支援課(内線:7599) 

(単位・千円)

事 業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

鳥取発!アグリスタート F官官討
研修支援事業 86，602 ム453 86，149 

トークノレコスト 90，792千円(前年度 91，368千円)[正職員:0.6人]

主な業務内容 補助金事務、制度周知、事業実施主体への助言・指導、関係機関との調整

工程表の政策目標(指標) 新規自営就農者の育成(目標:年間50人)

事業内容の説明

1章て輪事常業;の車5目Z謀的E繁摘要説華同得議議紙管開品岸購和日現総農豪州量協J，!:v蜘ウa問、問42蹴触を:庭議用し

2 主な事業内容 (単位千円)

区分 事業主体 予算額 補助率 事 業 内 容

鳥取へl]U!アグリスタート研修事業 (69，154) 
69，349 

葉農希望者雇用研修事 (56，000) 
警警捜若手議開封離競践 的56，665 

研修農場設置事業
機構

(1122，，4B000 0) T(ぞ月額宅議40会千主円要/農霊家す霊)祭鎚ための経費県10/10

農助成業事大業学校集合研修費 (354) 
機での構簿が記雇、用農す薬る等研の修研生修に受対講し料、を農助業成大学校284 

修市事町業村農業公社等就農研 公農社業等
県10/10 行市う町実村践農的業研公修社に等必が要就な農経希費望を者助成を雇用して

16，800 

lロh 計
(69，154) ， 
86，149 

※上段( )書きは債務負担行為額

3 債務負担行為限度額 鳥取発 1アグリスタート研修支援事業費 69 ， 154千円(平成27~28年度)

4 これまでの取組状況、改善点 (平成26年1月31日現在)

事業名
研修生人数 研修修了者

備 考
(H21~25年) 県内就農者

研鳥修取へ事I業]U!アグリスタート 86 76 61 

ー第加I京か第民研ら67研鋼曜修修生生をを開は実修陪連始1了198名中名しの蔵がう農平ち争成1定2月6~末F42名でH示115南iH H (第1~6期生)

市事業町村農業公社等就農研修
44 28 23 農ん(実業鳥(施ー振取財団興中体)公央鳥)農社取業、市(一協農財同業)組公エ合社ナ、ジ(財!t)岩に美ち町な

ぷロ弘、 言十 130 104 84 

1
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
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事業名 本年度 前年度 比較
財源内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

集落営農体制強化支援 43，874 40，596 3，278 43，874 
事業

トータノレコスト 53， 161千円 (前年度 52，512千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 制度設計、周知説明、補助金事務

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1議欝器撃器管護主静臨龍謹
2 主な事業内容 (単位.千円)

区分 事業主体 予算額 補助率 事業内容

組織化支援
農会市業等町村再生、協地議域

132 
市町県村 2l//33 

援経営多角化支 集落営農組織 332 
市町県村11//63 

f野麟記ご
機支援械施設整備 集落営農組織 43，410 

市県町キf1l//E 6 

dロh 計 43，874 
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l目 農業総務費

事業名

参ア入グ総リ合ビ支ジ援ネ事ス企業業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

経営支援課(内線:7528) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

20，231 20，431 ム200 20，231 

27，970千円 (前年度 31，553千円) [玉職員:1.0人]

補助金事務、セミナー開催、相談業務、制度周知、活動支援と PR

多企様業な農農村業集形態による農ズ業のの担い手を育に成よしり農、農地村の有環効境利の用を図とる
と 落のニー マッチング 維持保全を図る

1説Z霊言2目語里鉱なE要繍参入を躍島すた幸め、回F欄窓口のー跡幽の確保雄、生産技術開諸

りに共取生り組む意欲のりあをる推企進業す等るが。協働して、双方にメリッ
の呈」づく

2 主な事業内容
(単位干円)

区 分 事業内容 事業費 予算額 事業主体 補助率

企セ専標業ミナ準等事ー農務開業費催参)入事
入参を提準入供備検に討必企要業な等具に体対的し情、報参 100 県

企業
企進業出支等援農事業業分野

寵鞠マの -900 300 

参しは主て入参以い内営入検るの後討又企自 霊C意市業負町主担村〉体は2山等/任S 農業参

支援霊
59， 300 19， 767 

参以内入の後企3業年

「と支(標っ援準と事り事共業務生費の)呈」づく
‘り 行市の向掘いの町、あ村り協起る等定農こと締村し連結、地携マを域しッ推及、チ進取びンす組企グる意業を。

64 県

dロh 言十 60，200 20，231 

3もに、地こ農、れ方業企機ま参業で関入等の(農希総取望業合組企参状事業入務況へセ所の、ミ情ナ農報ー林提を事供開務催を所行)しってにて参企い入業企る参。業入相の農談業窓経口営を設の事置例しや、支参援入制支援度体に制ついを整て備紹介すするるとなと

ど、 業参
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

l目 農業総務費
経営支援課(内線:7276) 

{単イ立:干円j

事業名 本年度 前年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債その他一般財源、

農向(新業上)法支援人設事業立・経営カ 13，360 。13，360 3，000 10，360 

トータノレ 3 スト 15，295千円 (前年度 0千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 委の託調契整約、補助金事務、制度周知、事業実施主体への助言・指導、関係機関と

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事業内容 予算

(1)委託事業 委託先

ア法人設立母階事
選すに考よる審業り決査者会定

業法法中人心者人化経設J営立をと体にい目指関にう位すす。)認置る及定づ基び農礎け:業知ら落者れ識営、たの農農研人組業修・織農者をに地実(対以施プす下ラしてンる「農。の、
(rとっとり農(あぐり)
ビジネス研修事業」の再

掲、 出商事工業労で働計部上の)緊急雇
用創

イリ法ス人ト設派立遣ス事ペ業シャ 会鳥議取県農業
初派法し遣期人て化段す、経階をる。営ま目指での実のす農態助言業に応者を行及じて。う深会法人計落設士営農等立組かの織専ら設等門家立に後対を

1，700 

ワ法人設立支援事業

農等業の※集者費「集落用が落営法と営農人し農高化針て法裁す、人が定化る法場額支人援4合化0事万にす業、円る」定を場を款助合活作成は用成、すす(及るる2)。び。の)登国記の

2，000 

エ 支法援人事経業営安定化
経営談営の・改助の善言改や革につコ発いン展てサノ、をレ会テ目計指ィす士ン等法グ人のを専実の組施門織す家運にる。営よキる経相

2， 880 

オ 農窓業口設経営置法事人業化相談
農組ア業織ドバ経等営イの棺ザの法談ー人にに化対よ応をるす相目指談るす活た農動め業のを者窓実及施口びすを集設る。落置営し農、

3，410 

カ消費税 370 

言十 10，360 

( 2)補助事業 事業主体 事業内容 補助率

集落営農法人化支援事業 集織手等喜営農組 国 10/10 3，000 

合 計 13，360 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

経営体育成支援事業 21，682 22， 750 ム1，068 21，682 

トータルコスト 27，099千円 (前年度 24，339千円) [IE職員:0.7人]

主な業務内容 補助金交付事務、国・市町村との調整

工程表の政策目標(指自菊 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

2 の誌轄室戸苦の咋は目講的野獣義訟写法ぁ望書制叫態蜘、中む霊語長E聖日書事等 行農業う共用施同利設用・機施械設等・機の械整備等、の農整備地条に係件

てる るとし。となないっ圏た直。接採択事業として実施され

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

(1補)助融事資業主体型
人たに位中・農置心付経地営プけ体ラられ等ン

7，000 2， 100 

国(上額い3限額の/31い，0O又ず00はれ千融か円低資) 

(2域)型条補件助不l事業地
械農経組織等地営発条等を件展助の成等共をすが同目利不指る利。す用集施な設地落域営、機農で

集農落業営生農産組法織人等、
37，858 18， 929 

国(上1限/42又0，0は001/千3円)

(3供)与追補加助的事信業用 県協農会業信用基金 653 国補償額の2/15

ぷ口泳 三同ι 44，858 21，682 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

経営支援課管理運営
費 6，463 11，949 ム5，486

トータノレコスト 28，132千円(前年度 42，931千円)[正職員・2.8人]

内

経営支援課(内線 7260)
(単位:千円)

訳

その他 一般財源
備考

6，463 

主な業務内容 関係機関との連絡調整事務、農地の転用、権利移動に関する前認可等事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1画各の事変種業更関の事係目務機的等関・をへ概行の要う連た絡め調の整経事費務であに係る。る経費及び農地法第3~5条の許認可事務、農振法における市町村整備計

2・・許関主認係な可機事等関業事と内の務容連(申絡請調書整の事受務理、審査、許可等) 等

4目 経営構造対策事業費
経営支援課(内隷:7276)

(単位:千円)

事 業名 本年度 前年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

経営構造対策事業 13，600 15，960 ム2，360 (諸1収2，入OC)D 1，600 

トータノレコスト 16，696千円(前年度 20，726千円)[正職員:0.4人1

主な業務内容 計画承認、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) -
事業内容の説明

事業の目的・概要

経営構造対策事業に取り組んでいる事業実施主体が、当初の計画・目標を達成するための支援を行う。
過去に国庫補助事業で整備した施設の処分があった場合に、国庫補助金相当額を返還する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業区分 事業主体 事業内容 予算額

経営構造対策推進事業 鳥会議取県農業 標経の営達構成造に対向策け事た業支に援おのけ鵬る丑事に業対主す体る助の成計画目 1，600 

補助金返還
係過去る(事返に業還国主金庫体補→助事市業町て村唾釣→首し県た施→設国の処)分に

12，000 

合 計 13，600 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

5目 農業金融対策費

経営支援課(内線 7260)
(単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源

農業近代化資金等 [均ZF] 〈諸収入) [吋謝
利子補給事業 177，991 181，196 ム3，205 154，130 

トータルコスト 184，956千円(前年度 189，140千円)[正職員:0.9人]

主な業務内容 制度の推進、申請書の審査、利子補給金・補助金の交付事務、国との調整等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農業者等が、農業協同組合、銀行、日本政策金融公庫等から農業経資営すのための農業制度資金を低利で
借り受けられるよう利子助成を行うほか、農業者等の短期運転資金を融 る農業経営改善促進資金の貸付
原資の一部を県農業信用基金協会に貸し付ける。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事 業 名 利子補給率・補助率 利子補給対 予算額 負担割合
象融資残高

農業近代化資金利子補給金 0.4-1.25% 2，827，191 15，462 
(550，000) 

県 10/10
農業経営負担軽減支援資金利子補給金 1.25% 229，467 2，525 

(50，000) 

農業経営基盤強化資金利子補助金 0.05-0.16% 3，036，044 5，475 県 1/2 
(過年度分のみ) 。〕 市町村1/2

自作劇住持資金利子補助金 0.217-0.333% 1，260 8 県 1/2 
(過年度分のみ) 。〕 市町村1/2

農家が取り組む6次産業化推進利子補給金 末端貸付利率を0%に 100，000 202 県 1/2 
(農業近代化資金、農業経営基盤強化資金 引き下げる(補助率は (100，000) 市町村1/2
への上乗せ利子補給) 0.9%を上限)

農業経営改劃毘進資金貸付金 無利子貸付 153，800 県 10/10

農業指導金融等推進事業 519 

d口h 計 ------~ 177，991 ~ 
※( )は、平成26年度新規融資枠(内数)

3 債務負担行為限度額
農業近代化資金等利子補給 56，832千円(平成27-46年度)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

5目 農業金融対策費

財 源
事 業名 本年度 前年度 比較

内

経営支援課(内線:7260)
(単位:千円)

訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

県農業信用基金協会 10 10 。 10 
出指事業

トータノレコスト 10千円(前年度 10千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 県農業信用基金協会の監督・指導、協会への出資・出摘

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農業者が農業経営に必要な制度資金の融資を受けるにあたって、低率な保証料で機関保証が受けられる|

ょう債務保証を行う県農業信用基金協会の特別準備金制度に対して出摘を行う。
なお、出摘は、当該年度末に必要な特別準備金積立額に対して行うため、毎年度2月補正で対応する。

2 主な事業内容

0特別準備金の負担割合

区 分 県 協会

保証責任準備金 就農支援資金 3/3 
¥ 

債務保証損失引当金
農業近代化資金他6資金 2/3 1/3 

求償権償却引当金 全10資金 1/3 2/3 

鳥取県就農支援£23与Z 資金
貸付事業特別 言十繰 51，862 44，044 7，818 51;862 
出金

トータJレコスト 51，862千円(前年度 44，838千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 就農支援資金貸付事業特別会計への繰出金支出、繰出金の管理及び繰戻金の収納

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
認定就農者が就農初期に導入する農業機械等の整備費等を貸付ける就農支援資金(無利子)の貸付原資及び

貸付に要する事務経費の県負担額を特別会計に繰出す。

2 主な事業内容
業務費充当 1，862千円(融資機関への就農支援資金貸付事務費補助金等)

貸付事業費充当 50，000千円(就農支援資金貸付額の県負担相当額〈負担割合国 2/3、県1/3>)
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3項農地費 経営支援課(内線:7269) 
(単位:千円)3目 農地調整費

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農地中間管理機構支援
傷金繰入金等J

事業
336，244 37， 185 299，059 66，282 179，173 90， 789 

トータノレコスト 354，501千円(前年度 47，512千円) [正職員 2目 2人]

主な業務内容 補助金交付事務、国との調整、制度運用に係る実施主体との調整等

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年3月に指定する予定の農地中間管理機構(以下「管理機構Jという。)Jが、農地の賃貸借を通じ

地域農業の担い手への農地の集積と集約化を行うために要する経費等を助成する。

併せて、(公財)鳥取県農業樹、抱い手育成機構(以下「担い手機構」という。)に対して、新規就農者等

に対する就農相談、研修、農地確保支援等の業務を委託する。

※農地中間管理機構農地利用の効率化等の促進を図るための事業を行う県が指定する法人。

本県では、従来から農地保有合理化事業を行い、農地の集積等に実績を持つ担い手

機構を指定するこ士としている。

2 主な事業内容

区 分
事業予算額

補助率 事業内容
主体 (千円)

農地中間管理機構支援事業

事業運営費 114，729 国7/10 管理機構が農地の中間管理業務を行うために

県3/10 必要な運営費の助成(職員人件費、非常勤職

員賃金、事務費、市町村への委託費等)

{昔受農地管理等事業 担い手 196，065 国7/10 管理機構が、耕作者がいない農地等を借受け、

機構 県3/10 担い手に貸付けるまでに、農地として維持す

るために必要な保全管理経費(草刈り、耕う

ん等)や農地の出し手への賃借料等を助成

※国の補助率は、管理機構の農地の貸付率に

応じ、事業費の11.5~25%が加算される。
県推進事務費 県 4，000 事業推進に係る県事務費

基盤強化法特例事業

農地売買業務費、農地 担い手 2，354 国6/10 農地の売買に係る業務に必要な経費や中品う保

継承円滑化事業、業務 機構 県4/10 有した農地を新規就農者の研修農地として活

推進事業費 ほカミ 用するのに必要な経費の助成

県推進事務費 県 472 事業オ飴隼に係る県事務費

担い手業務推進事業 担い手 18，624 担い手育成業務の委託(就農相談、就農研修

機構 業務、関連する総務関係業務)
d口h 言十 336，244 

3 これまでの取組状況、改善点

平成25年日月に閣議決定された「日本再興戦略Jの中で、農業の生産コストの低減等のため国全体の全農

地の8割(現状5審11)を担い手が利用する農業構造を目指すこととし、その実現に向け、各都制守県に管理

機構を設置し、管理どの機担構いが手規へ模の縮貸小付農け家を等市かHら農地を借入れ、 「人・農地プラン」に位置付けられた地域農
業の中心経営体な 町村や農業委員会、 ]A等と連携し実施することとされた。

中山間地が多い本県では、管理機構の活用により、担い手が利用する農地の集積割合を現状の2昏lから 5

害IJに高めることを目指すこととしている。

担い手機構は、管理機構として担い手等への農地の集積・;麟甘化に取り組むとともに、引き続き、就農棺

談、アグリスタート研修支援事業による新規就農者の確保・育成等、県の農業施策の推進に重要な役割を担

うものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経営支援課(内線:7269) 
(単位千円)一3目 農地調整費

事業名 本年度|前年度|比較
財 源

l国庫支出金|起債

内訳 1， ...一一
十備考

その他|一蹴源|

(新) (財産収入)

農業構造改革支援湛金I160，750 01 160， 750 I 160， 000 
積立事業

トータルコ界ト 1160，750千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 |基金融事務

工程表の政策目標(指標)I多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年3月に設置予定の農地中間管理機構(以下「管理機構」という。)が行う地域農業の担い手への
農地の集積と集約化等に必要な経費を、鳥取県農業構造改革支援基金に積み立てる。

積み立てた基金は、平成25年度積み立て分と併せ、平成26年度に事業主体が事業を実施する経費に充当す
る。
※農地中間管理機構:農地利用の効率化等の促進を図るための事業を行う法人で、県が指定するもの。

本県では、従来から農地保有合理化事業を行い、農地の集積等に実績を持つ(公財)
鳥取県農業農中村旦い手育成機構を指定することとしている。

2 主な事業内容
以下の事業に係る経費について、基金に積み立てる。

区 分 事業主体 積立額 財源 事業内容

(千円)

農地中間管理機構支援事業

借受農地管理等事業 管理機構 79，000 国10/10 管理機構が借受ける農地の賃借料及び草刈り

等の管理・保全に係る経費

機構集積協力金交付事業

協力金交付事業 市町村 79，.500 国10/10 農地の出し手に対して、管理機構への貸付面

積、又は管理機構による転貸実績面積に応じ

て交付する協力金に係る経費

市町柑髄事業、 市町村 1，300 市町村が事業を推進するために必要な経費

県推進事務費 県 200 県が事業を推進するために必要な経費

基金運用利息 750 基金運用利，息

合計 160，750 

[基金積立金等の流れ]
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費一墜
一
名

E
-

削
一
業

一

事

目
同no 

本年度|前年度|比較

トータノレコスト

主な業務内容

370，137千円(前年度 220，029千円)[正職員 3.6人]

補助金交付事務、農地制度運用適正化推進に関する調査、調整等

11，456 農地集積総合推進事業 1 342，2771 183，4871 158，7901 116，400 

工程表の政策目標(指標) I錦繍業形態による農業の掛判育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

平成24年度から始まった「人・農地プランJを適宜見直すとともに、中心¥となる経営体〈の農地集積をより一層進める
ための市町村や市町村農業委員会及び農業会議が行う閥坦の支援、農地中間管草書欄蕃似下「管理機構.Ji::1t、う。)
による農地の利用集積促進により、担い手の経営安定、地域農業の維持を図る。

市町干す

3 これまでの取組状況、改善点
・地域が抱える担い手や農地の問題を、地域で話し合いながら解決していくための新たな手法として、「人・農地プラ
ンJの作成が平成24年度からスタートし、本県においても平成25年度内に全ての市町村でプランつが策定され点。
・平成26年度からは、「人・農地プラン」に記載された担い手への農地集積を実現するための施策として、農地中間
管理事業が実施されることとなっており、本県でも管理機構を核とし、市町村、市町村農業委員会、JA、農地利用集
積円滑化団体や県域団体である県農業会議など、関係機関が一体となって担い手への農地集積キ集約化を進め
ていく必要がある。
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3目 農地調整費

事業 名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 備考

耕作放棄地再生推進事業 32，000 

トータJレコスト

主な業務内容

45，930千円(前年度 45，208千円)[正職員:1.8人]

制度周知、補助金事務、固との調整等

工程表の政策目標(指標) 耕作放棄地の解消(目標:年間解消面積100ha)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要.

2 

市町村段階の耕作放棄地対策協議会が行う国の「耕作放棄地再生利用交付金」を活用した耕作放棄地解
消の取組に対し、事業費のかさむ再生作業及び施設等補完整備(基盤整備、農業用機械・施設整備等)につ
いて、事業費から国交付金を差し引いた部分を市町村及び県が助成して事業者の負担軽減を図り、耕作放
棄地の早期解消を目指す。

対し助成
(助成内容)
-定額支援 ~5万円/10a)
-重機等を用いて行う再生作業の場合
a.再生作業.補助率1/2
b.土壌改良:定額支援(2.5万円/10a)

事業費 直室丘盃
64，409千円

3 これまでの取組状況、改善点
[毒性U-_l~ 岨酬品開 官、~ <:1'0 .~I('/I I rN.)、#巳.l""'n't'1rコ"v、Vu 1ーすー~・ .L.1co， l

調査年度 年度当初面積 新規確認面積 解消確認面積 年度末面積
うち営農再開

成21年度 979 162 89 66 1.052 
Z成22年度 1.052 168 179 115 1.041 
、，成23年度 1.041 117 114 64 1.044 
平成24年度 1.044 158 161 93 1，041 

A 言十 543 338 

-平成24年度の耕作放棄地の調査(※)によると、新たに158haの再生利用が可能な耕作放棄地が確認され
た。一方、再生事業の活用等により161haの解消が確認され、最終的に平成24年度末の再生利用が可能な
耕作放棄地はl，041haとなった。(※「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査J(1日「耕作放棄地全体調
査J))
-従来にも増して再生の取組を拡大していくために、事業活用事例のない市町村に対して本事業の活用推進
を図っていく。
・耕作放棄地の解消には、その農地を利用する担い手の育成が重要である。このため、新規就農者育成関連

施策による担い手育成・確保も含め、農業委員会系統組織、(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構、市町

村、JA等の関係機関と連携しながら解消推進を図っていく。
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3目 農地調整費

経営支援課(内線:7685) 

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入)

国有農地等管理費 7，084 7，073 11 7，073 11 

トータノレコスト 14，049千円(前年度14，223千円) [正職員 0.9人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 固有農地の維持管理、補助金交付事務、国との調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

固有農地等の適正な管理を行う。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区分 事業主体 予算額 負担割合 事業内容

人件費

(国委県託)

3，193 自作農財産管理人(2名)の経費

委 託料 2，300 土地測量、境界確定、雑木伐採等

事務費 1，182 国10/10等 固有農地管理に要する事務経費

農業事業務経取営扱基交盤付強金化事 (市国委町村託)
409 事国務有経農費地管理に市町村が要する

合計 7，084 

農地利用調整事務費 300 300 。 300 

トータノレコスト 2，622千円(前年度 2，683千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 固との調整、交付金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農地法等の適正な運用を図るための指導等を行う。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区分 事業主体 予算額 負担割合 事 業 内 容

農地関係等事務費 県 300 国10/10
市町村等指導事務費

農地事務担当者研修会等

q
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

3項農地費

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線 7321)

(単位・千円)

事業名 本年度 }前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般源財

農地・水保全課 30，099 38，542 ム8，443 30，099 
管理運営費

トータルコスト' 30，099千円(前年度 38，542千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 管理運営、連絡調整

工程表3攻策目欄型車

事業内容の説明

農地・水保全課の運営に要する経費である。

土地改良区基盤 (諸収入)

強化支援事業 10，615 8，417 2，198 5，214 175 5，226 

トータノレコスト 43，119千円(前年度 16，361千円) [正職員 4.2人、非常勤職員:1.1人]

主な業務内容 県土連への運営費支援、補助金事務など

工程お税政策目棟指標罰

事業内容の説明

事業の目的・概要

土地改良施設の適切な維持管理、換地事務の推進及び土地改良区の適切な運営を支援するため、鳥取

県土地改良事業団体連合会の運営費に対する助成を行う。

2 主な事業内容

(1)水土保全強化対策事業 7，822千円

補助対象 事業主体 助成額・負担割合

鳥取県土地改良管理指導センター 鳥取県土地改良事 県助成額 7，822千円

及び同換地センターの運営費 業団体連合会 負担割合国1/2、県1/4、県士連1/4

[管理指導センター]

-土地改良施設の診断、管理指導

-施設管理、組織運営等に関する法律相談業務

-会計処理に関する相談業務

[換地センター]

-換地技術者の養成(研修会の実施等)

-換地業務の指導

(2)土地改良区等運営指導事業 2， 793千円

-土地改良区役職員を対象にした研修会を年2回開催する。

-会計の専門知識を有する非常勤職員l名を農地・水保全課に配置し、土地改良区に対する検査

指導体制を強化する。

3 これまでの取組状況、改善点

-平成24年度から、不祥事の未然防止を目的とした土地改良区役職員向けの研修会を県と鳥取県土地改

良事業団体連合会の共催で実施している。

(開催回数)平成24年度 3因

平成25年度 1回(平成26年3月頃に第2回開催予定)

(研修内容)役職員の職務・責任、特別検査の実施状況、不祥事発生のメカニズムと事例検証

-平成25年度から、会計知識を有する検査員(非常勤)1名を県に、会計相談・監査指導業務を行う指導員

1名を県土連にそれぞれ配置した。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線:7321)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

土地改良法法手続関

係業務
295 1，632 ム1，337 295 

トータノレコスト 22，738千円(前年度 27，053千円) [正職員:2.9人、非常勤職員:0.5人]

主な業務内餐 土地改良事業の認可・決定、換地計画の認可・決定、換地処分

工程表わ政策目標縮機

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

土地改良法による事業の認可や換地処分に関する業務を行う。

2 主な事業内容

-土地改良法に基づく専門的知識を有する技術者への調査報告の委嘱(調査委嘱費・295千円)

土地改良負担金総合 (諸収入)

償還対策事業 4，640 6，060 ム1，420 102 4，538 

トータノレコスト 9，283千円(前年度 10，826千円) [正職員 0.6人]

主な業務内容 利子補給事務、補助金事務

工程表の政策目標俄読軍司

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

土地改良事業の農家負担金の軽減を図るために、土地改良区等が負担金について融資機関から借入を

行う場合の借入利子に対して助成する。

2 主な事業内容

(1)土地改良負担金償還平準化事業 4，562千円

土地改良事業の地元負担金の償還総額が増えないよう平準化を図るため、土地改良区等が融資機関か|

ら平準化資金を借入れ、土地改良事業の償還金の一部に充当する場合に、平準化資金の利子を助成す

る。

， (単位千円)

区分 予算額 地区数 対 象 事 業

国事業 4，357 26 公共事業(土地改良事業)で平成2~6年度までに認定されたもの。
単県事業 205 9 非公共を含む土地改良事業(国事業の対象を除く)で平成2~6年度

までに認定されたもの。

計 4，562 35 

(2)担い手育成支援事業 78千円

土地改良事業に係る地元負担金の軽減や土地改良事業の推進と農用地の一層の集積を図るため、農用

地の利用集積に積極的に取り組む土地改良区等に対して、地元負担金の償還金のうち、利子の一部を助

成する。

(単位千円)

区分 予算額 地区数 対 象 事 業

国事業 78 l 土地改良事業で平成7~12年度までに認定されたもの。
(事業認定後5年以内に担い手の農地利用集積要件を満たすことが見

込まれる地区等)

F
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1目 農地総務費

事 業 名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前 年 度 比較
財 源

国庫支出金 起債

農地・水保全課(内線・7322)

(単t立:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(諸収入)

国土調査事業 759，163 679，099 80，064 505，498 10 253，655 

ト タノレコスト 769，224千円(前年度 690，221千円)[正職員:1.3人、非常勤職員:0.7人]

主な業務内容 事業計画、補助金事務、検査・認証事務、指導相談事務、推進事務、固との調整

~t票指標罰 地籍調査面積の増平成31年度末33.7%

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

災害への迅速な対応や公共事業の効率的な実施などのため、国土調査法に基づき、一筆地ごとの土地の

所有者、地番、地目及び境界に関する確認調査を実施し、地籍図・地籍簿として取りまとめる地籍調査事業を

行う市町に対して補助する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事業名 予算額 事業主体 負担割合 内 容

国 1/2 
地籍調査事業の実施市町への補

756，189 市町 県 1/4 
地籍調査事業 (市町1/4)

助金

2，959 県
国 1/2 

市町への指導事務費
県 1/2 

全国国土調査協会(国土調査に関

全国国土調査協会
15 県

する講習会開催、技術援助及び情

負担金 報提供を目的とした団体)への負

担金

合計 759，163 

(参考) (平成26年1月末時点)

県内市町村の地籍調査事業実施状況

実 施 中 3市13町

調 査完了 1町1村(北栄町・日吉津村)

未 着 手 1市(境港市)

合計 19市町村

地籍調査の進捗率=調査実施済面積(凶)キ要調査面積(kDI)

年度 全国平均 鳥取県

平成21年度 49略 21弛

平成22年度 49略 22弛

平成23年度 50% 23% 

平成24年度 50略 24拍
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線:7321) 
1目 曲 (単{ft千円

事業名 本年度 前年度 比較 ~国一庫旦支出ι金一 源 内
訳

備考
起債 その他

森林総合研究所営
233，147 233，147 。 233，147 

事業償還費

ト}タルコスト1盤温室L一償23還3，9費21の千支円払(い前事年務度 2等33，941千円 f正職員:0.1人

事業内容の説明

事業の目的・概要

独立行政法人森林総合研究所(旧独立行政法人緑資源、機構)が行った日野区域農用地総合整備事業

(平成2年度~平成11年度)に係る県負担金を、元利均等方式により償還する。

(償還期間.~平成26年度まで)

2 主な事業内容

以下のとおり償還を行う。

(単位:千円)

区 分
負 担 区分

償還期間
県 町 計

区 画 整 理 。 。 。平成6年度~平成20年度

H音 渠 排 水 。 。 日 平 成10年度~平成24年度

農業用道路 1工 区 233，147 。233，147 平成12年度~平成26年度

農業用道路2・3工区 。 .0 。平成10年度~平成24年度
メロb、 言十 233，147 。233，147 

※町負担分は平成24年度で償還完了。

(参考)日野区域農用地総合整備事業め概要

日南町及び日野町において、農業生産性の向上、農業構造の改善及び地域の活性化を図るため、

区画整理、暗渠排水及び農業用道路の整備を一体的に行、った。

区分 事業量 事業費 工期
、

負担割合側) 償還

(千円) 国 県 町 農家 期間

区画整理 100ha 1，370，000 平成2年度~ 45 30 10 15 平成6年度~
平成5年度 平成20年度

暗渠排水 51ha 160，000 平成8年度~ 45 30 10 15 平成10年度~

平成9年度 平成24年度

農業用道路 18.1km 23，670，000 1工区 (65.0) (28.3) (6.7) 平成10年度~

平成2年度~ 2/3 0.799/3 6.7 平成26年度

平成11年度

2・3工区:

平成2年度~

平成9年度

合計 25，200，000 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線:7336) 

ム日 』主司C"'l則、1:.''J73 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
買す 源 内 訳

備考
国庫支;出金 起債 その{也 一般財源

みんなで取り組む農 倒産'q臥 j

山村保全活動支援 16，946 15，795 1，151 15，946 1，000 
事業

トータルコスト 24，685千円(前年度 20，561千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 補助金事務、支出団体との連絡調整、基金管理事務、国報告・調整事務

工程表の政策目標儲梼

事業内容の説明

事業の目的・概要
鳥取県中山間ふるさと農山村活性化基金の運用益を活用し、協働活動により農業生産基盤を保全する取組

の普及・啓発を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

項 目 内 ~・- 予算額
とっとり農山村資源保 農業生産基盤の維持管理が困難となってきてb、る集落の増加

全活動推進事業 に対応するため、県や市町村を越えた広域的なボランティアの 12，477 

人材派遣が可能となるよう百地、ボ域ラのン2テ団ィ体アに派委遣託を行う事務局業務
を、県東・中部地域と西部 する。

とっとり井手・ため池 農山村ボフンアイアの受入集務で、更なる地域活動の両度化

保全活動推進交付金 を目指す取組みに対し、定額で支援する。 1，500 
-事業主体集落、地域協議会、土地改良区等
-補助率 10/10(上限:300千円/地区)
-予定地区 5地区程度

じげの農業復興支援事 単独では営農の継続が困難となった地域に対して、集落調査

業 や座談会の開催により、新たな農業の継続や農地の保全に繋 464 
がる活動の支援を行う。

委員会開催費 平成26務年度に中に委託期聞が終了する、農山村ボフンテイア事
務局業 ついて、平成27年度以降の委託団体を選定する 85 
ための委員会の開催経費。

事業報告会開催費 平成26年度に実施された井手・ため池保全活動推進交付金事
業について、事業報告会を開催し、次年度以降の活動の発展 170 
を図る。

基金積立金 次年度以降の事業に資するために鳥取県中山間ふるさと農山
1，050 

村活性化基金へ積み立てる。

県事務費 連絡調整、現地調査、補助金事務に関する経費 1，200 
合計 16，946 

3 これまでの取組状況
[とっとり農山村資源保全活動推進事業]
集落住民だけでは解決困難な水路清掃や竹林伐採など、農山村の生産基盤筋設の保全活動へボランテ

ィアを派遣することで、地域住民の活力向上に役立った。

Iじげの農業農村復興プロジェクト支援事業]
市町と共にワークショyプや座談会を開催し、耕作放棄地の現状や今後も農業を続けることのできる方策

について話合いを行い、住民自身すら気がつかなかった地域の良さを再認識することができた。
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1目 農地総務費

事業名九

農地・水保全活動交

付金事業

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度|比較官蔵弘

315，584 207，261 I 108，323 46，000 

農地・水保全課(内線・7334)
(単位:千円)

え.r:t....L.~1 備考

269，577 

トータルコスト

至五葉姦丙~
339，575千円(前年度 239云証平百)[孟議員:3.1A:弄膏勤職員:1.o7¥.J 
第三者委員会運営、補助金交付事務、各種調査業務

工程表の政策目棟指拐 農地・水・農村環境を保全する活動を支援
(平成28年度末:県内の農振農用地面積の30%の取主的

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農業・農村が有する国土保全や水源かん養、景観形成等といった多商的機能の維持・発揮のための

営農活動や地域活動に対して支援する。 [H26組替事業]

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 事業主体 予算額 備考

農地維持支払
[基礎支援] 農業者等で構成される組織による、地 負担割合
域資源(農地、水路、農道等)の維持・保全や多面 地域 国1/2

(平成26年度
的機能を維持する活動に対して支援。 協議会

119，322 
県1/4

~平成30年度)
-交付単価(円/10.):水田正000円畑2，000円 市町村1/4

[加算措置] 地組域住む民を含む組織による多面的機能
の増進活動に取 活動に対して支援。 地域

41，519 
資源向上支払

-交付単価(円/10.):水田2，400円畑1，440円 協議会 負担割合
[基礎支援] 地域住民を含む組織による水路・道路 国1/2

(平成26年度
等の長寿命化への取組に対して支援。 地域 県1/4

~平成30年度)
-交付単価(円/10.):水田4，400円畑2，000円 協議会

106，679 
市町村1/4

言十 148，198 
[市町村事業] 協定の審査・締結及び履行確認 市町村 45，000 負担割合

推進交付金 [県事業] 第ー者委員会の運営 県 1，000 国 10/10
言十 46，000 

向上活動支援 [協議会事業] 平成25年度実績報告等の事務処理に 地域
260 

負担割合
推進交付金 要する経費を助成 協議会 県 10/10
非常勤職員雇 本事業に係る各種申請等の事務補助職員の雇用経費

県 1，804 
負担割合

用 県 10/10
J口L 言十 315，584 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度まで実施した、農地・水保全管理支払交付金事業は、平成26年度より農業・農村における多面

的機能に着目じた本事業に組み替え、旧活動も引き続き本事業にて実施する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

農地を守る直接支払 857，391 857，391 。 563，131 
事業

トータノレコスト 869，000千円(前年度 873，279千円)[正職員1.5人]

主な業務内容 審査会業務、補助金交付事務、各種調査事務

工程表の攻策目標路開

事業内容の説明

事業の目的・概要

源

起債

農地・水保全課(内線 7334)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

294，260 

平地と比べ農業の生産条件古河て利な中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正するため、協定に基づ

いて第農3期業対生策産の活事動業を期行間う農業者平等成に22対年し度、耕~作平成面積26年に応度じ(5て年助間成)する。

2 主な事業内容 (単位・千円)
区分 事業内容 事業主体 予算額 備考

直接支払交 市町村との協定に基づき5年以上継続して農 市町村 846，222 負担割合的
付金 業生産活動を行ラ農業者等に対し、協定農用地 国1/2

面積に応じて、市町村が交付金を交付する。 県1/4
市町村1/4

直接支払推 直接支払制度の円滑な実施のため、市町村
進交付金 及び県が行う事業

[市町村事業] 市町村 10，871 国 10/10
現地確認、書類審査、協定書作成指導等

[県事業] 県 298 国1/2
審査委員会の開催、市町下Tへの指導等 県1/2

言十 11，169 
dロk 言十 857，391 

*知事特認地域における負担率は、国1/3、県1/3、市町村1/3

3 これまでの取組状況、改善点

-本制度は実施14年度目を迎え、平成25年画さ度れは、第平3成期2対策(平成22年度~平成26年度)の4年目となる。
-境港市、日吉津村を除く17市町村で実施さ 5年度の交付面積(8，081ha)は農振農用地(33，609ha)の
約24%を占めている。
-前年度と比較して、交付面積が増加し、中山間地域における農地保全及び耕作放棄地の発生防止に重要な役
割を果たしてドる。

[これまでの実施状況(実績及び見込み)]
実施市町村数 協定数 交付面積(ha) 交付額(千円)

平成21年度
17 654 7，189 1，008，598 

(2期対策最終年度)
平成22年度

17 673 7，812 1，104，936 
(第3期対策初年度)

平成23年度
17 685 7，961 1，124，309 

(第3期対策2年目)
平成24年度

17 686 8，023 1，130，896 
(第3期対策3年目)

平成25年度
17 690 8，081 1，137，960 

(見込)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

財 源
事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

環境保全型農業直接
8，699 8，566 133 699 

支援対策事業

トータ/レコスト 17，986千円(前年度 23，660千円) [正職員:1.2人]

農地・水保全課(内線:7334)
(単位千円)

内 訳

その他 一般財源、
備 考

8，000 

主な業務内容 制度周知、計画書審査、交付金の交付、実施確認、国とめ調整

工程表の政策目標償協

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地球温暖化防止や生物多様性保全に効果が高い営農活動を行う農業者等に対して直接的な支援を行うこと

により、農業分野における環境保全機能の発揮に資する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業区分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 負担割合

環境保全型 0化学肥料・化学合成農薬を5割低減した上 販売農家、 32，000 8，000 国 1/2
農業直接支 で、次の営農活動を行う農業者等の取組面 集落営農組 県1 /4
払交付金 積に対する直接支援 織 市町村
(平成23~ 1/4 

27年度) I交付対象となる営農活動]

対象取組 存害関
カパクロyプ作付 8，000 
堆肥の施用 4，400 
有機農業 8，000 
(うちそぼ等雑穀・飼料作物) (3，OQO) 
リビングマルチの実施 8，000 
草生栽培の実施 8，000 
冬期湛水管理 8，000 
支援単価は固と県と市町村の合計

県事務費 制度の周知や交付金交付事務等 県 30 30 国10/10

市町村事務 各種申請書や実施状況等の確認事務等 市町村 669 669 

費

合計 32，699 8，699 

3 これまでの取組状況、改善点

平成26年1月末現在

」似

交付面積 (ha) 交付額(千円)

平成23年度 14 71 111 8，854 

平成24年度 14 106 224 17，901 

平成25年度(見込) 14 145 325 22，822 
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1目 農地総務費

事業名

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財

国庫支出金 起債

農地・水保全課(内線・7323)

(単位:千円)

源 内 訳
備 考

その他 一般財源

米川水利用調整事業 14，187 356，984 ム342，797 8，625 5，562 

トータノレコスト 30，439千円(前年度 378，433千円) [正職員 2.1人]

主な業務内容 国や市、地元との調整、補助金事務等

理表の政策目標錯誤母

事業内容の説明

事業の目的・概要

中海淡水化中止に伴い、米川の水を弓浜半島地域の農業用水として有効利用するため、米川土地改良区

が行っている米川|用水路の管理体制整備に対して支援を行う。

[平成26年度から事業名を変更 旧事業名:中海干拓事業]

2 主な事業内容

(単位:千円)

項 目 事業主体 予算額 内 廿d守.

管理体制整備計画策定 県 5，000 米川|の水利用の現状(上流優先取水)を見直し、

(国1/2、県1/2) 下流域の農業用水不足が軽減できるよう各取水口

管理体制整備推進事業 市 750 の適E取水を定着させるため、米川土地改良区が

(国1/2、県1/4、市1/4) 取り組んでいる米川の管理体制整備に対して支援

管理体制整備強化支援事業 市 8，437 を行う。(事業期間平成22年度~平成26年度)

(国1/2、県1/4、市1/4)
ぷE当Z、 計 14，187 

3 これまでの取組状況、改善点

-国営中海土地改良事業により、平成24年4月に米JIIから弓浜・彦名両干拓地への送水施設が完成し、送

水を開始している。

-現在、各取水口からの適正取水を定着させるため、米川土地改良区の理事が現地パトロール等を行いな

がら、関係農家に適正取水の周知徹底を図っている。

-国営中海土地改良事業は、平成25年度に完了する予定である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

農地・水保全課(内線:7323)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

中海干拓農地利活用 (財産収入)

促進事業 19，121 13，998 5，123 5，931 13，190 

トータ/レコスト 32，277千円(前年度26，708千円) [正職員:1.7人、非常勤職員0.1人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、利活用促進活動、委託費・補助金事務 等

工程表の政策目標併務詩

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

中海干拓農地の県所有24.2haの管理を公益財団法人J鳥取県農業農村担い手育成機構(以下、「機構」と

いう。)に委託するとともに、機構が行う干拓農地の利活用(貸付、売渡)促進の取組に対して助成を行うことに

より、干拓地営農の振興を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

項 目 予算額 事 業 内 容

干妬農地利活用促進費 3，729 [交付先:機構]

-県有農地を含む干拓農地全体について、利活用(貸付、売渡)を積

極的に促進し、干拓地営農の振興を図るための経費を助成する。

県有農地の維持管理 3，013 [委託先機構]

• fi昔受者からの相談対応‘

-スプリンクラー等の補修、未貸付地の耕うん、草刈等

暫定ため池復旧農地管 7，530 [委託先:営農組合等]

理耕作 -中海干拓工事で整備された彦名工区及び弓浜工区の暫定ため池

跡地について、耕うん、緑肥投入、試験栽培を行うことで農作物栽培

を実証し、早期に売渡しゃ貸付けが行えるようにする。

県有農地負担金 4，212 [支払先:封切|土地改良区]

-県有農地にかかる土地改良区への水利費負担金

土地鑑定費 637 I委託先:専門業者]

-未売渡し農地の実勢価格算定

言十 19，121 

3 これまでの取組状況、改善点

-国営中海土地改良事業は、昭和38年度の事業着手から半世紀を経て平成25年度に事業完了する。

当該事業で造成した農地214haは、売渡価格が近傍農地の実勢価格と事離していることや現下の厳しい

農業情勢により、平成18年度から平成23年度まで売渡実績がない状況にあった。

-干拓農地の実勢価格での売渡しを可能にするとともに、県が主体的に、生産振興、担い手確保、農地流動

化などの施策を総合的に実施し、干拓地の営農の振興を図るため、平成24年8月に機構から農地を取得し

た。

-平成24年10月より弓浜工区の売渡公募を行い、これまで2区商(0.6ha)の売渡しを行った。

-中海子拓工事により暫定ため池跡地(弓浜工区5.2ha、彦名工区3.0ha)が、新たに農地として復旧された

ため、農地として活用できるよう地力増進を行っている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線:7323) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

大山山麓農地開発
95，156 180，574 ム85，418 7，378 87，778 

事業

ト クノレコスト 101，347千円(前年度 190，901千円) [正職員 0.8人]

主な業務内容 国営施設の管理体制整備の支援、県負担金の支払い事務 等

事業内容の説明

事業の目的・概要

国営大山山麓総合農地開発事業に係る事業負担金、基幹水利施設管理事業及び国営造成施設管理事

業に要する経費である。

2 主な事業内容

(単位・千円)

項 目 事業主体 予算額 内 容

事業負担金 県 80，293 平成11年度から平成14年度までに実施した国営

事業に係る事業負担金(償還期間.-平成27年

度)である。

基幹水利施設管理事業 市・町 10，346 下蚊屋ダムの公共・公益的効果を十分に発揮さ

(平成15年度-) せるため、維持管理費の一部を助成する。

(補助率国3/10、県3.5/10、市町3.5/10)

国営造成施設管理事業 県 50 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用

(平成22年度~平成26 できるように管理体制整備計画を策定する。

年度) (補助率:国i!2、県1/2)

市・町 3，867 地域ぐるみで農業水利地施設を適切・有効に活用

できるよう、大山山麓 区土地改良区連合の行う

管理体制づくりを支援する。

(補助率.国1/2、県1/4、市町1/4)

県事務費(単県) 600 

計 95，156 

-
F
h
d
 

a
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事業名 本年度 前年度 比較

東伯かんがい排水
427，892 517，090 ム89，198

事業

財 源

I 国庫支出金 起債

19，699 

農地・水保全課(内線 7323)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 般財源

408，193 

トータ/レコスト 435，631千円(前年度 528，212千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 国営施設の管理体制整備の支援、県負担金の支払い事務

工程表の政策|

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

国営東伯かんがい排水事業に係る事業負担金、基幹水利施設管理事業及び国営造成施設管理事業に要

する経費である。

、
2 主な事業内容

(単位:千円)

項 目 事業主体 予算額 内 !i1ヨ守・ー

事業負担金 県 387，648 平成11年度から平成18年度に実施した国営事業に

係る事業負担金である。

(償還期間: ~平成31年度)

基幹水利施設管理事業 田丁 32，769 西両尾ダム・小田股ダム・船上山ダム等の公共・公

(平成19年度~) 益的効果を十分に発揮させるため、維持管理費の

一部を助成する。

(補助率:国3/10、県3.5/10、町3.5/10)

国営造成施設管理事業 県 50 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用で

(平成22年度~平成26 きるように管理体制整備計画を策定する。

年度) (補助率:国1/2、県1/2)

曹T 6，825 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用で

きるよう、東伯地区土地改良区連合の行う管理体制

づくりを支援する。

(補助率国1/2、県1/4、町1/4)

県事務費(単県) 600 

計 427，892 

、
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1目 農地総務費

事業名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

農地・水保全課(内線 7326)

(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

しっかり守る農林基盤
205，000 185，000 20，000 205，000 交付金

トータノレコスト 218，930千円(前年度 206，449千円)[正職員:1.8人、非常勤職員0.2人]

主な業務内容 予算管理、補助金事務、技術指導

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農地、水路、農林道など農林業生産基盤の小規模な整備・補修や、山腹水路や放置されたため池などの

防災措置に要する経費を市町村に交付する。また、近年多発する集中的な豪雨災害等に迅速に対応する
ため、農地・農業用施設の小規模な災害復旧に要する経費を新たに市町村に交付する。

2 主な事業内容
(1)対象事業

国の補助事業要件に満たない小規模な整備で、次の①~③の事業
①農業生産基盤の次の工種に係る新設、改良及び補修

-農業用用排水施設整備(ため池整備含む)、農道整備、ほ場整備、農用地の改良又は保全(日音きょ
排水、土壌改良など)

②林道整備に係る新設、改良及び補修
③山腹水路や放置されたため池等に係る防災措置

(2)補助率
く通常基盤整備〉
全体事業費の1/2以内。ただし、次の①又は②の場合は、市町村事業費(※)の1/2以内とする。
①市町村負担率が、市町村交付金で農林基盤の整備に適用した負担率未満の場合
②市町村交付金で実績がない事業で、農家負担率が2割を超える場合

く災害復旧〉

市町村事業費の1/2以内とする。
※市町村事業費=全体事業費一農家負担分

(3)予算区分 (単位:千円)

項目 内容 予算額
国の補助事業要件に満たなし、小規模な農林業生産基盤の整 185，000 

通常基盤整備 備・補修に要する経費及び山腹水路や放置されたため池など

の防災措置に要する経費について補助する。

[新規] 国の補助事業要件に該当する災害が発生した地域において、 20，000 

災害復旧 国の補助や交付税措置のある起債が適用できない小規模な

農地・農業用施設の災害復旧について補助する。

合計 205，000 
(4)事業主体

市町村等
(5)配分方法

①通常基盤整備枠の年度予算の9割を最低保証額として配分

②通常基盤整備枠の年度予算のl割を調整交付額として配分
③災害復旧枠から災害の発生した規模に応じて災害復旧額として配分

3 これまでの取組状況、改善点

-平成20年度までは市町村交付金の中で実施していた当らが本、交地付元金要を望創を設踏しま、え、県の施策誘導(農家負担
の軽減及び農家要望量の実施)により平成21年度カ 全市町村が取り組んでいる。

-事業実施後、市町村交付金時に比べ農家負担の軽減に繋げていない市町村があることから、平成23年 l

度より補助の仕組みを見直した。

-平成25年度の豪雨災害では、国の補助や交付税措置のある起債が適用できない小規模な農地・農業

用施設の復旧を早急に進めるため、予備費及び補正予算を措置し支援を行ったことで、現在、 12市町
で267件の復旧工事に着手し、復旧が進んでいる。
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1目 農地総務費

事業名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国竃荒悩主 起債

農地・水保全課(内線:7323) 

(単位千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(財産収入)

とっとり発ため池安全向 1，400 2，850 ム1，450 1，400 
上対策モデノレ事業

ト タノレコスト 13，783千円(前年度 4，439千円)[正職員・1.6人]

主な業務内容 地元説明会や現地確認、関係機関との協議や調整、業務発注等

工程表の政策目標併読お 地元、市町村と一緒にため池の点検調査を行い、不具合箇所の整備やハザードマツ

プ作(目成標等備の:防た災め和・減災対策を行う。平成30
111筒所)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

東日本大震災や、各地で発生しているゲリラ豪雨などにより、河川はもとより農業水利施設の安全性につい

て、非農家も含めて全県的に関心が高まってきている。

この状況を受け、農業水利施設の中でも特に影響の大きな「農業用ため池」について、簡易な装置により、豪

雨時の流入に対し排水できるモデルを現地実証し、市町村が行う安全確保対策に役立てる。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業区分
事業主体

予算額 事業内容

ため池防災・ 県 1，400 (大学委託)

減災システム ため池の簡易な水位低下装置の整備や、ため池の水位監視シ

調査委託 ステムの効果検証

ため池による災害防止や減災の観点から、豪雨時におけるた

め池水位の急激な上昇に対し、ため池内の水位を低下させること

のできる簡易な装置の設置や、ため池の異常水位を携帯電話等

へメ}ルする通報システムの検証を行う。

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年度にため池ハザードマップ作成を3箇所(鳥取市、倉吉市、南部町)をモデル的に実施し、この取

組を加速するため、平成25年度経済対策補正を活用し、 6街所(米子市、岩美町、北栄町、琴浦町、大山

町、イ白番町)を追加実施し、市町によるハザードマップ作成の普及を図る。

-鳥取市においては、市が事業主体となり平成26年度から10箇所での実施につながった。

-平成25年度、豪雨時にため池の水位を低下させる簡易的装置の検討を行うとともに、異常な水位を管理者に

通報する装置を設置する予定である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業 名 本年度|前年度|比較

下蚊屋ダム濁水対策
事業

1，730 2，058 865 

1 事業の目的・概要
大山山麓地区の水源である下蚊屋ダムは、近年のゲリラ豪雨等により、上流の黒ボク畑から濁水流入が発生

しており、ダムをかんがい用水として利用している畑地帯で水利用に支障をきたしていることから、園、県、地元
(江府町、農家等)が構成するプロジェクトチームにより、実証試験を実施しながら対策案を検討する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業主体 事 業 内 容 予算額 負担割合

黒ボク傾斜畑
の土壌流出防| 県
止実証試験

(農家委託)
グリーンベルトの補植及び調査用桝設置

(大学委託)
土壌流出量とグリーンベルト幅との相関関
係を確認し、実証試験の効果検証を行う。

810 

県1/2、
l町1/2

9201 

-
T
a
 

晶一ヨロ 1，730 

園、県、町、地元の役割分担、スケジュール

項目 関慌機関
H24 H25 I H26 I H27 肉容

国 A .‘ 対封車軍工の法効回果検横討涯をを行行うう.. 
下蚊屋ダム酒水対置金援 県

町、地元

実黒(1ポ証)畑ク話面傾験対斜策畑町土壇流出防止 町、県地元
(ゲ土壇リー読ン出ベ封ル軍ト由設実置証等試)験苦行う.. 

"' 
ず(2ム)';(向ムの向週対水聾対軍

-下蛇屋ダム岡田濁水対東を行う.
国

E 

直E

3 これまでの取組状況、改善点 I (概略図]
-平成24年10月、下蚊屋ダム濁水対策プロジェクト
チームを設置し、下蚊屋ダムの濁水対策として、
グリーンベルト設置の効果検証を行った。
-平成25年6月下旬の実証ほ場設置後、 7月の集
中豪雨でグリーンベルトの種子が流亡し、再度
播種を行った0

・平成26年度は、グザーンベルトの実証試験を実施
し、効果を検証守る。

大山山麓受益地

濁水被害
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度|前年度|比

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農業農村整備事業の円滑な推進を図るため、農業農村整備事業の実施状況、水利用状況、経済効果等を

調査するとともに、関係機関との調整・意見交換等を行う。

2 

農業水利基本調査 m利.，用""のTl実ノJ、態V~を"把J土邑握"0す1"-るrT。3-(官国MEm1F0Z町/」1Z0烹)ヲ '_''''、ノ、ノ』、1"1符定司司FνノノJ、 50 

モ甘目目号長田 _14-Fi"_/.!古」司、i'"J:!S，+#，....岡田」唱Z弓墨田+ー官官τ晶 T 1国最長・曲・
564 

2 
回笠 1:J7，このιl珂T最県炉組踊苦しtν、1:J]h耐震苦言へU)負担笠1県j

農業農村整備パ、 県内の農業農村整備事業の役割や取組状況及びその効
ト作成委託 ツ果について、広く県民の理解を得るための広報活動に活用 890 

簡比易較型検地証下調かんがい効 象ほ場との品質、収量及び営農労カ等を比較検証し、その 30 
果査

効果を確認する。(県)
A'雫T 曲丑些曲+.+盲~I瞳 J.J;..:E担 『主1庁、，主""もe..J.剖-.9-...6.~ +ロ-"c~'"手田空せも品 I.rh:~孟~"ノ 」与巨a庁、

20 

92 
刀雫f't(，_ -..JV • 1...叩T11$王王宮l剖 1直 9Qo  ~~J 

メロミ 言十 1，748 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
土地改良施設の機能の維持と耐周年数の延長を図るために、土地改良区等が定期的に実施する土地改

良施設の整備補修に対して支援する。

2 主な事業内容
土地改良施設の長寿命化を図るために実施する水路補修、揚水機のオーバーホール等で)支援

(単{・竿Tll
加入

事 業 主 体 事{年業期Iす〕間 総事業費 補助率 補助総額 単年度
年度 補助額
H22 羽合土地改良区外3 H22~H26 21，000 6，300 1，260 
H23 大口堰土地改良区外6 H23~H27 42，000 12，600 2，520 
H24 大鴨土地改良区外4 H24~H28 21，000 30% 6，300 1，260 
H25 箕蚊屋土地改良区外4 H25~H29 21，000 6，300 1，260 
H26 上北条土地改良区外4 H26~H30 21平，60成02荏重重重 6，480 1，296 

7.596 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名

農地・水保全課(内線・7334)

単年明
備考

1目 農地総務費

農業農村自然エネル
ギー利活用支援事業

財 源 内 訳
本年度|前年度|比較

B国庫支出金|起債| その他 |一般財源

11，610 4，000 

トータルコスト 120，253千円(前年度 10，533千円)[正職員:0.6人]

主な業務内容 |現地調査、内容診断、補助金事務、技術検討

工程表の攻策目標鰭関|農林業への多様な自然エネルギー導入を支援

15，610 1，000 14，610 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農村地域や農業生産の場において、再生可能エネルギーによる地域活性化や農業振興が図られるよう、施

設の導入支援を行う。

2 主な事業内容
(1)太陽光発電施設導入検討支援

土地改良区等が行う太陽光発電施設の適地調査や採算性等の検討に対して支援を行う0

・事業主体 鳥取県土地改良事業団体連合会
・補助率補助率 10/10(国)
-対象経費 太陽光発電施設導入に関する適地調査及び採算性検討及び概略設計に要する費用
・地区数 3地区

(2)太陽光発電施設導入補助
太陽光発電施設の導入を通じて、農業経営の効率化・高度化を目指す取組に対して支援を行う0

・事業主体農業協同組合、土地改良区、農村集落等組織
・補助率 補助率 1/10、上限 1，000千円(原則として市町村と同額)

(ただし、農業協同組合など、受益者の特定が困難な場合にあっては、県単独での補助も
可能)

・対象経費 太陽光発電施設の導入に要する費用
・地区数 4地区

3 これまでの取組状況、改善点
・平成22年度に、北条砂丘土地改良区の太陽光発電施設(発電出力53kw)に対して支援した。
・平成24年度に、鳥取県食肉センターの太陽光発電施設(発電出力46kw)に対して支援した。

1
 

r
D
 



l目 農地総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線:7325) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)

農業農村小水力発電 900 。 900 900 

施設関所記念事業

トータルコスト 5. 543千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 6人]

主な業務内容 地元説明・調整、関係機関との調整

工程表の政策目標儲楊

事業内容の説明

1エ事平ネ業成ルの2ギ6年目ー的導度・入に概供の要用P聞R始を行を予う。定している 3地区の小水力発電施設の完成記念式典を開催し、 再生可能

2 主な事業内容 (単位:千円I
地区名 工事工期 式典開催時期(予定) 予算額

下蚊屋 日24~H26 H27.3 300 

船上山 H24~H26 H26.11 300 
南谷 H24~H26 H26.12 300 
合計 900 

」ー

2目 土地改良費

農地・水保全課(内線:7325) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財 源、 内 訳

備考
国奄妊挫 起債 その他 一般財源

農業農村小水力発 く96.000> (負担金等) 県費負担

電施設導入事業 550.674 146.000 404.674 275.337 123，000 137，668 14，669 110，669 

トータノレコスト 576，213千円(前年度 165，860千円)[IE職員:3.3人、非常勤職員:0.8人]

主な業務内容 関係機関等への各種申請や調整事務、工事発注及び監督業務 等

工程表の政策目標世観菊 農林業への多様な自然エネルギー導入を支援

事業内容の説明

1 
事業農業目的用ダ・概ムや要農業用水路を利用して、小水力発電施設を整備し、その売電益を土地改良施設の維持管

理費に充当することで、農家の負担軽減を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 総事業費
年次計画

諸
H24 H25 H26 

フE

常時出力:197KW(予定)

下蚊屋ダム地区 328，900 15，036 30，000 283，864 利用施設:農業用ダム

事業期間:平成24~26年度
常時出力:110KW(予定)

船上山ダム地区 240，000 12，926 59，000 168，074 利用施設:農業用ダム

事業期間:平成24~26年度
常時出力:81KW(予定)

南谷地区 190，000 34，264 57，000 98，736 利事用施設・農業用水路(既存発電所)
業期間.平成24~26年度

合計 758.900 62.226 146，000 550，674 
負担割合:国5側、県25%、地元25%(市町11也、土地改良区14'日)

3 これまでの取組状況、改善点

始平に成向24年7月の固定価格買取制度の決定に合わせて、 3地区において事業に着手し、平成26年度の供用開
向けて工事を施工中である。

(注)起債欄の上段く >書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄のく 〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

28よ盤整皇室

事業名

経営体育成促進事業

トータノレコスト

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
ほ場整備事業の実施に併せて、地域の担い手となる農業者の育成及びそれらへの農地集積を図るために行

う土地利用調整活動に対して補助する。

本年度|前年度|比較 i品|よ|そ3他 l五戸
。I1吋ム川 I I I I 

2 事業休止の理由
大誠地区(北栄町)

平成26年2月1日に農事組合法人瀬戸が設立され、地域の担い手となる経営体の育成及び農地集積を図
る活動が終了したため。

く参考〉
平成28年度(事業完了の翌々年度)に農地集積率に応じた促進費が交付される予定。

内
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d 
平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 土地改良費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

(公共事業)
[慨負担行為]

138，000 

源

起債

農地・水保全課(内線:7326) 
(単イ立:千円)

内 訳
備考

その他 寸胴源

農業農村整備 <76，500> 償担金聖母 県費負担'

事業 842，013 930，126 ム88，113 333，015 97，000 80，715 331，283 407，783 
トータルコスト 842，013千円(前年度 930，126千円) [正職員:17.5人、非常勤職員・13.9人]

主な業務内容 事業計画の審査、実施内容の審査、県営工事の執行、補助金事務、国との調整

工程表の政策 かんがい整備面積の増 平成30年度 6，260ha 
目標(指標) 大区画水田整備面積の増 平成25年度 455ha

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農業農村整備事業

2 主な事業内容 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 備 考

基幹水利施設ストックマネ [憤融制]
50，000 

ジメント事業
42，500 93，000 ム50，500

県営畑地帯総合整備事業 100，000 375，000 ム275，000

県 経営体育成基盤整備事業 36，250 40，000 ム3，750
補 [闘志お]農業用水再編対策事業

営 150，950 102，000 48，950 

助 (新)県営農業水利施設
41，000 。 41，000 

保全合理化事業

県営農業生産基盤整備事 。 5，000 ム5，0∞
事 業調査

小言十 370，700 615，000 ム244，300
(正職員:11.8人)

(非常勤職員:1.7人)

業 団 農業体質強化基盤整備促
87，115 5，600 81，515 

体 進支援事業

営 (新)団体営農業水利施
84，000 。 84，000 

設保全合理化事業

小言十 171，115 5，600 165，515 (正職員 2.2人)

補助事業 言十 541，815 620，600 ム78，785

単 県単土地改良事業(譲与促進
11，746 8，135 3，611 Z虫 費)

事 中山間地域等農業条件整備支
3，900 4，600 ム700

業 援事業

単独事業 計 15，646 12，735 2，911 (正職員:3.4人)

(非常勤職員:2.2人)

現場技術業務費 14，371 10，762 3，609 (正職員 0.1人)

(非常勤職員:4.0人)

補 助事務費 16，025 28，412 ム12，387 (非常勤職員:6.0人)

人件費継足 239，724 251，664 ム11，940
事務費継足 14，432 5，953 8，479 

合 言十 842，013 930，126 ム88，113
(着工地区の概要.別紙のとおり)

(注)起債欄の上段く >書きは、交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は起演欄のく >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
人件費継足額には、農醐防災事業費Z正び耕地災害復旧費分の額を含む。
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4目 農地防災事業費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線:7326) 

(単位:千円)

事業 名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考国電苅封金 起債 その他 一般財源

[匂Z51 間司(鶴間l門誌)|除務負担行為

Il 10 ， 16~ 
(公共事業) <139，000> 自員担金輸 県費負担
農地防災事業 588，275 375，375 212，900 309，450 177，000 79，440 22，385 161，385 
トータノレコスト 654，047千円(前年度 467，525千円) [正職員:11.7人、非常勤職員1.4人]

主な業務内容 事業計画の審査、実施内容の審査、県営工事の執行、補助金事務、国との調整

工程制度策目標館関 ため池整備箇所の増 平成30年度 111箇所

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農地防災事業

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 備考

補 県営農業用河川工作物応 仲間[問tra
県 急対策事業 85，000 75，000 10，000 

助 県営特定農業用管水路等
70，000 50，000 20，000 

営 特別対策事業

事 [鵬iiZZJ[債務fza県営地域ため池総合整備

業 事業 322，500 176，500 146，000 
農村災害対策整備事業 78，000 56，000 22，000 

小計 555，500 357，500 198，000 
(正職員・11.4人)

(非常勤職員:1.4人)

団 (新)地元発ため池ハザ
5，000 。 5，000 

体ードマップ作成支援事業

営 小計 5，000 。 5，000 (正職員:0.3人)
補助事業計 560，500 357，500 203，000 
補 助事務費 27，775 17，875 9，900 
メ口.. 言十 588，275 375，375 212，900 

(着工地区の概要・別紙のとおり)

3 債務負担行為限度額

県営農業用河川工作物応急対策(羽合堰地区)工事 74，837千円(平成26年度)

県営地域ため池総合整備(鹿野・今市地区)工事 55，000千円(平成26年度)

県営地域ため池総合整備(三谷地区)工事 60，000千円(平成26年度)

県営地域ため池総合整備(妻波地区)工事 84，600千円(平成26年度)

(注)起債欄の上段<>書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄の<>書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線:7325) 

4目 農地防災 (単イす:千阿、

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備 考
国摩支出金 起債 その他一般財源

農村防災体制サポート
尉産収入J

事業
10，003 7，403 2，600 253 9，750 

トータノレコスト 20，064千円(前年度 20，113千円) [正職員:1.3人]

主な業務内容 農村防災体制整備、農地地すべり防止施設調査及び補修など

工程表の政策目標指標〕

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

山腹水路、ため池などの農業用施設の適正管理や災害復旧事業に関する技術力の向上により防災・減災

体制の強化を図る。また、県が管理者となっている農地地すべり防止施設について適正な維持管理を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

項 目 予算額 内 容

鳥取県農村防災体制サ 253 山腹水路やため池などの防災・減災に向けた取り組みゃ農地・農業用

ポート協議会運営事業 施設災害に関する技術向上研修会などを実施するとともに、専門技術

(事務局:県) 者やサボ}トメンバーを、災害発生時に市町村へ派遣する。

農地地すべり防止施設 9，750 県管理(9地区)の農地地すべり防止施設について、適正な維持管理

調査 を行うため、本年度2地区の施設の機能診断を行う。あわせて、過去

(事業主体:県) の機能診断や、日常修点一修検出で判明した不具合箇所のうち、緊急を要す
るものについて、補 繕を行う。

計 10，003 

3 これまでの取組状況、改善点

①鳥取県農村防災体制サポート協議会運営事業

0平成21年3月協議会設立

会員:県、全市町村、土地改良事業団体連合会、農村災害復旧専門技術者ほか

0活動状況

-災害復旧技術向上研修会の開催

-専門技術者による農村災害への技術的支援

②農地地すべり防止施設調査

-県管理の農地地すべり防止区域9地区(鳥取市4、岩美町1、八頭町2、湯梨浜町1、伯者町1)の地す

ベり防止施設は市町村に管理委託している。

-地すべり防止施設のほとんどが整備後10年以上経過しているので、平成23年度から毎年2地区ずつ

機能診断を行っており、平成25年度までに6地区の機能診断を実施した。

. 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

11款災害復旧費

1項農林水産施設災害復旧費

1目 耕地災害復旧費

農地・水保全課(内線:7325) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国輯挫 起債 その他 一般財源

(公共事業) く850> 県讃負担

耕地災害復旧事 397，244 274，700 122，544 372，034 17，000 8，210 9，060 

業

トータJレコスト 424，330千円(前年度 302，504千円) [正職員:3.5人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の支払い、固との調整

工程おな政策目標準連覇

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

豪雨等の異常な天然現象により被災した農地・農業用施設、地すべり防止施設を速やかに原形に復旧す

る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較

補 耕地災害復旧
過年災 105，269 9，500 95，769 
現年災 286，375 262，60Q 23，775 

助 費 4、 言十 391，644 272，100 119，544 
単

単県耕地災害復旧費 5，600 2，600 3，000 
県

d口k 言十 397，244 274，700 122，544 

(着工地区の概要:別紙のとおり)

、

(注)起債欄の上段く>書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄のく>書きの金額と一般財源、の金額を加算したものである。

マ，，
p
h
u
 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
4項林業費

2目 林業振興費

(全国植樹祭課(内線:7648)) 
(単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源内訳

備考
国庫支出金 起債その他一般財源

全国植樹祭開催事業 。483，247 ム483，247

トータルコスト 0千円(前年度 615，912千円)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「第64回全国植樹祭」を平成25年5月26日に開催する。

2 事業終了の理由
平成25年5月26日に「第64回全国植樹祭Jを開催する事業であるが、事業の完了に伴い終了するものであ

る。

3 r第64回全国植樹祭」の概要
0主催公益社団法人国土緑化推進機構、鳥取県
0大会テーマ 「感じよう 森のめぐみと 緑の豊かさJ
0開催日 平成25年5月26日(日). 
0開催会場 く式典会場〉とっとり花田廊(南部町)

く植樹会場〉とっとり花田廊いやしの森(伯番町)
国立公園奥大山鏡ヶ成高原めくaみの森(江府町)

0行事概要 式典行事(プロローグ・記念式典・エピローグ)、植樹行事、おもてなし広場など

0参加者数

区 分 参加者数 備 考

レセプション
333人(5月25日、大山ロイヤノレホテル)

式典行事及び植樹行事
4，740人 (内訳)県外招待者1，030人

(5月26目、とっとり花回廊ほか) 県内招待者3，710人

ここでも植樹祭! !みどりと食の広場
5，912人(5月26日、米子駅前だんだん広場)

i口b、 言十 10，985人
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1目 農業総務費

農政課(内線・7589)→事業実施:とっとり農業戦略課
(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
県草 源 内 訳

備考
|国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) (10，212) (10，212) (10，177) (35) 
とっとり農(あぐり)ピ 35 。 35 35 
ジネス研修事業

トータルコスト 3，131千円(前年度 0千円) [正職員 0.4人]

主な業務内容 事業に該当しない管理運営業務

工程表の政策目標(指標)

※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

1新地分域農事林野の業核水へのとの産目なチ業的るャの・担概レグいン要ロ手ジーなのパど育ルの成化支を、援図多、る様集。化落が営進農む組中織、等経の営法革人新イ、を発目展指をし目て指、す意欲的るな体農系業的者なの研経修営をカ創向設上しや、じ 委託によ

2 (主ア1)な※意と事商っ欲業と工的内り労な農容働農(あ部業ぐ者のり緊等)ビ急をジ対雇ネ象用スと創研し出修た事研業修で会対の応開
催:(10，177千円)

項 目 内 廿d守.

対象者 経営革新、発展を目指し、意欲的に事業に取り組む認定農業者等

研修形態 講義、実習、現地視察

研(d茸修義テ内ー容マ) 
善新ケマー計ーしいスク劃農ステタィ業デ事ンのグィ噸(計自り組画身みの、捕〈経輸営出手改法農善制)商工連な携ど 6次産業化)

開催時期、場所 1回目 :7~8月・ 2回目: 10~12月、県中部(農村総合研修所)

開催日数(時間) 10日間(毎週水曜日、 2コマ/回、 2時間/コマ)

募集人数 40名/回(計80名)

イ法人設立研修

項 目 内 廿~・

対象者 農づ業けら経れ営たの農法業人者化及をび志集向落す営る農、人組・織農等地プランの中心経営体に位置

研修形態 講義、実習

開催時期・場所 8月・11月・2月 、 県中部(農村総合研修所)

開催回数 3回/年(2日間/回)

募集人数 10名/回(計30名)

(2)業務委託先選定審査会開催経費(外部審査員報償費、旅費):35千円

3農のレこ業これベ者れまルま等でにでをは達対の、し取象農た組と業農し状者た業況向、者体、けが改系の更善的研に点で修レ総とベし合ルて的アはなッ、プ研新を修規図を就る創農た設者めす向のるけ研こや修ととテはしー少たマな。をか絞っったて。このの単た発め研、修経が営主革体新でにあ意り欲、一的定な
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農政課(内線:7256)→事業実施:とっとり農業戦略課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国敦也金 起債 その他 一般財源

(新)

教育ファーム支援事業
2，310 。 2，310 2，310 

〆

ト}タ/レコスト 3，858千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

「農林漁業者等が生産現場に消費者を招き、一連の農作業等の体験の機会を提供する取組J(以下、「教

育ファーム」という。)を実施する市町村等に対して支援を行い、農林水産物の生産の場における食育活動を

推進する。

2 主な事業内容

項目 事業内容 事業実施主体 補助率 予算額
， (千円)

①教育ファーム推進 教育ファームを効果的に実施するため、

会議の開催 生産者団体、行政等で組織する推進会

議を開催し、地域における取組の進め方

について検討

ーー--ー・---------・・・・ ー----------------・---唖--------------市町村

②指導者養成講座の 教育ファームの効果的な実施を図るため 農業協同組合 国1/2 2，310 

開催 の指導者の育成講座を開催 生活協同組合

ーー----------------骨 ーー------------------ー---------拘画崎・ーー
③農作業等体験の機 農林漁業者等の指導の下、地域の関係

会の提供 者と連携を図りながら一連の農作業等の

体験機会を提供

3 これまでの取組状況、改善点

国の消費・安全対策交付金に当該事業内容が追加されたことに伴い、平成25年度中途から鳥取中央農

業協同組合が取組を行っている。(平成25年度6月補正予算対応)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名 |本年度|前年度|比

みんなでやらいや
農業支援事業

農政課(内線・7589)→事業実施とっとり農業戦略課

(単位:千円)

内訳 | 
白…一目備考

220，086 220，086 239，0761 ム18，990

トータルコストI251，042千円(前年度 265，291千円) [正職員・4.0人]

主な業務内容|事業の問、補助金審査、執行管理、事業成果の検討・フォローアyプ

工程表の政策時(牒)Iがんばる地域プラン作成推進防ン数の目標値:平成2円 6年度 3問ン)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農業の生産額の拡大や担い手育成などを目指して、市町村・農協が作成した「がんばる地域プランjの実

現に向けた総合的な取組及び意欲的な農業者が作成した「がんばる農家プラン」の実現に向けた取組に対し
て支援を行い、地域の活性化や雇用の創出を目指す。

2 主な事業内容
(1)助成事業

事業名

かんばる地域
プラン事業

プラン策定事業
(H24~26年度)

事業内容 |助成対
象

広域、市町村、旧村地域又は集落を単|市町村
位として農業を核とした「がんばる地域プ|農協
ラン」を策定するための経費を補助
補助率:県1/2
予定地区数:10地区/年

事業費上限額
(単年度補助上限額)

広域 100万円
市町村 l∞万円
旧村地域 50万円
集落 20万円

予算額
(千円)

2，500 

がんばる地域 1 rがんばる地域プラン」策定の次年度から|市町村 |広域 30，000万円 1 75，402 
プラン事業 |プラン実現に向け、ソフト、ハードの総合|農協 l市町村 30，000万円

的な支援事業を実施 |任意組織|旧村地域 10，000万円
プラン支援事業| 補助率:県1/3(ただし、ソフトは1/2) 1市町村農|集落 3，000万円
(H25~31年度) 1 市町村1/6 1業公社 1 (事業期間の合計額)

事業期間:5年(集落プランは3年) 1 等
※平成24、25年度認定プランの支援事業

がんばる農家プ|意欲的な農業者や法人、任意組織が作M襲業者 |単年度補助上限額 1 140，000 
ラン事業 l成した「がんばる農家プラン」に基づいてl農業を営l農業 300万円/年

|行う創意工夫を生かした取組に対し補助比r法人 |農業を営む法人
fヲラン認定はil 補助率:県1/3、市町村1/6 If壬意組織|任意組織 700万円/年
lH24~26年度 j

A 

" 計 217，902 

(2)審査会開催経費(外部審査員報酬、旅費):2，184千円

3 これまでの取組状況、改善点
・平成24年度より従来のチャレンジプラン支援事業をがんばる農家プラン事業に組み替えるとともに、新た
にがんばる地域プラン事業を創設して地域の取組に対する支援を充実、強化し、農業の生産額の拡大や
担い手確保、新規就農者育成などによる地域の活性化や雇用の創出を図った。
-プラン認定状況

がんばる農家プラン事業:平成25年度53件(見込み含む)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農政課(内線:7257)→事業実施:とっとり農業戦略課

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本 年 度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県優秀経営農

林水 産 業 者 等表彰 868 815 53 868 

事業

トータノレコスト 6，285千円(前年度 1，483千円) [正職員 0.7..".J

主な業務内容 被表彰者推薦取りまとめ、現地調査、選考審査会、式典企画運営業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

優秀経営農林水産業者等表彰の実施

優秀な農林水産業者等を表彰することにより技術改善、経営発展への意欲の高揚を図る。

2 主な事業内容

県農林水産業の発展並びに、その技術及び経営意欲の高揚を図るため、優秀経営農林水産業者等表彰

、行事において知事表彰を行う。

事業内容 事業実施主体 予算額(千円)

優秀経営農林水産業者等表彰事業

-審査会の開催 県 868 

-受賞者パネル作成、記念品

-全国農林水産祭負担金、大臣表彰交付負担金

優秀経営農林水産業者等表彰式(予定)

開催期間:平成26年10月中旬

開催場所・知事公邸

3 これまでの取組状況、改善点

食のみやこ，鳥取県フェスタと同様、昭和37年度より実施。平成20年より被表彰者と農林水産部長との意見

交換会を開催している。

年々、被受賞者が櫓加し、平成25年度は特に将来の担い手となる「未来を担う青年農林水産業者jが被受

賞者53名のうち18名となる。
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農林総合研究所企閣総務課(電話 0858-37【 4210)→事業実施とっとり農業戦略課

1目 農業総務費 (単位:千円)

事業名 |本年度|前年度|比較|国庫支E金
源 内訳|

起債 その他 I一般財源、 l備考

慣オ産収入)

3，937 

トータノレコスト 144，364千円(前年度 4丸山千円) 日職員 :5田2人]

農林水産部内試験研究機関が行う研究課題の検討・外部評価の実施、研究員の研修派

主な業務内容|遣事務、知的財産権の管理、各種調査・補助金等事務、国の試験研究機関等との連絡

調整

-特言午、新品種の育成等の知的財産権の取得推進を図り、新技術、新品種の導入による

農林業の活性化を目指す。

工儲の政策目標慨)I・受託研究、共同研究の推進で、顧客満足度の高い効率的でスピード感のある試験研究

の促進を図る。

事業内容の説明

・園芸、畑作物等を利用した水田農業の研究と導入による土地利用型農業の活性化を図

るため、試験研究方向を明確化する。

1 事業の目的・概要

県民ニーズ、生産現場のニーズにあった試験研究を行うため、試験場が取り組む課題、研究成果等に

ついて検討、外部評価等を行うとともに、国の試験研究機関への派遣等による研究員の資質向上を図る。

2 主な事業内容

①試験場課題検討会・外部評価委員会議等の開催

試験場ごとに関係者を交えて試験課題の検討を行なうとともに、第3者からなる「外部評価委員会議」を

開催し、試験研究の実施・継続の是非、成果の普及状況を評価する。

・委員の構成 消費者、流通業関係者、学識経験者、生産者代表等

・評価内容:事前評価・・・研究の必要性や達成見込、実施の是非

中間評価・・・研究の必要性の再検討や進捗状況等により、継続の是非

事後評価…研究の成果の普及・活用状況、県内産業への効果

②研究員の長期派遣研修

試験場の研究員を国の独立行政法人研究所等へ3か月間程度派遣し、高度な技術の習得、資質の

向上を図る。

③知的財産権(品種、特許等)の取得と維持・管理

試験場で開発した品種(育成者権)、特許技術(特許権)等の知的財産権の取得・維持、利用希望者へ

の実施の許諾を行う。

④温暖化対応研究会の開催

地球温暖化に対応するための研究会を開催し、対策戦略を検討する。
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1目 農業総務費

事 業 名

農林水産試験場臨

時的調査研究事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

農林総合研究所企画総務課(電話:0858-37-4210)→事業実施とっとり農業戦略課

(単位:千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源、

1，850 1;850 。 1，850 

9，589千円(前年度 11，383千円) [正職員1.0人]

臨時的・突発的な試験研究への対応、事前調査、研究素材の蓄積、

研究員の資質向上、現場密着保管研究

受託研究、共同研究の推進で顧客満足度の高い、効率的でスヒ。ード感のある試験研究

の促進を図る。

農林水産部内試験研究機関が、現地で発生した突発的課題の解決、農林漁業者の要望を踏まえた研究

を効率的に進めるため、当初から計画して取り組んでいる課題とは別に、迅速かつ柔軟に活用できる研究費

の枠を設定する。

農林総合研究所企画総務課(電話:0858-37-4210)→事業実施とっとり農業戦略課

2目 農業改良普及費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

農業改良普及所
42，362 45，803 ム3，441 531 41，831 

管理運営費

トータ/レコスト 68，675千円(前年度 74，401千円)[正職員:3.4人]

主な業務内容 農業改良普及所の管理運営

工程表の政策目標(指標司 ji襲iiilzi襲撃騒露五Z23詰ず
事業内容の説明

農業改良普及所及び研究・普及推進室(農業専門技術員の配属先)の管理・運営に要する経費である。

(単位・千円)

区 分 事 業 内 ?，iゴT・ー 予算額

農(協業同農改業良普普及及事事業業交運付営金費対象)
光熱水費等の庁舎管理費、土壌分析廃液・廃棄物処理 12，875 
ィ費等

巡回指導施設設置運営費 巡回指導で利用する公用車の使周料 23，947 

(協同農業普及事業交付金対象)

普及活動情報化推進費 携帯電、使話Fの利用料、普及情報ネットワークシステムの負 5，540 

(単県) 担金、 用料

合 言十 42，362 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

農林総合研究所企画総務課(電話:0858-37-4210)→事業実施:とっとり農業戦略課

2自 農業改良普及費 (単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農業改良普及
19，277 17，980 1，297 7，903 11，374 

指導活動費

トータノレコスト 772，282千円(前年度 817，146千円)[lE職員:97.3人]

主な業務内容 生産者等に対する農業支援(栽培技術支援、経営アドバイス、情報提供等)

工程表の政策目標備担割 jii襲撃襲撃饗野五五品ZZTう

事業内容の説明

事業の目的・概要
本県の活力ある農業の振興を図るため、
(1)改良普及員が、直接農業者に接して、農業生産方式や農業経営の改善、及び農村生活の改善の普

及指導にあたるとともに、調査研究を行う。
(2)農業専門技術員が、各専門項目について調査研究を行うとともに、改良普及員の活動支援と研修の

計画・実施、試験研究機関との調整等を行う。
(3)その他、普及指導活動に協力を得るために県が認定した指導農業士の活動促進、外部評価会の開

催、必要な機材の整備等を行う。

2 主な事業内容 (単位千円)

区 分 事 業 内 ~ゴ
T・
ー 予算額

改良普及員活動費 -農業者に対する研修会・講習会の開催費

(協同農業普及事業交付金対害時 -技術情報等の資料作成費 10，574 
-技術実証展示ほ設置等の調査研究費

専門技術員活動費 -改良普及員の活動を支援するために必要な旅費

(協同農業普及事業交付金対鋤 -先進技術の実証や生産現場における課題解決を図るため 3，807 
必要な調査研究費

指導農業士活動促進費 -指導農業士に対する活動協力謝金
784 

(協同農業普及事業交付金対象)

農業改良普及活動評価 -普及活動前の「普及計画」、活動後の「普及実績Jについ

検討会開催費 て、外部委員による評価検討を行うための費用 1，217 
(協同農業普及事業交付金対劉

指導用機材整備費 -技術支援を行う際に必要な客観的、科学的なデータを測
1，344 

(協同農業普及事業交付金対豹 定するための機器の整備、維持費用

農業気象対策費 -農業気象協議会の開催費
'121 

(単県) -気象災害に関する営農技術情報資料の作成・配布経費

農業機械化促進費 -農業者に対する農業機械士養成研修開催費
207 

(単県)

食(単農県教)
育推進費 -県内小学生向けの社会科副読本の作成・配布経費

710 

新噺技紛術樽導入入広推域筋進量費事業糊) 術
'E
の
O
農
D
反家応へ等のを普活及用した「ストックJの開花調整、品質向上技

513 

ii 計 19，277 
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農林総合研究所企画総務課(電話:0858-37-4210)→事業実施:とっとり農業戦略課

2目 農業改良普及費 (単位千円)

事業名 本年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

普及職員研修費 7，334 6，679 655 2，524 4，810 

トータルコスト 25，908千円(前年度 25，745千円) [正職員:2.4人]

主な業務内容 、 改良普及員の研修

-新品種に適した栽培管理法や新たな仕立で法等と合わせ新品種の導入の啓発を行う。

工程表の政策目標備担割 -農作業安全に向けた啓発活動の体制づくり。

-実証ほの設置やエキスパート研修への取り組みを通じて普及員の資質向上を図る。

.一受験対策研修を実施し若年普及員の普及指導員資格取得をパックアップする。

事業内容の説明

事業の目的・概要

-改良普及員及び農業専門技術員の技術・経営指導能力(専門能力)をはじめ、関係機関等との連携の

もとに課題解決を図る能力(コーディネート能力)、総合的な課題解決能力(企画運営能力)の習得・向

上を図るための研修を行う。

-経験年数2年程度の若手改良一普及員を対象に、体系的な研修プログラムを組んで、農家の実情や要

望に即した普及指導活動を行うための基本的技術、知識、普及指導方法を習得するための研修を行

フ。

-普及指導員として必要なカを身につけるため、受験資格を有する改良普及員を対象に、「普及指導員

資格試験」の受験を推進し、有資格者を確保する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事 業 内 ?fゴT・ー 予算額

改良普及員研修費 -エキスパート養成研修(普及員自ら研修プランを立

(協同農業普及事業交付金対象) 案・実行)に要する経費

-県(主に技術普及室)が企画する各種研修の実施に 5，161 
要する経費

-国及び民間団体が実施する研修への派遣に要する

旅費

若手普及員早期養成研修費 -新任改良普及員が実践的技術(経営分析、土壌診

(協同農業普及事業交付金対象) 断、病害虫診断等)を習得するための研修に要する

経費

-新規採用2年目の改良普及員や、他機関から配属 1，753 
され普及経験の浅い者を対象に、部門別に技術向

上を図る研修に要する経費

-国が実施する研修への派遣に要する旅費

普及指導員養成研修費 -普及指導員資格試験の対策講座に要する経費 420 

(単県) -普及指導員資格試験の受験に要する旅費

i口'- 言十 7，334 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 農業改良普及費

農林総合研究所企商総務課(電話:0858-37-4210)→事業実施:とっとり農業戦略課

(単位千円)

事業名
財源

本年度|前年度|比較 l
内 訳 「一一一

I V面考
その他 |一般財源

農作業安全・農

機具盗難防止対

策事業

2，053 

l 国庫支出金|起債

1，395 658 

トータルコスト 13，601千円(前年度 2，984千円)[正職員 :0.2人]

主な業務内容|農作業安全・農機具盗難防止対策の推進

理叡櫛目標欄|農作業安全に向けた啓発活動の体制づくり

事業内容の説明

1 事業の目的・慨要

2，053 

近年、農作業事故や農機具の盗難等が増加していることから、農作業の安全及び防犯意識の啓発を強

化していくため、県段階及び地域段階の協議会において、農業者に対する直接的、継続的な学習、防止

対策を講ずる。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 予算額

体制整備と活動促進 I[県段階1=鳥取県農作業安全・農機具盗難防止協議会

-安全・防犯対策の計画作成(春、秋の農作業安全運動の実施等)

-地域協議会の活動支援(啓発資料・情報の提供、講師派遣等) I 988 

[地域段階1=地域協議会(県下3地域)

・地域段階の安全・防犯対策計画作成

.地域段階の研修会開催

啓発・防止対策の高度化卜農作業事故調査の実施、事故要因の解析、対策の提示

・リーダー研修会の開催 I 1，065 

A 
口 計 2，053 

〔活動体制〕

県段階 I.JA中央会‘各JA、メーカー、市町村代表、県等 ! 
1・死亡事故防止キャンベーシ、指導者研修会、事故解析等 ; 

3 これまでの取組状況、改善点

-農作業事故の調査・分析をもとに啓発資料の作成・配付を行うとともに指導者向けの研修を実施してきた。

・生産現場への啓発活動として、県段階では、テレビ、テジオによる啓発情報の提供、農繁期の農作業安

全運動を展開し、地域段階では、モデル地区を設置して集落内での研修を実施、防炎無線等の媒体を

活用した注意喚起など地域の実情に応じた活動を展開してきた。

0平成26年度の主な見直し点

(1)農作業事故情報の収集体制・方法の改善

、・農作業安全推進員の増員、強化研修の実施及び制度(地域担当者)の周知徹底による事故情報収

集促進

・事故調査内容の見直し(重大事故→詳細調査、軽易事故→調査項目の簡素化)

.農作業安全推進員への調査報償費の廃止

・県警等との連携強化(農作業事故情報の入手先の拡大)

(2)農作業事故防止対策の強化

・死亡事故防止キャンベーン(農作業安全標語コンクールの実施、農繁期の現場における注意喚起)

.農業機械の交通法規及び基本操作の周知徹底

・高齢者等にわかりやすい資料の作成
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1目 農業総務費

生産振興課(内線:7281) 
(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 般財源

とっとり花回廊施設管理費 31，518 19，869 11，649 
(使用料)

53 31，465 

トータルコスト 34，614千円(前年度 23，047千円) [正職員 :0.4人]

主な業務内容 施設の維持管理に関する連絡調整、委託業務等に係る入札・契約及び検査

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要 、

とっとり花園廊の施設管理に必要な施設の修繕及び調査等を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 内容 予算額
貸与備品更新(備品購入費) 高所作業台 2，826 

コインロッカー 733 
刈払機 61 
製氷機 2，568 
芝刈機 148 
ホイルローダー 5，789 

立χë_'f_<，!_~ーで{且言十3主式Lーーーー ーーーーー _?，~??
14.752 

調査作業委託(委託料) 周辺水質調査 3，683 

計 3.683 
改良・修繕対策(委託料) 東館エアコン更新 11，147 

11 (工事請負費) 北ゲート改修小工事計 1，936 
13，083 

言十 ， 
31，518 

とっとり花田廊管理運営委
295，274 287，000 8，274 295，274 

託費

トータノレコスト 298，370千円(前年度 290，178千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 事業計画及び報告書の審査・承認、業務報告書の確認、委託費の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
とっとり花回廊の管理運営を指定管理者へ委託する。

2 主な事業内容
とっとり花田廊管理運営委託費 一対

-指定管理者 一般財団法人鳥取県観光事業団

鎗定期閑 平成23年4千月円1[l周平平~成成平22成68~~28幻2年5年年3s.1度度3委委1託B託の料料5!f閑
一額 l… 加 000千円 〕

2見附円 11費税率引き上つ
伴う増額

外部評価委員会開催経費 74千円
-指定管理者の管理運営状況について評価を行うため、外部有識者等を委員とする指定管理施設

運営評価委員会を開催する。
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l目 農業総務費
生産振興課(内線:7281) 

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 般財源

鳥取二十世紀梨記念館
109，235 95，000 14，235 109，235 

管理運営委託費

トータ/レコスト 111，557千円(前年度 98，178千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 事業計画及び報告書の審査・承認、業務報告書の確認、委託費の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取二十世紀梨記念館の管理運営を指定管理者へ委託する。

2 主な事業内容
鳥取二十世紀梨記念館管理運営委託費

-指定管理者 一般財団法人鳥取県観光事業団

-指定期間 平成26年4月1日~平成31年3月31日の5年間
-委託料総額 546，175千円(平成26年度委託料 109，235千円)

鳥取二十世紀梨記念館

施設管理費
4，342 759 3，583 4，342 

ト タノレコスト 5，890千円(前年度 2，348千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 施設の維持管理に関する連絡調整、委託業務等に係る入札・契約及び検査

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取二十世紀梨記念館の施設管理に必要な施設の修繕等を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 内 が廿胃 予算額

貸与備品更新等(備品購入費) 冷蔵庫 104 

製氷機 831 

ベビーカー 75 
冷蔵ショーケース 454 

(増設1台分)
--・ーーー・・・・・圃晶・ー-------ー ー・・・・・ーーーーー』ー"・・

小計 1，464 

改良・修繕対策(工事請負費) 搬入庫空調設備新設 2，878 

計 4，342 
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6目 農作物対策費

生産振興課(内線:7281) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

(諸収入)
生産振興推進事業 18，867 22，777 ム3，910 17 18，850 

トータノレコスト 40，536千円(前年度 45，020千円) [正職員 2.8人、非常勤職員:2.1人]

主な業務内容
農作物の生育状況調査及び生産指導、主要種子の生産指導及び審査、関係機
関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農作物全般の生産振興を図るとともに、主要農作物種子の安定生産と供給及び果樹農業の振興を

図るための生育状況調査を行う。

2 主な事業内容
(単位千円)

区 分 事業内容 予算額

主要農作物種子対策 -主要農作物種子法に基づく指定採種ほの生産指 203 
導及び審査等を行う。

果樹農業等推進指導 -梨、柿及びぶどうの作況調査園を設置し、果樹の 315 
生育状況を調査する。

農作物生産振興対策 -農作物全般の生産振興対策を実施する。 280 

-献穀米、献穀粟、献上梨に係る業務を実施する。

非常勤職員人件費 4，267 

標準事務費 13，802 

A 口 計 18，867 

. 
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6目 農作物対策費
生産振興課(内線:7279) 

(単位.千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入)
鳥獣被害総合対策事業 113，461 152，330 ム38，869 34，002 10 79，449 

トータ/レコスト 161，443千円(前年度 182，517千円) [正職員 6.2人、非常勤職員1.0人]

主な業務内容 侵入防止柵・捕獲等に係る補助、研修会の開催、人材育成、新技術の実証等

工程表の政策目標(指標) 効(シ果カ的のな有鳥害獣様被害対:策平成によ25る~安27心年・度安目全標な延農べ業9の，0実00頭現) 

事業内容の説明

1 事業の獣目対的に策よ・技る概術農要の作普物及等やへ人の材被育害成をを減行少うさ。野生烏 せるため、侵入防止柵の設置や捕獲等の対策を支援する
とともに、

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事業内容 事業主体 補助率 事業費 予算額

(1)鳥獣被害総合 ①侵入を防ぐ対策

対策事業補助金 -侵入防止柵、緊急対応用資材 市町村 1/3 

[県単独事業1 -追い払い用具等 JA等 ただし、捕
②個体数を減らす対策 獲奨励金 189，925 75，328 

-捕獲班員育成・確保 について

ー _:3ヲ3寺島~~笥婆 i境凄延阜位置軌翠)ーーーー ー『・・・・・・・ は1/2

-捕獲奨励金(イノシシ、シカ、ヌートリア、アライグマ) 市町村

(2)鳥獣被害防止 ①推進事業(ソフト)

総合対策交付金 ー_:J事議会:誇宣会:開套:境警担具餐ーーーーーーー 組織協議会 1/2 

[国事業I -緩衝帯整備 3/4 

②整備事業(ハード) 醐脇潟絵 42，687 32，462 
-侵入防止柵等の被害防止施設 (市町村等 1/2 

-捕獲鳥獣の処理加工施設等 を含む)

( 3)ニホンジカ先進 ニホンジカの先進的な捕獲技術を推進する

的捕獲技術推進 ため実証試験を実施する。 県 1，904 1，904 
事業 . (新)シャープシューティングによる効率的な捕

獲方法の検討

-スマートセンサーを活用した囲いわな捕獲技

術の実在普及

(4)県推進支援・そ . (新)中園地域野生鳥獣対策ネットワーク現地

の他 検討会の開催ぐ 県 1，304 1，304 
-公開セミナーの開催、指導者の技術向上研修

-捕獲従事者の確保に係る検討会

-ジピエの推進のための衛生的な解体処理技

術の普及

Jご~-:'Y-?_~f~lj~主号持男三塁竺ー句回目--ーーーーーーー ----・・ーーーーー-・・・・・・・.ーー・・・岨喧岨開 ーーー・・ー『胃屯
-非常勤職員(一般事務)の配置 県 2，463 2，463 

合計 238.283 113，461 

3 これまでの取組状況、改善点

-鳥て現獣場被と害密が着最しもた深被刻害な対八策頭を地実域施にし全て県の対策拠点として「鳥獣対策センター」を設置し、人員を拡充し
いる。

-野生鳥獣による農ま作ぼ物前等年へ並のみ被に害推額移はし、平成23年度以降は減少し、平成25年9月末現在では34百万円
(前年比105%)とl ている。

-生息が拡大γーしプてシいュるーシテカィのン捕グ獲に対よ策る効とし率て的、なセ捕ンサーを活用した新型囲いわなの現地実証・普及に加え、
新たにシャ 獲方法の検討に取り組む。

※シャ良ーいプとさシれューティ者ングのと減は少餌にで対誘応引ししたて効射率撃的すなる捕方獲法方で法、従来の囲い込み猟に比べて捕獲効率
が 、狩猟 として期待されている。
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6目 農作物対策費

事業名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

生産振興課(内線 7415)

(単位:千円)

内訳
備考

その他一般財源

(手数料等)
有機・特別栽培農産物

4，607 3，822 785 1，164 3，443 
等総合支援事業

トータルコスト 42，528千円(前年度 42，748千円) [正職員4.9人]

主な業務内容 有望・特別栽培農産物認証業務、有機実証モデ嶋示ほ場設置、研修会開催、消
費 PR

工程表の政策目標(指標) 有(有機機・特別栽培農産物栽培面積の拡大
-特別栽培農産物栽培面積・ l，500ha)

事業内容の説明

事業の目的・概要

有機・特別栽培農産物の生産拡大と定着を図るため、 r，:鳥取県有機・特別栽培農産物推進計画」で

設定した①生産者が取り組みゃすい環境づくり②技術の開発・普及③消費者の理解促進④販路確保

の4つの推進目標の達成に向けた施策を展開する。

2 主な事業内容

. (単位・千円)

事業区分 事業内容 実施主体 予算額

認 証 業 務 -有機jAS認定、県特別栽培農産物認証業務 県 521 

-有機実証モデル展示ほの設置 (7か所)
-有機・特栽推進塾の開催〈年3回) 県 1，240 

技術の開発・普及 -地域研究会の開催(各地方事務所単位で実施)

-有機補・特別栽培農産物生産技術支援事業 有機・特栽
1，800 

( 助率1/3以内、補助金上限300千円) 認証事業者

販売・消費連携
-消費者交流・マッチング支援事業 有機・特栽

500 
(補助率1/2以内、補助金上限100千円) 認証事業者

事 業 言平 価 -有機・特別栽培農産物等推進協議会(各分科会)の開催 県 546 

A ロ 計 4，607 

3 これまでの取組状況、改善点

-県は平成13年度より特別栽培農産物、平成16年度より有機農産物の認証業務を開始するとともに、取

組拡大を支援し、平成25年4月末現在の有機・特別栽培農産物の栽培面積はl，275haとなった。

く内訳〉

有機農産物41ha(水稲17ha、野菜等24ha)

→約6害1)が野菜等で、ダイコン、ニンジン、トマト、ホウレンソウ、ラヅキョワ、ショウガ等、多品目。

特別栽培農産物l，234ha(水稲824ha、野菜等410ha)

→水稲で大規模に取り組まれる事例が多い。

-平成23年度に事業推進の基本となる「鳥取県有機・特別栽培農産物推進計画jを見直し、平成30年度

末の目標を有機・特別栽培農産物の栽培面積l，500haに設定し、さらに取組拡大を支援することとして

いる。

-県内3ヶ所の直売所において有機・特別栽培農産物コーナーが設置されており、これを活用し、消費者

に対して制度の理解促進を図る。
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百自 農作物対策費
生産振興課(内線・7280)

(単位:千円)

事 1業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

望(新書)喜葉集出荷対策 10，000 。10，000 10，000 

トータルコスト 10，774千円(前年度 0千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)飼料用稲、飼料用米の作付面積(平成30年度:1，000ha) 

事業内容の説明

1輔事業の目的協保要議jii謀議脇鵠嬬鰭ii

トリーエレベ ー
の改修を支援

3 こ での取幅
米がが き る 用 外 前の

を視受的各け、 25 ち上 、県 流通
を野に た

JA入とも米、 ライン設置等、効
率に飼料用

【参1E考F】F苦f言S仲間宮是正聖書長印私服控室絞ら広島絹

2事務降当 援事: で産事は振業、興平を課成実等2〉施5年すが度る国中このにと補鳥が助取可金県能に農。よ業る再基生金協造議成会を(行会う長こ:と高と見しJてAお鳥り取、県平中成央2会6年長度、
以に下の

<水田フル活用実践緊急対策の主な内容>

区分 事 業 内 ~コ-・ー 事業主体等 補助率

効産の転率体換制的支等な援生へ 水に必田利要フノなレ大活型用を支機に援械資のすリるー効ス率方的式なに機よ械る利導用入体や既系存の構機築械
地域農業再生協議 1/2以内
Aコ"、

の再用等

効通体換加率工的処な流 既めめ、に存施必の設要乾のな燥機設調備能製の向施日上}設やス等既方の存式再施に編設よ合るの導理有入化効等を活を推用支進を援す図るるたた
農事業業者者等団体、民間 1/2以内

支制援への理転

飼料の向自給上や率度な

自豊よiる料富陣な機金機t械敏獲E限営尊受の問λ討託を溜支織結柑援等料fの経g自d給営 宇zrt予想主
交業振付興先機:(構独)農畜産

営の高
機等経化械に支必援要 ①に 率や生産性の向上に必

事産る公業業募主振体興・機(独構)農に畜よ
①: 1/3 

② の高度化に必要な機械 ② :112 

q
d
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費 j
 

m一円
n
4
一二

守

t

一コl
l

線内一j
 

課一産一生一

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)
鳥取県産きぬむすめ販 1，750 。1，750 1，750' 
売拡大支援事業

トータノレコスト 11，037千円(前年度 0千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 実施主体である生産者・団体の支援、調整

工程表の政策目標(指標) 売生れ産拡る米大づ:平く成りの25推年進度(目温標暖1化，40にOh対a応)した高品質、良食味新品種「きぬむすめJの

事業内容の説明

事業「鳥の取目県的産・概要 戸

きぬむすめjの認知度向上、販売対策強化を生推産進安し定、新たな販路開拓、消費地での早期
定着を図るとともに、生産技術向上による「きぬむすめ」の と食味向上を目指す。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

(1)きぬむすめ販売対策強化支援

め産試米『のき食関地取ぬ販連名組む表売業をす示者支めすのと緩Jrの推のプ情進認ル報知米交度間換向布上告等事i販売鉱大のた
とよるPR活動

]A全農とっとり 3，000 1，500 

1/2以内

(2)対-生きf応きぬ産ぬしむ者たむす新のすめ意品め生種欲」及産の・拡栽び検新大培討及品技の種び術た新ののめ展品の向示種取上検組ほ、設討温を支置暖支援援化に
鳥取協県産米 500 250 
改良会

-栽「き培ぬ研む修す会めの」栽開培催コンテストの開催
等

メE合3、 言十 3，500 1，750 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成20年度に策定した「鳥取県米ビジョンJ(目標年度平成25年度)に基づき、鳥取県産米のブランド
化、生産農家の所得向上を図るため、「鳥取県産米販売促進支援事業 (H20~H25年度)Jにより新品
種「きぬむすめ」の生産拡大と販売促進、地域におけるこだわりの米づくりを支援してきた。
-米ビジョンについては、目標の達成状況、県産米販売戦略会議での検討結果も販踏売まえて見直しを行
いL平成25年12月に改訂。改訂後の米ビジョンで、は、「きぬむすめ」の生産拡大、 促進強化を盛り
込み、平成30年産の目標面積を3，OOOha(主食用米の22%程度)としている。
-平成25年産の作付面積は1，402ha(主食用米の10%程度)、平成26年産は約2，180ha(主食用米の17
%程度)を目標として各]Aが積極的に推進に取り組んでおり、一定の成果も見えてきている。

-作付面積の増加に伴い、販売対策の強化が重要となっており、平成25年には全農を中心にマスコット
キャラクター「きぬむすび」を作成するなど、新たな手法でのPRにも取り組み始め、中四園、九州への
販路開拓も進んだ。
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6目 農作物対策費
生産振興課(内線:7283) 

(単位千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

数量調整円滑化
8，000 15，000 ム7，000 8，000 推進事業

トータルコスト 11，870千円(前年度 19，766千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 市町村別生産数量目標の算定、生産調整に関する関係機関への助百・指導

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業米の目的・郷要
の生産数量目標の肥分等の円滑化を図るため、各地域協議会の配分業務等に要する経費を助

成する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事 業 内 ~コ守.ー 事業主体 予算額 補助率

-農業者別の米の生産数量目標の算定方法

地域協議会 の設定
地域農業再 10/10 

活動費助成 -生産調整の実施状況の現地確認
生協議会

8，000 (定額)
-生協議産会目標数量の地域聞の調整

の運営

直接支払推進事業 95，000 91，000 4，000 95，0001. 

トータノレコスト 104，287千円(前年度 100，533千円) [正職員・1.2人]

主な業務内容 市町村・協議会の支援・調整、補助金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業経の営目的に安・慨要定要す対る策経の費円を滑助な成実す所得 施を図るため、県段階、地域段階の農業再生協議会が行う事業推
進の取組等要す する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

(1)県段階
国

本対策の普及推進、対象作物の生産数量目標 県農業再生 3，000 3，000 
10/10 

の設定ノレーノレの検討、産地交付金の要件の検討、 協議会
耕作放棄地解消のための指導・助言等

(2)地域段階
本対策の普及推進、農業者別生産数量目標の

設定ノレールの検討、申請書類等の配布・回収、対 地域農業再 92，000 92，000 国

象作物の作付面積等の確認及びデータ入力処理、 生協議会 10/10 
産地交付金の要件の検討、耕作放棄地解消のた
めの推進活動等

1!i 言十 95，000 95，000 

ra 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

生産振興課(内線:7414) 
(単位.千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

鳥取梨生産振興事業 181，422 184，747 ム3，325 181，422 

トータ/レコスト 217，022千円(前年度 215，729千円) [正職員:4.6人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務、梨新品種のブランド化支援

工程表の政策目標(指標)梨新品種の導入推進(梨新品種導入面積平成27年度目標200h.)

事業内容の説明

1 事的「新業な甘出の泉荷目J的 ・概要「秋 じめとした梨新品種の生産拡大、高齢化に対応する機械の共同利用、戦
略 による甘価泉格Jを安は定など、攻めの対策を強化し、次世代につながる梨の生産振興を図る。

2 主な事業内容 {単神・ヰ同1

細事業 事 業 内 乍~ 事業主体 補助率 予算額

[拡充] H25から特別対策を始めた「新甘泉」に「秋甘泉」を追加 74，555 
「新甘泉Jr秋 植栽、果樹棚、網掛け施設の整備への助成 農業者 2/3 
甘泉J特別対 高接ぎ、その他施設などの整備への助成! 生麟E織 1/2. 
策事業 「やらいや果樹園」の整備※(1)への助成 JA 3/4 

接ぎ木により早期の生産拡大を図る組織へ奨励金を 生麟E織 定額
交付 JA 
* 10万円/組織+実績払2-5万円/10. 屯

生産者の追加注文等に対応する苗木を確保するた JA全農 定額
め、予備の苗木生産に係る経費への助成 とっとり
「秋甘泉Jの栽培技術の向上、市場調査 県

梨生産拡大事 その他の県オリジナル 植栽、果樹棚、網掛け施設 農業者 1/2 49，235 
業 新品種、産地振興品種 両接ぎ、その他施設など 生麟目織 1/3 

※(2)の場合の助成 「やらいや果樹匡IJの整備制1)JA 2/3※(2) 

[新規] 両齢化に伴い負担左なっている防除の共同実施、袋掛 7，500 
梨産地低コス けを必要としない網掛け栽培などを支援
ト・体制強化 共同防除に必要な機械購入費などへの助成 農業者 1/3 
事業 *スピートヌ7.レーヤ、草刈モア、圏内道など 生麟E織

低コスト網掛け施設の展示、果樹園継承などの推進 県
鳥取ー十世紀 ー十世紀梨の適熱出荷、新品種とのリレ 出荷を行う場 生産組織 県1/3 30，132 
梨適熟出荷体 合に、市場単価が再生産価格 (2，750円/10kg箱)を下回 JA 市町村
制整備事業 った場合に支援 1/3 

*上限単価・200円/10kg箱、対象数量・赤秀・背秀出荷量

I拡充] 国内外への出荷調整・需給調整を行う低温貯蔵庫保 果実生産 1/2 20，000 
果実緊急価格 管、出荷分散などの取組を支援 出荷安定
安定対策事業 *時早対い策中と秋し節てに圏よ内り販台売湾強・香化な港ど輸に出5が，00減0千少円すのる増こと額から、臨 基金協会

A 計 181.422 

※(1))産「産や地地ら振振い興興や品品果種種樹のと園「はや」は産ら地地い域協やぐ議果る会樹み(園JでA」果整事樹備務闘の局継補)が承助果に率樹取は産り県組地1/む構2こ・造市と改町を革村条計件1/画6とし書てに整掲備げすたる生も産のを※(2 振興する品種のこと、

3 これまでの取組状況、改善点

とから、細事業をまとめた総合事業とした。
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6目 農作物対策費

事 業名

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

生産振興課(内線・7414)
(単位・千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

鳥振興取事柿業ぶどう等生産
18，688 18，618 70 18，688 

トータノレコスト 36，488千円(前年度 26，562千円) [正職員:2.3人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務、柿ぶどう等のブアンド化支援

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
柿「輝太郎Jをはじめとした柿ぶどう等の生産拡大、高齢化に対応する機械の共周利用など、攻め

の対策を強化し、次世代につながる果樹の生産振興を図る。

2 主な事業内容
(単位.千円)

細事業 事 業 内 ~ヨT・ー 実施主体 補助率 予算額

[新規} 柿「輝太郎」の生産拡大、高品質化に向けた取組を支援 12，002 
柿「輝太郎」 廃園への植栽・果樹棚 農業者 2/3 
特別対策事業 植栽、果樹園整備に 廃園を除く植栽・果樹棚及 生戯目織 1/2 

係る経費への助成 びその他施設など JA 
「やらいや果樹園J整備※1) 3/4 

接ぎ木によって早期増産を図る組織的な取組へ 生磁E織 定額
奨励金を交付 JA 
高品質な柿「輝太郎Jを生産する栽培実証モラヰノレ 指戦E織 定額
国の設置

I拡充] 産地振興、果品目・品種※2) 植栽、呆樹棚 農業者 1/2 3，886 
柿ぶどう等生 の植栽、 樹圏整備を 両接ぎ、その他施設など 生亜細龍 1/3 
産拡大事業 支援 「やらいや果樹園」整備※1) JA 2/3抑}

[新規] 両援齢、化に伴い負担となっている防除の共同実施を 県 2，800 
柿ぶどう等産 支 果樹園の経営継承を推進
地低コスト・体 共同防除体制の取組に必要な機械購入費など 農業者 1メ3
制強化事業 への助成 生亜細犠

果樹園継承、流動化を進める仕組みづくりの検討 県

合 計 18，688 

※1)[やらいや果樹園jは地域ぐるみで果樹園継承に取り組むことを条件として整備するもの
※2 )産地振興品目・品種とは産地協議会 (JA事務局)が果樹産地構造改革計画書に掲げた

生産を振興する品目・品種のこと、産地振興品種の「やらいや果樹園」整備の補助率は
県112・市町村116

3 これまでの取組状況、改善点

-県育成の柿「輝太。更郎lJは、早生・大玉・高糖哲働度時で聞あがることから市場評価が高く、全国ブランドの展
開が可能である。 と、梨栽培と比べて労 短く、果樹棚を利用することでスレなどの品
質低下を防ぐことができるので、梨「新甘泉J[秋甘泉」と同レベルの特別対策を新設し、梨の廃
園等への植栽など早期の生産拡大を図る。
-柿、ぶどう等の地域振興品種の植栽、果樹園整備について、梨と同様に、果樹園継承を条件と
する「やらいや果樹園J整備以外についても助成対象とする。
-果樹農家の大半が70歳代と高齢化が更に進む中、重労働の薬剤散布の負担軽減が産地維持
のためには急務であり、共同防除体制の再編を支援する。
-果樹振興の事業について、梨に関する事業を「鳥取梨生産振興事業」、柿ぶどう等のその他果
樹の事業をまとめたf鳥取柿ぶどう等生産振興事業Jと、分かりゃすくした総合事業とした。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

生産振興課(内線 7414)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 上位 較
財 源 内 訳

国庫支出金起債その他一般財源
備考

果樹等経営安定資金
3，071 3，832 ム761 3，071 

利子助成事業

トータノレコスト 5，393千円(前年度 6，215千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 制度の発動に係る連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
災害、市場価格低落及び原油価格高騰時に]A等が貸し出す経営安定資金の利子を助成す

、るB

2 主な事業内容

区分 災害時対応 価格低落時対応 原油価格高騰時対応

発動 要件

気が金(原減等象則少を災優とし害した先等て場)に、合よ天り収量
損ぷ出EλZ 荷益期分間岐中点に平均価格が 原生と油産な価資っ格材たのの場高調合騰達によりを下回った場 が困

災資 難

対象品目 果樹、野菜、花き類及び工芸作物(ソパに限る)

末端金利 0% 

基準金利 2.25% (平成26年1月23日現在)

事業主体 鳥取県農業協同組合中央会，

利子補給期間 3年以内

貸付時期 随時

利子補給割合
県(市1/町3、村農負業担団の体有2無/3は任意)

融資基準額 各品目において再生産に要する必要額の8苦手l相当額
原油価格高騰においては、 1戸当たり 100万円が上限

融資機関 各]A.または]A鳥取信連

-原え則災て資と融し金て資等天がが災必発資要動金なす、場る公合ま庫で資の金つの対象とならない場合、またはその上限を融資対象 超
-天 なぎ融資が必要な場合

3 これまでの取組状況、改善点
く資金の利用状況〉

年度 適応要因(対象品目) 利用農家戸数

平成20年度 市場価格の低落(ー十世紀梨) 123戸

平成21年度 雪害(ー十世紀梨)、市場価格の低落(ー十世紀梨) 87戸

平成22年度 春期の低湿による収量減(梨、柿)、雪害(全品目品種) 125戸

平成23年度 雪害(全品目品種)、台風被害(ブロッコリー) 57戸

※平成24年度は制度発動無し。

平成25年度は平成26年1月時点で制度発動無し。
， 
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平成 26.年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

生産振興課(内線:7272) 
(単位・千円)

内訳
備考

その他一般財源

(新)
園芸作物の施設化推 6，817 。6，817 6，817 
進事業

トータノレコスト 8，365千円(前年度 0千円) [正職員 0.2人]

主な業務内容 検討会開催、県外調査、事業推進

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

日照が少なく、冬場の積雪の多い本県において園芸作物の有利販売や安定生産を進めるために
は産地の施設化が必要であり、出荷前進化、高齢化に対応した軽量品目の導入、雇用を活用した周
年栽培等を進めることが産地の活力増進につながると考えられる。

しかしながら、建設コストが年々高騰し、施設化の推進を大きく阻んでいるため、県内外のハウス施
設を調査研究しながら、低コスト化を検討することにより、本県園芸産地の施設化のさらなる推進を図
る。

2 主な事業内容 (単位・千円)

項 目 内 ?eコ，ー 事業費 補助率

低コストハウス研究会の 。鶴男A、農長者家代表(すいか農家等)、
設置及び県外先進事 県内施工業 、鳥取大学、関係市町 337 県10/10
例調査 村、県など

0事例調査研究及び検討
(県外調査2回、検討会4回程度)

低コストモデルハウスの 0ノ研暴(レ3ハ究風カウ所会等ス)耐のを検候現討性地結を農備果家えにほた基場低づにコき設ス、置積トモ雪デ・ 6，480 県10/10
設置

fi 計 6，817 

事業実施年度 平成26年度

3 これまでの取組状況、改善点

[現状・背景]
(1) 国の「農業・農村の所得倍増」の動きに対応して、平成25年9月に「鳥取県農業活力増進研究会」

を立ち上げ、今後の本県農業の展開方向を検希望討がした。農家の聞き取り調査の結果、パイプハウスの
導入等施設化と年間雇用を活用した経営の希 多かった。

(2) 県は、平成23年に県単独事業でパイプハウスの導入を支援する等、施設化を継続して推進して
いるが、、パイプハウスの価格は年々上昇しており、農家からは補助事業を活用しでもメリットを感じら
れないとの声があり、設置コストの低減が求められている。

(3) 梨の網掛け施設については、平成25年に低コスト化を検討し、関東方式の網掛けを導入すること

で設置コストの低減に目処がついたところであり、パイプハウスについても県外事例を含めて価格や
構造の検討が必要である。

[期待される効果]

(1) 施設化が推進され、ストックやほうれん、そラ等の後作によるパイプハウスの高度利用により、農業
所得の拡大と新たな担い手の確保が期待される。

(2) 天候に左右されにくい環境で年間雇用等を活用した企業的な農業経営の展開が可能となる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比 較
財 源

国庫支出金 起債

生産振興課(内線:7272) 
(単位:千円)

内訳
備考

その他一般財源

魅力ある中山間特産物 13，606 10，000 3，606 13，606 
等育成支援事業

トータノレコスト 21，345千円(前年度 17，944千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 事業推進、補助金事務、要望とりまとめ、執行管理

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

中山間地域では、農家の高齢化や人口減少、小規模で急傾斜な農地条件により、耕作意欲の減

退物ともの、に耕導、作入中放や山棄、間特地地産の域品増のの加活開が性発顕化を著と行農でい地あなるのが。保こら全の、を兼た目め業指、農す地家。域、ぐるみで地域の特色を活かした魅力ある特産す。 定年帰農者など新たな担い手の育成を図ると

2 主な事業内容

項 目 内 令$

'事業主体 JA、集落、生産組織、市町が認める農業者等

対象地域 「鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例」で規定する中山間地域

補助対象 壁義鴻襲?民議喜界銭程法男智占?くり(ハード、ソフ札加工品等特

補 助 率 県1/3 市町 1/6
r 耕作放棄地を再生利用した場合め補助率・県1/2、市町1/6 、

※農地所有者自らが耕作放棄地を再生して特産物を栽培する場合など、、
国事業の対象とならないものが該当

採択要件 .・農参取3年入組業後者が生の地産の生額増域産加活の目性等増標化加にをつに、作耕な寄成作が与す面るするこ積ることと(と農認(果地め樹のられ保のる場全こ合をと含はむ5年)の後増)加又は新たな農業

補助上限 ※1事最業大当2たり聞ソのフ事トl業，0実00施千を円可、ハーとすド3る，0∞千年度円
年 能 (単 ごとに交付申請し上限は同じ)。

予 算 額 13，606千円

事業実施年度 平成25~27年度

3 これまで。の取組状況、改善点
(1) 県内の中山間地域では、耕作放棄地解消を含めた営農対策として、集落やグループが協力して
特産物を試作、面積拡大するとともに、加工品を開発して付加価値向上に取り組む動きがみられ、地
域に活力が生まれている。

(2) 平成25年度はアスパラガス、白ねぎ、柿、トマト、薬菜類等新規の取り組みに必要なパイlプハウス、

機械設備、苗木、種苗、活販用路し拡た大白品に目必の要導な入資や林パ等イへプのハ支ウ援スを行った。平成26年度は栗(ぼろたん)、
桑の業等耕作放棄地を 、機械設備等浴要望されており、要望額
も増加している。

(3) 中山間特産物及び事業の要件等の要望に関する現地聞き取りを実施した結果、永年性作物の取
組や、経営発展のための段階的支援が求められていることから、 2年間の事業実施を可能とする等、
農業者等の実情に合わせて活用しやすい制度に改正する。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

生産振興課(内線:7282) 
(単位:千円)

内 言R
備考

その他 一般財源

野菜価格安定対策事業 23，558 20，292 3，266 23，558 

トーク/レコスト 32，071千円(前年度 29，030千円)[正職員:1.1人]

主な業務内容
野菜価格安定制度に係運る補助金交付事務、産地指定に関する固との協議・
調整及び関係団体の 営指導

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

野菜価格が著しく低下した場合に、生産者の経営に及ぼす影響を緩和するため、生産者に対し価格

差補給金を交付するための資金造成を助成する。

2 主な事業肉容

(単位・千円)

区 分 主な品目 事業主体 事業費 予算額 資金造成負担割合

及び補助率

指定野菜価格安 キャベツ、ねぎ、夏 (独)農畜産業 国 60/100、65/1∞
定対策事業 だいこん、ほうれん 振興機構 29，566 。県 20/100、17.5/100

そう、にんじん (※) ]Aグループ

20/100、17.5/100

特定野菜等供給 ブロツコリー、らっ (一財)鳥取県 国 10/30、20/40

産地育成価格差 きょう、夏ねぎ、夏 野菜価格安定 22，820 。県 10/30、10/40

補給事業 秋トマト 基金協会 (※) 市町村 3/30、3/40

]Aグ/'-'-7'7/30、7/40

鳥取県ブランド野 ねぎ、夏秋トマト、 (一財)鳥取県 県 50/100

菜価格安定対策 夏秋キャベツ 野菜価格安定 47，175 23，558 市町村 15/1∞
事業 基金協会 ]Aグ/'-'-7'35/100 

l口h 言十 99，561 23，558 

※指定野菜価格安定対策事業及び特定野菜等供給産地育成価格差補給事業については、平成25年
度の事業費実績が想定よりも少なかったこともあり、基金残高が十分に残っていることから、平成26年
度も、引き続き、造成済み資金により事業が実施可能な見通しである。

-81-
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6目 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

生産振興課(内線 7282)
(単位・千円)

内訳
備考

その他一般財源

鳥取県育成日本芝「グ 6，500 6，500 。 6，500 
リーンバードJJ による
芝生化促進事業

トータ/レコスト 11，143千円(前年度 10，472千円) [正職員:0.6人]

主な業務内容 事業推進、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 鳥(平取成県2育6年成度オ:1リ0ジOhナa)ル品種「グリーンバードJJの作付面積拡大

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

校庭緑化に適した県育成の日本芝新品種「グリーンバードJJによる校庭等の芝生化を支援し、利用促

進、面積拡大を図るとともに、現在、鳥取方式として普及している西洋芝「ティフトン」と併せて、施工場所

や、施工後の維持管理のレベルに応じて実需者が選択できる幅を広げることにより、メリットの高い校庭芝

生化を推進し、もって県芝産地の振興を図る。

2 主な事業内容

項 目 内 乍?d=

事業内 容 校庭や圏庭を県育成新品種「グリーンバードJJで芝生化する際に必要な経費

の補助

補助対象経費 1)芝生造成経費

2)維持管理用の散水並びに芝頭刈りに必要な設備の導入に要する経費

事 業 主 体 市町村、幼稚園・保育所の設置者

予 算 額 6，500千円

幼稚園・保育所・上限@1，000千円/園(所)(補助率10/10)
補 助 率 小学校上限@700円/rti

※事業主体の負担額が「鳥取方式の芝生化促進事業」を活用した場合と同程
度の支援内容となるよう事業費上限を設定

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年2月に品種登録された「グリーンパ}ドJJは、横に広がりゃすいが、草丈は短く、根量は極めて
多い。また、水切れに強く、夏の暑さに良く耐えるため、芝刈りと水やり回数が少なくて済み、維持管理
労力と経費を低く抑えることができる優良品種であるロ

-平成22~23年度の校庭芝生化モデル事業において、県内5カ所の校(園)庭においてモデル的に「グリ
ーンバードJJによる芝生化を行い、学校関係に適した品種であることが現場で実証された。

-平成25年度の事業実績は、小学校1校で施工済み、年度末までに幼稚園・保育園4園で実施予定であ

る。

-ゴルフ場、校{園)庭、公園、運動場、河川敷、屋上緑化素材として幅広く活用可能な品種であり、現在、
県内8i土による許諾生産が行われている。

-日本芝の「グリーンバードJJは、北栄町、琴浦町、大山町などの日本芝産地周辺でも芝畑への混入の
心配もなく、積極的な活用が可能である。

、
-グリーンウェイブとっとりの動きと連動し、平成25年度開催の全国都市緑化フェア会場 (6，000rti)及び、
全国植樹祭式典会場(4，300rti)，こ「グリーンバードJJを施工し、全国的にPRを行ったところであり、作付
面積拡大のため、校庭の芝生化を積極的に支援する。

， 
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6目 農作物対策費

事業名

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

生産振興課(内線:7272) 
(単位千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

花き生産強化推進事業 9，121 4，476 4，645 9，121 

トータノレコスト 19，956千円(前年度 15，598千円) [正職員:1.4人]

主な業務内容 補助金業務、事業の周知説明、研修会などの開催、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 主要花き3品目(ストッ夕、シンァッポウユリ、花壇苗)の販売高の増
(平成30年度 327百万円)

事業内容の説明

事業の目的・概要
園芸試験場で開発された新技術や夏期の高温対策のための換気扇等導入に係る経費の助成、花

き品評会や流通販売に係る研修会等の開催、需要拡大のための花育活動実施に対する支援等を行
い、本県の花きの生産振興を図る。

また、芝の頭刈りの残誼の有効活用について検討し、全国第2位の生産面積を誇る本県芝の生産
地拡大を支援する。

2 主な事業内容
(単位千円)

区分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

術花導入き・新支生援品産事新目業等技

諸入喜経に品対費君目す霊にの対る法試楊す作助る草市官官功帥官品売に要認のする経導

農ー3戸プ業以(者※上グ)ルの 16，000 8，000 1/2 

花商談き会研の修開会催・
ー会若県の霊手内開外のf催童市E話場きi糊生d産売車者賠修のと会情の級交繰 勉強

商談会、流通 県 246 246 

・販新

fとっとりの花J-児童・生徒を対象とした県産花きによる 鳥取県花き
魅力体験事業 体験学習の実施経費に対する補助 振興協議会 738 369 1/2 

花のまつり開 -県花き品評会を中心行事とした「花のt 鳥取県協議花会き 1/3 催費補助 まつりJの開催経費に対する補助 振興協 810 270 

負担金 . (ー財)日本花普及センター負担金 県 90 90 

芝カス事有業効活
-芝畑から生じ日、検協る芝討議頭経会刈費でりに1残/対3澄ずすのつる適補負正助担処) 鳥協指取議県導会者芝生用検討 理・有主効産活町用、 産連 438 146 1/3 
(県、 絡

合計 18，322 9，121 

※限られた品目でグループ化て、きない場合等は、 1戸以上の農業者も可

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年度末に県と鳥取県花き振興協議会が花き振興ヒやジョンを拡を大作を成目す指るしこてととしており、平成30年
度の目標達成に向けて花き生産者の育成、産地育成、花の消費 目 いる。
-平成23年3月に、園芸試験場は、日没後(EndOf Day)数時間にわたり電照や加温を行うEOD技術
を確立した。品質・収量向上や出荷期間短縮に有効な技術として、現場での実証試験の結果、トノレコ
ギキョウやストy夕、花壇首等で効果が確認されており、早期の普及に向けた試験的取組を拡充する。
-花き生産者は限られた品目を個々に生産・販売する場合も多く、グループでEOD技術に取り組むこと
が困難との生産者の意見を受けて、 1戸以上でも可能となるよう見直した。
-全県で年間380t程度発生する芝の頭刈りの残漬は、現在、野焼きが行われているが、適正かっ有効
な処理方法として、堆肥化に向けた検討を関係機関と連携して進める。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

鳥取県産米販売促進 。1，850 ム1，850I 
支援事業

トータルコスト 0千円(前年度 10，588千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

生産振興課(内線・7280)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

本県の基幹作物である米について、新品種導入による収量増及び品質の向上と、地域のこだわりの

米づくりによる農家の所得向上を図る。

2 事業終了の理由
米ビジョンの見直しとあわせて事業のあり方を検討し、 r，:鳥取県産きぬむすめ販売拡大支援事業」

に組み替えたため。

平成22年産米価格低下 。 109 .ム109
緊急融資利子助成事業、

トータルコスト 0千円(前年度 903千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平、農成家22の年資の金米繰価り低を下支を援受すけるて。各]Aまたは]A鳥取信連が実施した緊急融資に対する利子補給を行
い (平成22年度に実施された融資を対象とし、利子補給期間は平成25
年度まで)

2 事業終了の理由
利子助成期間を3年以内としており、平成25年度で事業年度終了のため。

6目 農作物対策費

生産振興課(内線:7414) 
(単位l千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

共同利用集出荷施設整 。51，171 ム51，171
備事業

トータノレコスト 0千円(前年度 59，909千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要
「食のみやこ鳥取県Jを推進するため、国庫補助事業を活用して共同利用集出荷施設などを整備す

る。

[想定する国庫財源]
強い農業づくり交付金等

2 事業中止の理由
平成26年度は県内で事業実施の予定がないことにより中止する。

(ただし、年度中に施設整備の要望があった場合は、補正予算等で対応する。)
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7目 肥料植物防疫費

事 業名 本年度 前年度 比較

生産振興課(内線:7415) 
(単位・千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他 般財源

(諸収入)
農薬適正使用推進事業 2，245 2，230 15 1，026 3 1，216 

トータ/レコスト 12，306手円(前年度 12，557千円) [正職員・1.3人、非常勤職員0.4人]

主な業務内容 農薬適正使用に係る関係団体との連絡調整及び現地指導、一輸出梨検疫に係
る国や関係機関との連絡調整、 7 イナー作物等に対する農薬登録拡大

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
農薬の適正使用を推進することにより、安心・安全な農産物の生産を支援する。

2 主な事業内容
(単位・千円)

区 分 事 業 内 ~ゴ，・ー 予算額

ポジティブリスト 0農薬の適正使用について周知・指導

対策事業 -ポジティブリスト制度導入に伴う農薬の基準値超過を防ぐため、 62 

(国1/2交付金) 農薬の飛散等の対策について生産農家等への情報提供・指導

0輸出梨検疫対応

輸出梨検疫対 -輸出梨生産地域審査委員会の開催
188 

策事業(単県) -輸出検疫機関との連絡調整

-シンクイムシ防除を目的とした研修会の開催

マイナー 作物
0..，.イナ一作物等に対する農薬登録拡大

(※ 1)等農薬登
-登録要望取りまとめ、関係機関との連絡調整

1，936 

録推進事業
-登録手続きについての情報開示

(国1/2交付金)
-登録に向けた薬剤jの試験・分析

(実務は農業試験場及び園芸試験場)

IPM (※2)普及 OIPM(病害虫総合管理技術)の普及推進

推進事業 -作物別の技術情報収集 59 

(国1/2交付金) -生産農家への情報提供

dロb、 計 2，245 

※1 マイナー作物圏内における年間出荷量が3万トン以下の農作物で、県内では、らっきょう、

漬け物用スイカ、むかごなどが該当

※2 IPM:抵抗性品種の導入や発生予察等を総合的に組み合わせて、病害虫や雑草を抑制

する技術体系
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生産振興課(内線 :7415)
目 H /1'-"'-...=.1"/.11"....'--"- (単位田千円

事 業名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(諾収入)

植物防疫総合対策事業 8，502 8，499 3 4，155 B 4，339 

トータノレコスト 39，458千円(前年度 41，069千円) [正職員:4.0人、非常勤職員1.2人]

主な業務内容 発生予察事業に係る現地調査、情報収集・提供、植物検疫に係る現地調査及

び現地指導、関係機関との連絡調整
戸J

工程表の政策目標(指標)
』

事業内容の説明

事業の目的・概要
ロ

精度の高い病害虫発生予察調査の実施及び情報の提供により、農産物生産者の所得向上に資
する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事 業 内 容 予算額

病営聾害虫防除所運 0病害虫防除所の運営経費
3，089 0発生予察業務に係る経費

指定病害虫(※ 1)
0指定病害虫 (10作物、 38病害虫。農林水産大臣指定)の発生予

察調査 2，777 
発生予察事業

-指定病害虫に係る病害虫調査員の設置に要する経費

重要病害虫(※2)
0県において発生が問題となる重要病害虫 (14作物、 76病害虫)

の発生予察調査 2，517 
発生予察事業

-重要病害虫に係る病害虫調査員の設置に要する経費

ミパエ類等侵 入
0圏内への侵入が特に警戒される病害虫の侵入警戒調査

-柑橘類等の重要害虫であるチチュワカイミパエ及びリンゴ、ナ
警戒調査事業

シなどの重要害虫であるコドリンガのトラップ調査

-リンゴ、ナシなどの重要病害である火傷病の現地調査(ほ場
119 

調査)

-スイカ果実汚斑細菌病の現地調査(ほ場調査)
〆仁会事、 言十 8，502 

※1 指定病害虫:重でイナネ特大シのなにのい被損赤も害害星ちをが病病与見、、ブえらナれるロシもッるのコのと黒リしとーして斑のて選病特軟定や別腐しネ病たのギ病対、のナ策害さガびを虫イ要病モすなのるど炭と圏そ園内病がにな指広ど定く各分し都た布道病し府害、農県虫作が物に
※2重要病害虫: 県内

生産振興課(内線 :7417)
7目 肥料植物防疫費 (単位千円)

事業名 |本年度 前年度 比 較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

埋設農薬安全処理対策 2，568 3，868 ム1，300 2，568 
事業

トータ/レコスト 6，438千円(前年度 6，251千円)[正職員・ 0.5人]

主な業務内容 埋設農薬の環境調査、関係団体との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

埋設農薬の未回収箇所 (18地点)周辺の環境調査を実施するとともに、市町村、 JA等と埋設
農薬の保全措置等を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

内 ，廿台・ 事業主体 予算額

現等状に要調す査る、経水費質調査(分析は外部委託) 県 2，568 
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6款農林水産業費

1項農業費

9目 農業試験場費

農林総合研究所農業試験場(電話:0857-53-0721)→事業実施.農業試験場

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内 訳 備 考

国庫支出金 起債 その他 般財源

農業試験場
(財産収入等)

管理運営費
49，497 49，440 57 363 6，999 42，135 

トータルコスト 74，262千円(前年度 80，422千円) [正職員:3.2人、非常勤職員:3.0人]

主な業務内容 農業試験場管理運営業務

工程去の政措目標(指揮) . 
事業内容の説明

農業試験場の管理運営に要する経費である。

農業試験場施設 i

整備費
1，660 5，619 ム3，959 1，660 

トータ/レコスト 2，434千円(前年度 6，413千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 農業試験場の施設整備

工程表町政費目車(指標)

事業内容の説明

(単位千円)

区分 内 ~ ・ 予算額

備品購入費 プラント用籾摺機自動計量器セット 1，660 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

9目 農業試験場費

農林総合研究所農業試験場(電話 0857-53-0721)→事業実施.農業試験場

(単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源、 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入)

試験研究費 25，786 23，919 1，867 556 1，308 23，922 

トータノレコスト 154，256千円(前年度 153，407千円) [正職員:16.6人、非常勤職員:14.0人]

主な業務内容 主要農作物に関する試験研究

県独自水稲品種の育成、本県に適した水稲品種(系統)の選定、加工適性に優れた旦類・麦

工程査の世費目標(指揮) 類等の選定、有機栽培水稲・大豆等における雑草・病害虫防除技術の開発と現地実践事例
ハ 調査・体系化実証、高品質・安定生産のための病害虫防除技術の開発、水回転作野菜の安

定栽培技術の確立、一発肥料の活用による食味向上・収量安定化技術の開発、園芸・畑作物

等を利用した水田農業の研究の新たな活性化

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県オリジナル水稲新品種の育成、消費者の求める安全・安心・高品質な農産物の生産技術の

開発、市場競争力を高める低コスト生産技術の開発、自然環境と調和した資源循環システムの開発等

に関わる試験研究に要する経費であるロ

2 主な事業内容

(単位・千円)

試験研究課題名 予算額 トークノレコスト

水稲新品種育成試験 1，614 7，805 

奨励品種等選定試験 1，762 11，049 

新品種栽培マニュアノレ策定試験 1，437 13，046 

主要農作物原採種事業 3，148 17，078 

「ゅうきの玉手箱(弐の重)J技術確立すチャレンジ編 2，660 17，364 

t新別途)有再機掲栽]培「トレジャー技術jを協働で発掘・解析・検証拡大する事業
2，053 14，435 

水稲・麦・大旦の病害虫防除技術の確立 1，776 12，611 

新農薬の適用に関する試験 470 3，566 

水稲大旦等新除草剤適用性試験 680 4，550 

気候温暖化に対応した水稲・大豆基幹品種の品質等向上試験 1，080 7，271 

水回転作野菜の安定栽培技術の確立 1，709 13，318 

耕作放棄地解消に向けた復固化及び畦畔管理技術の確立 939 11，774 

安定した収量と食味向上のための水稲省カ施肥技術の確立 1，577 9，316 

(新)水回転換畑における自給飼料の安定生産技術の確立[別途再掲] 3，787 7，657 

土壌保全対策技術確立事業 1，094 3，416 

(終)水環境を守る肥料の低投入・低流出稲作技術の開発 。
(終)有機栽培「技術の原石jトレジャーハント!検証・解析する事業 。

計15課題(終了2課題) 25，786 154，256 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

9目 農業試験場費

農林総合研究所農業試験場(電話:0857-53-0721)→事業実施:農業試験場

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
金 起債 その他 般財源

(新)

有機栽培「トレジャ (2，053) (0) (2，053) (2，053) 
一技術」を協働で

発掘・解析・検証 e 

拡大する事業

トータノレコスト (14，435千円 (前年度 0千円) [正職員:1.6人、非常勤職員:1.0人J)

工程表の政策目標(指担割
有機栽培水稲・大豆における雑草・病害虫防除技術の開発と現地実践事例調査・体系化

実証

事業内容の説明

事業の目的・概要

有機栽培技術の確立、有機栽培の普及に資するため、県内の有機栽培農家の実態を調査・検証し、現

在までに得られた技術を実証展示して広く農業者に紹介するとともに、有機栽培実践者の支援を行う。

また、現地事例の技術的な解析カが高まり円滑に進められるよう、これらの取組を県内有機農家のネット

ワークや県内外の研究機関との連携・協働によって推進する。

(事業予定期間.平成26年度~(終期設定無し))

2 主な事業内容

(1)有機栽培現地実践ほ場の調査・検証

(2)体系化した開発技術の現地実証

(3)有機農産物として水回転作での取り組みが可能な新規有望作物の掘り起こし

(4)鳥取県有機栽培実践者技術研究会(仮称)との連携

(新)

水回転換畑におけ (3，787) (0) (3，787) (3，787) 
る自給飼料の安定

生産技術の確立

トータノレコスト (7，657千円 (前年度 0千円) [正職員:0.5人、非常勤職員:1.7人J)

工程表白政策目標(指欄 園芸・畑作物等を利用した水田農業の研究の新たな活性化

事業内容の説明

事業の目的・概要

水回転換畑における飼料作において、技術的険路とされる、施肥改善および排水対策、作業の効率化

等(平成25年度鳥取県自給飼料場産行動計画)について、試験研究を行う。

なお、品種の選定、飼料としての品質評価等については畜産試験場と連携し、飼料用ダイズ栽培につい

ては、研究が先行する独立行政法人東北農業研究センターと密接な情報交換に努める。

(事業予定期間:平成26~29年度)

2 主な事業内容

(1)飼料用ダイズ栽培技術の確立

(2)飼料用トウモロコシの高位安定生産技術の確立
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

9目 農業試験場費

農林総合研究所農業試験場(電話:0857-53-0721)→事業実施農業試験場

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 i 内 訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

身近な農業試験場
644 644 。 644 

推進事業

トータノレコスト 9，157千円(前年度 9，382千円) [正職員1.1人]

主な業務内容 試験研究成果及び開発中の技術等の情報提供

工程表町政軍目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農業者、実需者等の要望を直接聞き、その要望を農業試験場の試験研究課題の設定や研究推

進の参考とするとともに、得られた研究成果の速やかな普及を図るため、試験研究成果及び開発中

の技術等の情報提供を行う。

2 主な事業内容

区 分 事 業 内 4白ゴ昼r・ー

意見交換会・成果 0農業者・実需者等と意見交換を行い、研究への意見・要望を把握する。

発表会の開催 0農業者等を対象に研究成果発表会を開催する。

0成果情報カードを作成し、成果発表会等の研究紹介の機会に活用する。

農業試験場の一般 0農業試験場公開セミナーを開催し、農業者を中心とした県民に研究成果

公開 や業務内容等の農業経営の参考となる情報を提供する。

農業試験場ホーム 0取組中の研究課題や研究成果等を紹介する。

ベージ等の充実 0農業試験場の業務内容のみならず、稲作技術等関連情報を掲載しホーム

ページを充実させる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

農林総合研究所園芸試験場(電話:0858-37-4211)→事業実施園芸試験場

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財 源、 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

園芸試験場
(財産収入等)

管理運営費
106，925 99，136 7，789 948 19，748 86，229 

ト}タノレコスト 127，820千円(前年度 120，585千円)[正職員:2.7人、非常勤職員1.0人]

主な業務内容 園芸試験場の管理運営業務

工程表的政措目軍[指揮)

事業内容の説明

園芸試験場の管理運営に要する経費である。

園芸試験場

施設整備費
4，302 12，832 ム8，530 4，302 

トータノレコスト 6，624千円(前年度 15，215千円)[正職員:0.3人]

主な業務内容 園芸試験場の施設整備

工程表町陸軍目~(指揮)

事業内容の説明
(単位・千円)

区分 内 容 予算額

備品購入費
赤外線温度器計、ケルダーノレ窒素蒸留装置、動力運搬車、芝転圧ローラー、

4;289 
ェジジン付き小型芝刈り機、ネギ用管理機、日射制御型拍動自動かん水装置

園芸試験場
バイオテクノロジー 1，610 1，610 。 1，610 

管理運営費

トータノレコスト 2，384千円(前年度 2，404千円)[正職員 0.1人]

主な業務内容 バイオテクノロジー研究施設に関する管理運営業務

工程表町政措目標(指標)

事業内容の説明

バイオテクノロジー研究施設に関する管理運営に要する経費である。

園芸試験場
パイオテクノロジー 165 
施設整備費

992 ム827 165 

トータ/レコスト 939千円(前年度 1，786千円)[正職員:日目l人]

主な業務内容 バイオテクノロジー研究施設の施設整備

工程表的世車問(指揮)

事業内容の説明
(単位:千円)

H廿， 予算額

165 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

事業名 本年度

農林総合研究所園芸試験場(電話 0858-37-4211)→事業実施:園芸試験場

(単位:千円)

前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

試験研究費 43，710 43，649 61 1，640 (諸収5，入43)8 
36，632 

トータノレコスト 296，777千円(前年度 324，864千円)[正職員:32.7人、非常勤職員:36.2人]

主な業務内容 園芸試験場の試験研究

工程表旧政措自標(指標) 童付書p堕加常識:す離霊碑国25臨防時理時君事出官叫泣堅き持同号

事業内容の説明

事業の目的・概要

特徴ある鳥費取オリジナル品種の育成、付加価値の高い園芸作物生産技術の開発等に関わる試験研究
に要する経である。

2 主な事業内容 (単位:千円)

試験研究課題名 予算額 ト タルペコスト

(新)有機・特別栽培を可能にする病害虫管理体系の構築 3，280 16，436 
「食のみやこ」を支える多様な野菜品目の生産安定技術の確立 1，032 14，188 
新農薬適用試験 5，238 16，847 
(新)梨作り新時代を拓く新品種の特性解明による高品質果実生産技術の確立 3，762 27，753 
(新)鳥取のナシ産地再生に向けた画期的栽培技術の確立[別途再掲] 1，504 20，852 
(新)ナシの気候変動に対する適応技術の確立 2，258 22，379 
鳥取スイカのブランド強化に必須となる安定出荷技術の確立 1，420 11，481 
(新)黒ボク畑地域の野菜供給量拡大と高品質生産技術の確立 1，224 10，511 
(新)簡易・迅速土壌診断による野菜の適正施肥技術の確立 1，005 10，292 
気象変動に左右されない花き類の高品質化技術の開発 1，433 7，624 
EOD反応を活用した花き類の鳥取型栽培技術の確立 2，882 10，621 
市場競争力のある鳥取オンリーワン園芸新品種の育成 1，333 6，750 

(別新途)露再地掲を1有効利用する花きとシパの省力・高付加価値栽培法の確立
1，220 7，411 

園芸産地を守る難防除病害虫防除技術の確立 2，252 18，504 
多チャネノレ販売に対応した'ねばりつ娘'等生産技術の確立 2，994 13，829 
他県産地に打ち勝つブドウ生産に向けた高度栽培法の確立 2，100 12，161 
(新)日本一の砂丘ラッキョワ産地にふさわしい21世紀型栽培技術の確立 3，000 11，513 
人・未来環境にやさしい白ネギ生産技術の確立 892 11，727 
地球混暖化に対応した白ネギ安定生産技術の確立 1，091 11，926 
(新)r輝太郎」から始まる鳥取カキシリ ズの安定生産技術の確立 1，280 9，019 
(新)作柄安定及び作期拡大による儲かる中山間地農業技術の確立 2，510 24，953 
(終)全日本花井品種審査会(パンジ ・ピオラ)受託事業 。
(終)気温上昇対策と施肥削減による黒ボク畑特産野菜の生産安定技術の確立 。
(終)rなつひめJ等青ナシオリジナル品種の栽培技術の確立 。
(終)r新甘泉」等赤ナシ新品種の省力安定栽培技術の確立 。
(終)未利用農地等を有効利用する花き類の(露地)栽培技術の開発 。

ーー

(終)中山間地基幹品目及び土地利用型野菜の栽培法確立 。
(終)人と農にやさしい低コスト型フツキョワ生産技術の確立 。
(終)消費者・生産者が求めるカキの革新的栽培方法の確立 。
(終)有機・特別栽培拡大に必須の病害虫防除技術確立 。

合計21課題(終了9課題) 43，710 296，777 
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平成~ 6年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

農林総合研究所園芸試験場(電話:0858-37-4211)→事業実施園芸試験場

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

期立地(新的再)栽鳥生培取に技の向!術ナけたのシ確産画 (1，504) (0) (1，504) (1，504) 

トータ/レコスト (20，852千円 (前年度 0千円) [正職員 2.5人、非常勤職員 3.6人J)

工程表河口政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県が育成した「新甘泉Jrなつひめ」等ナシ新品種のジョイント仕立て栽培技術及び自家和合性品種

の特性を活かした省カ栽培技術の確立を行う。

2 主な事業内容

(1)鳥取県育成ナ、ン新品種のジョイント仕立て栽培技術を確立する。

-苗木の育成方法の検討

-着呆管理法およびせん定方法の検討

(2)自家和合性品種の特性を活用した省力栽培体系を確立する。

-混植栽培による人工受粉の省力栽培体系の確立

-除芽などによる摘果労力の省力技術の確立

値用の(新省栽す)培露力る法t花・:高のをき付有開と効加発シ利価パ (1，220) (0) (1，220) (1，220) 

トータノレコスト (7，411千円 (前年度 0千円) [正職員:0.8人、非常勤職員 0.8人J)

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

露地花きとシパにおける省力で、付加価値の高い栽培法を開発する。露地花きは、これまでの試験結果

からシンテッポウユリとツノレウメモドキ等の実付き枝物に関する試験に絞り込み、栽培技術の確立を図る。シ

パは生理障害が多発するなど問題を抱えていることから、簡易にできる品質向上法などを検討する。

2 主な事業内容

(1)シンテッポウユリの品種・定植日・苗冷蔵などを組み合わせて、盆から彼岸に連続出荷する方法を検討

する。

(2)果樹棚などを利用した実付き校物の高付加価値誘引法や、省力出荷調整法を検討する。

(3)芝生の小穴あけと改良材散布が、根などの生育に及ぼす影響を明らかにする。

(4)鳥取県が育成したノシパ「グリーンバードJJの砂土における生育特性を明らかにする。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

農林総合研究所園芸試験場(電話:0858-37-4211)→事業実施:園芸試験場

(単位.千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

バイオテクノロジー
8，154 8，218 ム64 8，154 

試験研究費

トータノレコスト 48，397千円(前年度 49，527千円)[正職員・5.2人、非常勤職員・3.0人]

主な業務内 容 バイオテクノロジーに関する試験研究

工程去の世費目1'-{指揮) 特徴ある鳥取オリジナル品種の育成

事業内容の説明

事業の目的・概要

バイオテクノロジーによる特徴ある鳥取オリジナル品種の育成に関する試験研究に要する経費である。

2 主な事業内容
(単位:千円)

試験研究課題名 予算額 トータノレコスト

パイテクによるナシ新品種シリーズの育成 3，500 19，752 

パイテタによるナガイモおよびフツキョウ新品種の育成 3，257 18，735 

パイテクによる花きニューアイテムの開発 1，397 9，910 

合計3課題 8，154 48，397 

園芸試験場ふれあい 1，097 1，097 。 1，097 
セミナー

トータノレコスト 6，514千円 (前年度 6，658千円) [正職員:0.7人、非常勤職員:0.3人]

主 な業務内容 園芸試験場の試験研究成果及び実施状況を広く県民に公開するためのセミナー開催

工程表町政措目標 l指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

2品

園芸試験場の試験研究成果及び実施状況を広く県民に公開するためのセミナー開催に要する経費

である。

2 主な事業内容

区 分 事 業 内 ~乞切1・

試験場公開セミナー 主要研究成果の発表、試食、実演、技術指導、試験ほ場案内

課題別セミナー
課題別に作物の生育状況に合わせて実施

試験研究ほ場での視察実演・試食と座学を組み合わせ理解を深める

農作物体験セミナー
小・中学生を対象に農作業体験と試食を中心に農業に親しむ機会を

提供する (6~9月)
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6款農林水産業費

2項畜産業費

1目 畜産総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線 7333)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考|
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(手数料)

職員人件費 603，253 617，730 ム14，477 707 602，546 

事業内容の説明 ， 

畜産関係職員87名の人件費である。

音産課管理運営費 15，064 15，117 ム53 15，064 

トータノレコスト 26，673千円(前年度 27，033千円)[正職員:1.5人]

主な業務 内容 関係機関等協議・連絡調整業務、事業に該当uよい管理運営業務

工程表の政策目標(指協

事業内容の説明

事業の目的・概要

畜産関係機関との連絡調整業務等の畜産課実施の事業を円滑に行うための諸経費である。

2 主な事業内容

-畜産関係機関との連絡調整

-畜産関係公益法人への指導、連絡調整

-畜産専門研修参加 など

畜産課(内線:7290) 

1目 畜産総務費 (単位:千円)、

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

家畜商・家畜人工授精
(手数料)

師等免許関係事業
202 202 。 202 

トータノレコスト 7，941千円(前年度 8，146千円) [正職員1.0人]

主な業務内 容 家畜人工授精講習会の開催、家蛮人工授精師及ひ濠畜取引に関する免許交付・書換交付事著書

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

家畜人工授精師及び家畜取引に関する免許申請交付、家畜人工授精講習会及び家畜商講習会を開催し、畜

産業を志す人材の育成、確保を行う。

2 主な事業内容

(1)家畜人工授精及び家畜体内受精卵移植講習会の開催(根拠法令:家畜改良増殖法)

(2)家音商講習会の開催(根拠法令.家畜商法)

(3)家畜人工授精師免許証の交付、及び書換交付業務(根拠法令:家畜改良増殖法)

(4)家畜取引に関する免許証の交付業務(根拠法令:家畜商法)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

1目 畜産総務費

畜産課(内線:7831) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

畜産業振興事業事務
E呈託事業収入等)

受託事業
3，824 3，825 ム1 3，585 239 

トータノレコスト 11，563千円(前年度 11，769千円)[正職員1.0人、非常勤職員1.0人]

主な業務内容 受託団体から受託した関係団体指導・監督、周知説明、申請書等受理・審査・送付

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
独立行政法人農畜産業振興機構等が行う補助事業を適正に実施するための指導・監督に必要な事務等を受託

する。

2 主な事業内容
以下の6事業の適正実施に係る、指導・監督及び書類の伝達・経由等を行う。

(単位:千円)

員JιZ 託 元 1 団 体 事務受託事業名 予算額

独立行政法人農畜産業振興機構 畜産業振興事業 1，536 

肉用子牛生産者補給交付金等交付事業 1，027 

学校給食用牛乳供給事業 404 

加工原料乳生産者補給交付金交付事業 323 

財団法人畜産環境整備機構 畜産高度化支援リース事業 182 

地方競馬全国協会 畜産振興補助事業 105 

県負担(非常勤職員共済費) ， 247 

dロh 計 3，824 

家畜生産・出荷調査事
(手数料)

業
475 475 。 36 439 

トータノレコスト 2，023千円(前年度 2，064千円)[正職員:0.2人J
主な業務内 容 家畜の生産・出荷動向等調査の実施、蜜蜂転飼調整会議の開催及び転飼許可等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

肉用牛、肉豚、鶏卵、ブロイラー、地鶏、蜂蜜等の安定的な生産・供給による畜産振興を図るため、生産・出荷動

向等の調査や、蜜蜂の転飼調整会議等を実絡する。

2 主な事業内容

-肉用牛、豚、鶏、蜜蜂に関する調査の実施

-蜜蜂の転飼調整会議の開催及ひ程飼許可業務

-花粉交配用蜜蜂の安定需給に係る調査等
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1目 畜産総務費

事 業 名

畜産農家環境保全指

導事業

トーク/レコスト

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

831 831 。
10，118千円(前年度 10，364千円) [正職員:1.2人]

高産課(内線:7287) 

(単位:千円)

内訳
備 考

その他一般財源

831 

主な業務内容 排せっ物処理の苦情相談対応、検討会開催、法定立入検査・指導・助百・勧告・命令

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

「家畜排せっ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づき、家畜排せつ物の適正管理につい

て指導するとともに、家畜排せっ物の利用促進を図る。

2 主な事業内容

(1)家畜排せっ物の適正管理に係る指導、助言、勧告、命令等

(2)畜産農家における水質・臭気の測定検査及び指導

(:3)協議会の開催、畜産環境アドバイザー研修等への参加

法律による規制対象となる経営規模(平成25年12月1日現在)

畜穫 規制 対 象 対象農場数

牛 10頭以上 327 

豚 100頭以上 34 

鶏 2，000羽以上 72 

合計 433 

、¥ 
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6款農林水産業費
2項 l畜産業費

2目 畜産振興費

事 業 名

肉用牛肥育経営安定

対策事業

トータノレコスト

主な業務内 容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

67，970 67;910 60 

68，744千円(前年度 68，704千円) [正職員:0.1人]

制度設計、周知説明、補助金交付事務

内

その他

畜産課(内線:7290) 

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

67，970 

誤審議野崎幣謀議長撤鷲による「和牛王国鳥取」の復活

肥育牛の枝肉価格が低落した場合に、生産者に補てん金を交付して所得を確保するため、基金造成に必要な
生産者積立金の一部を助成する。

2 主な事業内容

区分
積立金単価 県補助単価② 加入見込頭数 予算額

補助率 事業期間及び事業主体
① ①x1/12 ③ ②×③ 

肉専用種 72，000円 6，0∞円 3，600頭 21，600千円
国 3/4

事業期間:

県 1/12
平成25~27年度

交雑種 120，000円 10，000円 1，4∞頭 14，000千円
生産者等

事業主体:

1/6 
(公社)鳥取県畜産推進機

乳用種 100，000円 8，300円 3，9∞頭 32，370千円 構

合計 8，9∞頭 67，970千円

肉用子牛価格安定事業 9，624 11，401 ム1，777 9，624 

トータ/レコスト 10，398千円(前年度 12，195千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 制度設計、周知説明、補助金交付事務 、

工程表の政策目標(指標)
子(子牛牛生生産産頭頭数数・肉:4牛，00出0頭荷、i肉数牛の出増荷加頭や数高民価0格0口販頭売)による「和牛王国鳥取」の復活

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

肉用子牛の取引価格が低落した場合に補給金を交付して生産者の所得を確保するため、基金造成に必要な生

産者積立金の一部を助成する。

2 主な事業内容

区分
積立金単価 県補助単価② 加入見込頭数 予算額

補助率 事業期間及び事業主体
① ①x1/4 ③ ②×③ 

黒毛和種 2，200円 550円 2，400頭 1，320千円 事業期間ー

平成22~26年度

交雑種 5，0∞円 1，250円 2，30口頭 2，875千円 国 1/2 事業主体

県 1/4 (公社).鳥取県高産推進機

乳用種 12，700円 3，175円 1，700頭 5，398千円 生産者 構

1/4 

その他の
24，400円 6，100円 5頭 31千円

肉専用種

合計 6，405頭 9，624千円
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2目 畜産振興費

事 業 名

肉豚経営安定対策事

業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標館協

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線:7831) 

(単位:千円)

本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

43，290 27，960 15，330 43，290 

44，838千円(前年度 29，549千円)[正職員:0.2人]

補助金交付事務、補助金支出先団体との連絡調整など

肉豚枝肉価格が低務した場合に、生産者に補填金を交付して所得を確保するため、基金造成に必要な生産者積

立金の一部を助成する。

2 主な事業内容

積立金単価 県補助単価② 加入見込頭数 予算額 補助率 事業実施期間

① ①X1/6 ③ ②×③ 及び事業実施主体

国1/2 【事業実施期間]

2，000円/頭 333円/頭 130，000頭 43，290千円 県1/6 平成幻~28年度

生産者 [事業実施主体]

1/3 (独)農畜産業振興機構

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

畜産関係資金対策事
20 25 ム5 20 

業

トータノレコスト 794千円(前年度 25千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

畜産関係資金に関する畜産農家の経営維持安定支援と、農業信用基金協会の債務保証の弁済に伴う損失のー

部補填を行う。

2 主な事業内容

事業名 事業主体 内容 予算額 事業実施期間

高病原性烏イン 養鶏農家 資金借利子入相れ当に額対する 20千円 平成お~29年度
フノレエンザ緊急 年間利子相額

対策利子補給事 補助率(10/10)

業
ー-------------------・・品『一・・・・・-・・・・・ーーー・・・--------ー・・ーー晶画幽"ー『胃胃----ーー・・・・・--胃『明・・・・-----_

債務保証円滑化 鳥取県農業信 代位弁済が発生した 債務負担行為 平成19~31年度
事業 用基金協会 場合に対応 平成19年設定済
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

畜産課(内線 7288)
(単位:千円)

事 業 名 本 年 度 前年度 比較
財源内訳

備 考
国庫支出金起債その他 一般財源

(新)畜舎環境改善猛
1，595 。 1，595 1，595 暑対策支援事業

トータノレコスト 7，012千円(前年度 0円)[正職員 0.7人]

主な業務内 容 事業の申請報告審査、指導・調整、実績確認・支払業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
猛暑時の家畜の生産性の低下を防止するため、暑熱対策による畜舎環境改善に取り組む農家に支援を行う。

2 主な事業内容

区 分 事業主体 予算額 補助率

猛暑対策器具の整備費補 肉用牛農家、養豚農家 1，595千円 県1/3以内
助

〔効果7
0暑熱対策を行うことで夏季の生産性低下(繁殖成績低下、体重減小)を防ぐ。
0暑熱対策により、夏季に発生している家畜の廃用や死亡の被害を防ぐ。
0畜舎内環境を改善することで畜産農家副知直な状態で作業を行うことができ、作業効率が向上する。

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

鳥取地どりブランド生産
2，980 192 2，788 2，980 

拡大支援事業

トータノレコスト 4，528千円(前年度1，781千円)[正職員:0.2人]

主な業務内容 地どりの生産拡大に関する協議、補助金事務

工程表の政策目標(指標)鳥取地どり生産羽数増

事業内容の説明

事業の目的・概要
r，鳥取地どりJ(以下、地どり)を県のブランド品として定着させるため、地どりの生産等に必要な施設及び生産性向

上等に資する機械の整備に対し支援する。

2 主な事業内容

区 分 事業主体 予算額 補助率

生産施設等の整備費補助 地どりを生産する者 2，980千円 県1/3以内
又は生産を開始する者

3 これまでの取組状況、改善点

平成23E入年の度支の援生を産行実っ績たはこ4と者にでよ約り、6平，70成032耳5で年あ度っはた生が産、者本は事5業者をと活な用り、し生鶏産舎羽の数新も・増築や生産性向上のための機
械等の導 約15，000羽まで増加した。平成

26年度には20，000羽を生産目標にブランド化を進めていく。
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2目 畜産振興費

事 業 名

(新)ブランド豚生産拡

大支援事業

トークノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

750 。 750 

2，298千円(前年度 0千円) [正職員 0.2人]

ブランド豚の生産拡大に関する協議、補助金事務

内

その他

畜産課(内線:7831)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

750 

1 事業の目的生・概産要拡大
ブランド豚の のため、新たに種豚導入を行う生産者や規模拡大を実施する生産者に対して支援を行う。

2 主な事業内容

区分 事業内容 事業 主体 補助割合 予算額

種豚導入助成 ブランド豚の生産のため、種豚 畜産農家等 県1/2 450千円

導入経費の一部を助成

精液導入助成 ブランド豚生産に利用する精液 350千円

導入に係る経費への助成

合計 750千円

3 これまでの取組状況、改善点

生産者が中心となって平成22年度に「鳥取県産ブランド豚振興会Jが発足され、大山ノレピーの生産・販売を行つ

ている。振興会の会員は平成25年12月末時点で生産者6戸、卸売業者5件。販売量は年々増加し、供給が追いつ

かない時期もあるなど増産が必要となっている。今後は、生産者が目標としている生産頭数1，00口頭を目標に、プラン

ドの定着を図る。
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2目 苔産振興費

事 業 名

(新)

事とっ業とりdeミート開催支援

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源
本 年 度 前年度 比較

国庫支出金 起債

4，000 。4，000 

7，870千円(前年度 0千円)[正職員:0.5人]

開催手伝、関係団体調控室、調査、補助金交付事務

内

その他

音産課(内線:7290) 
， (単位:千円)

訳

一般財源
備 考

4，000 

「鳥取和牛オレイン55J平成35年度生産目標:1，000頭、「鳥取地どりピヨj平成26年度生産
目標:20，000羽、「大山ルビー」平成26年度生産目標:1，00口頭

県内外の消費者に鳥取県の畜産をPRし‘「肉」に対凶白すさるせ理る解ことをを深Eめていただくとともに、他県生産者と意見交換
や交流をすることにより、鳥取県を「肉J産地として活性イ とを目的として当イベントを開催する。

2 主な事業内容
(1)所要経費 (単位:千円)

区分 事業内容 開催場所(予定) 予算額

シ〉付fジウム 知のパ事ネ、ル県デ内ィ生ス産カ者ッシ、ョ県ン外等生産者と とりぎん文化会館(鳥取市尚徳町)

4，000 

飲食しながら語り合うプログラム 鳥取市内飲食庖

消費者参加型イベント

「肉」に関連した料理の販売・提供 わったいな(鳥取市賀露町)
等 ノ〈ードハット(鳥取市駅前)他

(2)開催時期 r 

平成26年11月中旬

(3)事業主体

(4) 
実補行助委率員会(鳥取商工会議所青年部と(公社)鳥取青年会議所のメンバー、流通業者、販売業者、県等で構成)

定額

3 これまでの取組状況、改善点
生産者や流通業者の多くは、首都圏や関西圏への販路拡大だけでなく、多くの観光客に来県してもらい、肉を消

費してもらうことによる生産拡大や流通拡大を希望してい否。そのため、鳥取に来ればおいしい「肉」が食べられると
いう基礎をつくり、また食べに来たいと思わせる仕掛づくりをすることで、県内畜産の活性化を図る必要がある。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費
畜産課(内線 7290)

(単位.千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

(新)畜産物消費拡大 (14，818) (14，818) (8，818) (6，00ω 
チャレンジ支援事業 6，000 。6，000 6，000 

トータノレコスト 8，322千円(前年度 0千円)[正職員 0.3人]

主な業務 内容 補助金交付事務、事業関係調整、調査

工程表の政策目標(指標) 「鳥取和牛オレイン55J平成35年度生産目標・1，000頭、「鳥取地どりピヨ」平成26年度生産
目標:20，000羽、「大山ルビー」平成26年度生産目標 1，000頭

※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

事業の目的・概要
県産畜産物のブランド化を推進する流通業者が県内外で行う販路拡大活動や、ブランド畜産物の流通過程が適

切かどうかを確認する取組に係る経費を助成することで、県内畜産物の取扱量及び生産量を繕加させる。

2 主な事業内容
(1)所要経費

(i樹立:千円

区 分 事業内 容 事業主体 予算額

販路拡大対策
県内に本に必社要がなあ経る流費通の一業部者をに定対額し助て成販

県内畜産物流通業者 6，000 
路拡大
する

プフンドアドパイザ 畜産物ブランドの管理や検証等を行う人 鳥取県牛肉販売協議(牛肉)、 (8，818) 
対策 材育成を委託する (公社)鳥取県畜産推進機構(豚肉

他)

※( )書きの金額は商工労働部の緊急雇用創出事業で対応する。

(2)事業実施期間平成26~28年度 (3年間)

3 食これ肉までの取は、組生状産況者、か改ら善直点接消。の流通 費者への販売がてをる青果物や魚介類など他の生鮮食料品とは大きく異なり、

法的に「と畜→枝肉製造→部分肉製造→精肉製造Jという段階を経なければ食品として流通できないため、生産

主消費が直結しないという問題があり、生産振興や消費者へのPR等の取組だけでは、ブランドの浸透や流通拡大

が困難な状況となっている。

0そこで、平成25年度に緊急雇用創出事業を活用して、流通業者が自ら企画して販路拡大する事業を実施し、関

西国、首都圏での鳥取和牛取扱庄が10月末現在で64庖舗増加し、大山ノレピーの販売頭数の増加に成功したの

で、引き続き流通業者に対する支援を実施する。

平成24年度実績大山ノレピーの供給過剰(150頭分)

平成25年12月末現在大山ノレピーの供給不足(30頭分)

0さらに、平成25年度に問題となった一流ホテノレ等による食材偽装を受けて、消費者のブランド畜産物に対する不

信感を取り除き、安心して食べていただくために、団体による畜産物のブランド確認、の体制を強化する。

‘ 
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2目 畜産振興費

事 業名 l本年度 l前年度 l比較

(新)
県産牛肉付加価値アッ

プ事業

9，049 。 9，049 

畜産課(内線:7290) 

(単位:千円)
--，-ーーーーー「

財源内訳 l備考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

9，049 

トータルコ ス ト 111，371千円(前年度 0千円)[正職員:0.3人]

主な業務内容|補助金交付事務、事業調整業務

工程表の政策目標(指標)1 一

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取県産牛肉に「熟成」という特長を付与するため、熟成技術確立のための支援を実施し、県産牛肉の販路拡大

を図る。.

2 主な事業内容

新たな熟成技術確立に向けた研究、商品開発の委託(県内事業者が豚肉等で開発した熟成技術を牛肉で実用化

させるための研究委託)

委託先:県内事業者

委託費:9，049千円

事業実施期間平成25~26年度

3 これまでの取組状況、改善点

0県内事業者が開発した酵素水処理による独自の豚肉等熟成技術(特許出願中)は、アミノ酸量の増加によって肉

の旨味が増し、肉も軟らかくなるだけでなく、熟成過程で生じる商品ロスを低減できることで注目されている。

0この技術の牛肉での確立を目的に、平成25年10月から県内業者に技術開発を委託している。県畜産試験場、

家畜保健衛生所、鳥取短期大学と連携をとりながら、平成26年秋の技術開発を目指す。
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畜産課(内線 7829)

2目 畜産振興費 (単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 財源内訳 J 備考
国庫支出金起債その他 般財源

「鳥取和牛オレイン55J
13，377 12，837 540 13，377 

ブランド向上推進事業

トータルコスト 124，212千円借官年度 22，370千円)[正職員1.4人]

主な業務内容|和牛ビジョン、ブランド化進捗管理、補助金交付事務、事業関係調整、調査

工程表の政策目標(概)I鳥取和牛オレイン55生産頭数増

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

「鳥取和牛オレイン55Jのブランド地位を向上させるため、繁殖雌牛のオレイン酸能力の改良や高能力肥育素

牛の導入、生産者の意識啓発に対する取組を支援することで、「鳥取和牛オレイン55Jの発生率を高め、増産体

制の整備を図る。また認知度向上のため、オレイン手口牛に取り組む他県と共同でPRを実施する。

2 主な事業内容

「鳥取和牛オレイン55J

生産者対策

「鳥取和牛オレイン55J

PR対策

3 これまでの取組状況、改善点

6，0∞1 6，0001定額

5，0001 5，0001定額

325 1621県1/2

or鳥取和牛オレイン55Jの認定頭数は平成23年359頭(認定割合:23目3%)、平成24年300頭(同14.4%)、平成25
年1~1l月現在263顕(同14.3引と少なく、ブ、ランド確立のためには認定頭数の増加対策が喫緊の課題となってい

る。

or鳥取和牛オレイン55Jの認定頭数を増加させるため、平成24年4月から神戸市中央卸売市場での「鳥取和牛オ

レイン55Jの認定開始やオレイン酸能力の高い繁殖雌牛とsE育素牛の県内保留推進(平成24年度、 69頭の繁殖

雌牛と75頭の肥育素牛を保留)を行った。

0平成24年9月23日に開催した長野県、大分県との3県合同全共プレイベント「オレイン和牛の饗宴Jを始め、料理

雑誌への掲載、プ、ロガーツアー等積極的なPRtこよって、「鳥取和牛オレイン55Jは県内外で認知度が高まってき

ている。

0平成26年2月9日には長野県、大分県、石川県と4県合同PRイベント「オレイン和牛の饗宴2014Jの開催も予定さ

れており、平成25年度は大阪阪神百貨底での「オレイン和牛肉」の共同フェアも実施し、関西での認知度の向上

を図った。
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2目 畜産振興費

畜産課(内線 7829)

(単イ立:千円)

事業名 本年度|前年度
財源内訳比較 1

1国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

(新)r鳥取和牛オレイン

55J県外雌子牛導ス推

進事業

3，800 o I 3，800 

トータルコ ス ト 16，122千円(前年度 O千円)[正職員:0.3人]

主な業務内容|補助金交付事務、事業関係調整、調査

工程表の政策目標(指標)I鳥取和牛オレイン55生産頭数場

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

3;800 

「鳥取和牛オレイン55Jのブランド地位を向上させるため、県外セリ市場からのオレイン酸能力の高い雌子牛の導

入支援を行い、オレイン酸能力の高い県内繁殖雌牛の割合を増やしへ「鳥取和牛オレイン55Jの増産を図る。

2 主な事業内容

生産者が県外セリ市場からオレイン酸能力の高い雄子牛を繁殖雌牛として導入する経費の一部を助成する。

事業主 体:]A、生産者

事 業 費 :3，800千円

予算額:3，800千円
補助率:定額

事業実施期間:平成26~28年度

3 これまでの取組状況、改善点

or鳥取和牛オレイン55Jの認定頭数は平成23年359頭(認定割合:23.3%)、平成24年300頭(同14.4%)、平成25

年1~1l月現在263頭(同14.3%)と少なく、ブランド確宰のためには認定頭数の増加対策が喫緊の課題となってい
る。

or鳥取和牛オレイン55Jの認定頭数を増加させるため、平成24年4月から神戸市中央卸売市場での「鳥取和牛オ

レイン55Jの認定開始やオレイン酸能力の高い繁殖雌牛と肥育素牛の県内保留推進(平成24年度、 69頭の繁殖

雌牛と75頭の肥育素牛を保留)を行った。

or鳥取和牛オレイン55Jの増産のためには、県内だけでなく県外からもオレイン酸能力が高い繁殖雌牛の導入を

推進する必要がある。
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2目 畜産振興費

事 業 名

和牛増頭対策推進事
業

|トータルコスト

主な業務内容

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内

国庫支出金 起債 その他

36，368 13，450 22，918 

54，800千円(前年度 21，394千円)[正職員:1.6人]

和牛ピジョンの進捗管理、補助金交付事務、事業関係調整、調査

畜産課(内線:7829) 

(単位・千円)

訳
備 考

般財源

36，368 

工程表の政策目標付旨標) 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活

(子牛生産頭数:4，00口頭、肉牛出荷頭数 5，000頭)

事業内容の説明

事業の目的・概要
担い手農家の規模拡大や和牛の新規参入者の育成確保を促進し、鳥取和牛の生産基盤を強化するため、牛舎

整備等に係る経費を支援する。併せて和牛受精卵移植を推進することにより、和子牛の生産頭数、肉牛出荷頭数の

増加を図る。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 事業内容 事業主体 補助率 事業費 予算額
和牛の担い手農家が増頭するための

担い手施設 牛舎整備 牛舎の増築、空牛舎の改築整備に対 ]A 県1/3 30，000 10，000 

整備支援
する助成 生産者 市町村1/6

堆肥舎整備
増頭に伴う堆肥舎の整備に対する助 3，000 1，000 
成
繁殖経営への新規参入者のための

施設整備
畜舎・堆肥舎等の整備(自力施工の

27，000 9，000 
新規参入 場合は資材費に係る経費)に対する ]A 県1/3
円滑化支援 助成 生産者 市町村1/6

雌牛導入
繁殖経営への新規参入者のための

19，500 6，500 
繁殖雌牛の導入に対する助成

(拡充) 和子牛の生産拡大、の雌和牛牛の受改精良卵を移図
]A全農とっ

定(※額注)とり
受精卵移植技術利用促 るための乳用牛等へ 1，755 1，755 

進 植経費に対する助成 ]A 
定額

生産者

(拡充) 放牧場で和牛受精卵移植を実施する
]A全農とっ 定額

とり (※注)
放牧場和牛受精卵移植 酪農家等の和牛受精卵購入費、採卵

]A 
1，525 1，525 

拡大対策 経費に対する助成
生産者

定額

「和牛の保育園J推進対策
受精卵産子を晴育・育成する「和牛の ]A 

県1/2 11，700 5，850 
保育園Jの整備に対する助成 生産者

種牛性を持った鳥取独自
鳥取系が本来持っている種牛性を保

鳥取県和牛

の系統保存支援
持している系統雌牛の採卵に係る経

育種組合
定額 500 500 

費に対する助成

和牛再生ステップアップ協
和牛産地再生に向けた制亜を検討 県 238 238 

議会
i口h . 言十 95，218 36，368 

事(※業注実)施受期精間卵和平成子牛24を~子26牛年セ度リ(市3年場間に)出荷する場合、]A全農とっとりが1/4相当補助をする。

3 これまでの取組状況、改善点

0現在、繁殖雌牛頭数、せり上場頭数は減少傾向であるが、一戸当たりの平均飼養頭数は平成24年51.8頭から

平成25年53.8頭に微増しており規模拡太の傾向が見られる。引き続き今後の鳥取和牛の担い手となる経営体を

育成するため、牛舎等施設整備に対する支援、乳用牛を活用した受精卵移植による和牛生産を推進する。
0平成25年度は「和牛の保育園」推進対策に1農場が取り組み、酪農家が新たに受精卵移植に取り車且んだ場合

の産子の受け入れが可能になったが、和牛生産が安定するように今後も「和牛の保育園」取り組む必要がある。
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2目 畜産振興費

平成26年度一般会計当初予算説明資料
畜産課(内線:7290) 

(単位:千円)

事 業 名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県優良種雄牛造成
(諸収入)

事業
16，341 18，849 ム2，508 55 16，286 

トータノレコスト 29，497千円(前年度 32，354千円) [正織員:1.7人]

主な業務内容 補てん金交付業務、補助金返納事務、補助金交付事務、委員会開催事務

工程表刀攻策目標銘関

事業内容の説明

事業の目的・慨要

優良な県種雄牛を造成するため、和牛改良委員会で和牛改良方針を検言村るとともに、種雄牛を生産する雌牛

群の確保、種雄候補牛の購入や協力農家への損失補償などを実施する。

2 主な事業内容
(単イ立:千円)

区 分 予算額 事業概要と主な経費

和牛改良委員会 156 和牛改良の方針を検討するため、和牛改良委員会を設置

(年1回開催)

育種価算出事業 2，103 県内繁殖雌牛の遺伝能力評価のための枝肉データの収集・育種価

算出・農家へのデータ提供(委託事業)

候補牛購入 4，500 種雄候補となる雄子牛を購入 @750千円 X6頭
(直検牛購入)

後代検定用牛づくり 3，360 後代検定用の子牛を生産する農家に対して指定交配協力謝金、低

受胎率加算金を交付

後代検定手当 1，080 現場後代検定を行う肥育農家へ導入推進費を交付

改良基礎雌牛整備費 579 種雄候補牛を生産する基礎雌牛を選定し、 1年間の保留契約を結ぶ

改良推進基金造成 1，036 種雄候補牛とならなかった子牛及び後代検定用に生産された子牛の価
格を補償

後代検定牛経営補償費 1，872 肥育農家が飼育した後代検定牛の価格を再生産可能な額まで補償

遺伝性疾患検査 1，600 離陸候補牛及び基礎雌牛の遺伝性疾患に村主る検査料

標準事務費 55 優良種雄牛造成事業の進行管理

i口h 言十 16，341 

3 債務負担行為限度額

事項 限度額

種雄牛造成和牛産肉能力検定 県が行う種雄候補牛の現場検定に協力した肥育農家が適正に飼育・出荷し

肥育牛枝肉所得補償 た検定牛の販売価格が、再生産可能な額を下回った場合区おいて、当該

(平成27~28年度) 再生産に必要な額から出荷日の2等級と3等級の枝肉の平均価格に出荷牛

の枝肉重量を乗じた額を減じた額
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2目 畜産振興費

事 業 名

(新)
第11回全共出品対策

事業

トーク/レコスト

主な業務 内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

3，820 。 3，820 

11，559千円(前年度 0千円)[正職員1.0人]

補助金交付事務、事業進行管理、出品牛巡回調査

内

その他

畜産課(内線:7290)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

3，820 

県内の和子牛の市場価値や「鳥取和牛肉」ブランドを高めるため、第10回全共の反省を活かした効率的な「牛づく

り」や若い生産者を中心に取組J農家を推進する「人づくりJr車郡能づくり」によって、第10回全共をさらに上回る成績を

目指すと共に、その取組を通じて生産基盤を強化・拡大していくなど鳥取県の和牛振興を図る。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区 分 事 業 内 容 事業費 予算額 補助率

地域出品対策協議会活動費 地域出品対策協議会への活動費助成 663 331 県 1/2、

指定交配費 出品候補牛作出のための人工授精代 250 125 JAグループ及び
金の助成 生産者1/2

採卵協力費 優秀な供卵牛からの採卵経費の助成 2，490 1，245 
事前短期肥育協力費 事前短期肥育試験牛を飼養する肥育 1，350 675 

農家への助成

生産振興大会開催経費 肉用牛振興大会開催経費の助成 148 74 

若手後継者技術向上研修費 若手後継者育成のための技術研修費 308 154 

等の助成

事務局経費 推進委員会、出品対策部会、巡回経 293 146 

費の助成

雌雄判別精液製造委託費 全共出品候補牛を効率的に生産する 1，070 1，070 県10/10

ための雌雄判別精液の製造委託(家畜

改良事業団)

f!i 計 6，572 3，820 

事業実施主体第11回全国和牛能力共進会鳥取県推進委員会f事務局:(公社)鳥取県畜産推進機構)

事業実施期間平成25，~29年度

3 これまでの取組状況、改善点
05年に一度開催される全共は各県の和牛改良の成果を競う場であり、全共の成績が各県和牛ブランドの知名度に

大きな影響を与えるものとなっている。

0平成24年10月に長崎県で開催された第10回全共において、鳥取県は総合成績て努9回全共から1つ順位を下げ

7{'立となったが、肉牛の部の第9区で第1回全共の「気高」号以来の上位入賞を果たす等、出品対策によって一定

の成果は得られた。

0第11回全共は、第四回全共での反省を踏まえ、前回より1年早い今年4月から出品対策に取り組み、 10月に肉牛

区交配種雄牛を決定した。平成26年秋から始まる交配に向けて、今後、雌雄判別精液や受精卵移槌を活用した出

品候補牛の効率生産に取り組み、第10回全共を上回る成績を目指す。
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2目 畜産振興費

事 業 名

次世代につなぐ酪農

支援事業

トータノレコスト

主な業務内容

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他

(36，682) (2，000) (34，682) (4，682) 

32，000 2，000 30，000 

36，643千円(前年度 20，944千円)[正職員 0.6人]

関係団体との調整、事業進行管理

畜産課(内線:7291) 
(単位・千円)

一般財源 備 考

(32，000) 

32，000 

工程表の政策目標(指標)話法鐘:鵠票権能d昌平県産牛乳の圏内販売・輸出等によりブランド化を進める

※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明
1 事業の目的・概要

県内生乳生産62，000tを目標とする中で、酪農生産基盤を維持及び拡大するため、「新規就農・農劉陸承と雇用促
進対策Jを実施する。
2 主な事業内容

(10)酪激農変へ緩ノレ和バ対ー策対策(平事成業26~35年度)
県と大山乳業が造成した酪農〈ノレパ一事業円滑化対策事業基金を活用して、酪農へノレパー事業の経費のー

部に補填し、国事業(酪農へノレバー事業円滑化対策事業)廃止に伴う利用農家の急激な負担増加を緩和する。
0酪農ヘノレバー確保支援対策 (平成26年度)

酪農ヘノレバー事業組合が新たにへノレバー職員を雇用し、酪農の実務(OJT)と酪農講習会受講(OFF-JT)に
より、酪農業(搾乳作業)に造詣の深い人材育成を行うことで、酪農ヘルパー組織の自立を図る。(委託先:鳥取県
酪農ヘノレバー事業組合)
※商工労働部の緊急雇用創出事業で対応する。

(2)担い手施設整備対策事業(平成26~30年度)

酪農継承を支援するため、規模拡大、生産性向上に取り組む酪農家の施設・機械整満に対して助(単成位する千。
千円)

区分 対象事業 事業主体 補助率 予算額
増頭対策 就農後概ね10年以下の後継者(45歳未満)の従事する酪農経営体 大山乳業 県1/3 20，000 
支援 がリース方式で行う、牛舎増改築とそれに伴う堆胞舎整備及び搾乳 農業協同 市町村1/6

等の機械整備 組合

※乳用種の成牛を20%以上かつ10頭以上増頭する場合に限る

(上限:30，000千円/1経営体)

生産性 担い手(45歳未満)が経営または従事する酪農経営体がリース方式 県1/3 10，000 

向上支援 で行う、生産性の向上及び省エネルギーに資する整備(牛床マツ 市町村1/6

ト、飼槽改造、発情発見機、自動給餌機等)

(上限:3，000千円/1経営体)
〆E合Z、 計 30，000 

(3)畜建連携自給飼料作モデル実証事業(平成25~28年度)
建設業者等が畜産農家と連携して自給飼料生産を受託する場合、その技術取得に係る研修経費等に対して助

成する。
事業主体 大山乳業農業協同組合・酪農家等が組織する県内農作業受託組織

補助率 1/2 

予算額 2，000千円

3 これまでの取組状況、改善点
-平成3年度に国が策定した「酪農へノレバー事業円滑化対策事業jで国と県及び大山乳業で酪農へ/レパ一事業
円滑化対策事業基金を積み立て、利息による運営を支援してきた。しかし、平成25年度で国の基金事業が終了
するため、国費積み立て分は国に返還される。そこで、新たな支援策として、基金の残存部分(県と大山乳業の造

成分)を官官農へノレバー事業の経費の一部に補填する。

-平成25年度から、本事業において、酪農家で組織する農作業受託組織が行う飼料作の飼料収穫作業等を県内
の建設事業者等に外部委託することが可能か実証中である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

]

)

 

則
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課
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(

産一畜一

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

がんばる酪農支援事業
4，200 31，700 ム27，500 4，200 

(乳牛緊急増頭事業)

ト}タルコスト 6，522千円(前年度 39，644千円)[正職員0.3人]

主な業務 内容 事前調査・協議、実績確認・支払業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

年々減少している県内生乳生産量を62，000tに拡大するため、大山乳業農業協同組合が製造に必要な生産基綾

の拡充を図る。

2 主な事業内容

区分 内容 負担割合 予算額

がんばる酪農支 分娩2回までに生じた受精卵移 県1/2 4，200千円

援事業(乳牛緊 権の育成経費増加分や、育成 大山乳業農業協同組合 1/2 

急増頭事業) 段階での死亡・長期末受胎に

ついて助成する。

3 これまでの取組状況、改善点

-県内の乳牛を増頭するため、県と大山乳業農協が基金を造成し、この基金をもとに仔牛(10か月齢)を購入し、育

成牧場で育成・受精卵移植を実施して妊娠した乳牛を、県内の酪農家に貸し付けて乳牛の増頭・生乳生産量の

増産を図っている。

-基金を平成24、25年度で造成したが、平成24年度は仔牛価格の高騰により、価格が下がる秋から購入を開始した

ため、当初計画していた頭数を達成出来なかった。しかし、平成25年度は概ね計画通り導入が進んでおり、平成

25年1月現在で93頭の仔牛を購入し、 25頭の妊娠牛が酪農家へ貸付・貸し付けた牛の代金は、生まれた仔牛の

販売代金を差し引いた金額を返還するロ

、
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2呂畜産振興費

事 業 名

(新)全日本ホノレスタイ

ン共進会対策事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(樹菊

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

員オ 源
本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

104 。 104 

1，652千円(前年度 O千円)[正職員0.2人]

事前調査・協議、実績確認・支払業務

i 内

その他

音産課(内線:7291)

(単位.千円)

訳
備 考

一般財源

104 

平成27年10月に北海道で開催される第14回全日本ホルスタイン共進会への出品に向けた候補牛の選抜、巡

回指導や出品に必要な経費に対し助成する。

2 主な事業内容

区分 内容 負担割合 予算額

全日本ホノレスタ 県内対策費(選抜、巡回指導、 県1/2 104千円

イン共進会対策 牛輸送費等〕、出品費用、事務 全日本ホルスタイン共進会

事業 費等への補助 対策委員会 1/2 

3 これまでの取組状況、改善点

平成22年宮崎県での口蹄疫発生、翌年の東日本大震災により、第13回は中止となり、第14回を平成27年に開催

することとなった。第12回栃木大会では、出品した全てが1等賞以上に入賞した第11回岡山大会と比較して、ややふ

るわなカりた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

(新)

飼推料進事用業米利用拡大 13，557 。13，557 

トータノレコスト 18，974千円(前年度 0千円) [正職員・0.7人]

主な業務内容 事前調査・協議、実績確認・支払業務

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

内 訳

その他

畜産課(内線:7291) 
(単f立:千円)

一般財源
備考

13，557 

畜産農家が安心して飼料用米を利用できるよう乳牛や和牛肥育等への飼料用米給与試験を行い、畜産への影

響を確認することにより、県内飼料用米の利用拡大を図る。
、

2 主な事業内容

(1)飼料用米給与試験

平成25年度補正(経済対策)の餌料用米給与技術確立事業に引き続き、乳牛及び和牛肥育において、飼料用

米の給与実証試験を実施する。また、現在飼料用米を利用している肥育豚及びブロイラーについて、飼料用米の

給与割合を高める試験を実施する。

区分 試験頭数 試験内容 検討内容 備 考

長期間(14ヶ月)、トウモロコシ 給与期間中の乳量、乳質、 飼養形態の異なる

乳牛 200頭 (lkg/日・頭)と麦(lkg/日・ 繁殖成績、血液成分 7戸を選抜

頭)を飼料用米(2kg/日・頭)

に代替して給与

200頭 全』巴育期間(20ヶ月)、配合飼 給与期間中の血中ビタミン 1牛舎の半分を試

和牛肥育 (去勢・雌 料の10~15%(去勢1.5kg/ 量、血液成分 験区・対照区とし、

各100頭) 日・頭、雌1kg/日・頭)を飼料 去勢・雌牛群を作っ

用米に代替して給与 て試験

肥育豚 2，000頭 飼料用米の割合を10%から 給与期間中の増体等

20%に増量

ブロイラー 50万羽 飼料用米の割合を10%から 給与期間中の増体等

20%に増量

事業内容 給与試験に要する飼料用米への助成

事業主体農業協同組合、畜産農家等

予算額 13，240千円

(2)飼料用稲専用品種種子増殖確保支援

飼料用稲専用品種種子を安定的に確保するため、種子増殖に要する経費を助成する。

事業主体飼料用稲種子を生産する集団等

補助率1/2

予算額 317千円

3 これまでの取組状況、改善点

0平成21~23年度にかけて、乳雄肥育牛や鶏、豚へ飼料用米を給与するために必要となる機械導入支援や給与
試験を実施し、利用拡大を図った。その結果、飼料用米の定着に一定の効果が得られた。

0他方、乳牛や和牛肥育への給与は、肉質や乳質等への効果や影響が不明なため農家段階では実施されていな

いことカも、平成25年度補正(経済対策)で窃か月間の給与実証試験を実施することとした。
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2目 畜産振興費

平成26年度一般会計当初予算説明資料
畜産課(内線:7291) 

(単位千円)

財源内訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金起債その他 一般財源
備考

(新)

畜産飼料増産対策事業 10，730 。10，730 10，730 

トータノレコスト 16，147千円(前年度 0千円)[正職員0.7人]

主な業務内容 事前調査・協議、実績臨翠・支払業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

急激な円安に伴う飼料高騰に対応するため、 (1)自給飼料生産に必要な機械等の支援(2)野菜の輪作を活用し

た飼料作物の実証試験(3)生産コスト・労カ軽減のための和牛放牧の推進を図P、畜産経営の安定を目指す。

2 主な事業内容

、 (単位:千円)

区分 内 :l1司-ー・ 事業主体 負担割合 予算額

自給飼料増産 国リース事業を活用し、自給飼料生産に資する 農業団体等 県1/6 8，310 

緊急支援事業 機械導入に要する機械に対して助成する。

輪作を活用した 飼料作物(トウモロコシなど)と野菜(大根等)の 農業団体・農作 県10/10 1，920 

飼料栽培実証 輪作を推進するため、飼料ほ場と野菜ほ場を交 業受託組織等

換し、栽培等の課題や対策の検討に要する実

証試験を委託する。

実施予定数・2箇所

和牛放牧拡大 耕作放棄地等で和牛放牧を実施するため電気 農業団体・生産 県1/3 500 

柵等の機器整備に対して助成する。 集団等

実施予定数:3箇所

l日h 計 10，730 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年6月補正では、国リース事業(畜産経営カ向上緊急リース事業等)への上乗せ事業を実施し(27戸)、自

給飼料生産の体制強化を支援し、自給飼料面積の拡大の推進を図っている。

-また、大山山麓では遊休農地を利用したチモシーの大規模飼料栽培実証を実絡し、約25ヘクタールの作付けを

実施し、 26年以降も栽培状況の検証を行う。
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2目 畜産振興費

財 源
事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

内 訳

その他

畜産課(内線・7291)

(単位:千円)

備考
一般財源

(新)公共牧場機能
(基金繰入鉛

44，513 。44，513 24，495 20，018 
向上事業

トータノレコスト 47，609千円(前年度 O千円)[主職員0.4人]

主な業務内容 関係機関への調査説明・進行管理、庁内関係機関との調整・工事監督

工程表の攻策目標償協

事業内容の説明
【「地域の元気臨時交付金」充当事業】

1 事業の目的・概要

大山放牧場の預託牛の飼養管理を安全かっ効率的にするため、複数頭を短時間で保定することが可能な連動

スタンチョンを整備する。また、猛暑による暑熱対策と冬場の換気不足に対応するため、飼曝環境を改善する換気扇

を増設する。

2 主な事業内容

項目 内 ~ゴ，・ー 数 量 予算額

連動スタンチョ 牛用の連結柵の整備 一式 10，609千円

ン

委託設計費 一式 728千円

換気扇及び高 送風及び換気装置の整備 一式 7，037千円

圧受電設備

高圧受電装置(キューピ、クノレ)増設 2箇所 24，495千円

委託設計費 一式 1，644千円、

A 口 言十 44，513千円

3 これまでの取組状況、改善点

-大山放牧場では平成23年度から24年度にかけて牛舎2棟、堆肥舎1棟を培築する等、施設拡充を行うことにより

放牧事業を拡大した。(冬期預託頭数220頭→470頭)

-牛舎を増設した大山放牧場では、連動スタンチョンが整備されていないため、種付けや治療・ワクチン接種など

管理に労カを要している。

-また、近年夏期が比較的冷涼な大山放牧場でも猛暑により繁殖成績に影響を及ぼしており、暑熱対策が必要と

なっており、さらに冬期には換気不足による呼吸器の疾病も危倶されることから強制換気する必要がある。
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2目 畜産振興費

畜産課(内線:7333)

(単位.千円)

事 業 名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)公共育成牧場
4，915 。 4，915 4，915 

施設維持管理業務

トータルコスト 5，689千円(前年度 0千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 関係団体との調整、事業進行管理

工程表向政策目標備欄

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県営牧場の老朽化した設備の修繕及び使用見込みのない建物の解体を行う。
なお、工事の効率化を考慮し、牧場の管理者である(公財)鳥取県畜産振興協会に委託して実施する。

2 主な事業内容

工 事 名 工事費(千円)

1 俵原牧野深井戸ポンプ取替工事 1，901 

2 兵円牧野看視舎解体工事 1，405 

3 大山放牧場 みるくの里玄関アプローチ擬木柵設置工事 1，102 

4 大山放牧場 みるくの皇外部階段修繕工事 507 

dロh 計 4，915 

受精卵移植機能アッ
プ事業(和牛増頭・改 。10，818 ム10，818
良対策事業)

トータ/レコスト 0千円(前年度 15，584千円)

事業内容の説明

1 公、事公業共共育の育成目成牧的牧場・場概預(要託鳥牛取放に和牧牛場受)に精農卵家移採植卵を等実の施受す精る卵こと移で相、和牛生産頭数の増加及び和牛改良を図ることを目的
に公共育成牧場 移植業務を集約し、当該業務の機能強化を図る。

2 .主な事業内容
農家採卵業務ができるET車の整綿及び鳥取放牧場の衛生舎の修繕、プラyトホームの新設工事が完了したこと

による廃止。
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2目 畜産振興費

事 業 名

大山放牧場排水施設

改修事業

トータノレコスト

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源 内
本年度 前年度 比較

起債国庫支出金 その他

。 9，377 ム9，377

。千円(前年度 12，555千円)

畜産課(内線:7288) 

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

大山放牧場第5、6牧区排水施設の下部が全線にわたって流亡しており、水路が崩落寸前となっているため、こ

れを改修する。

2 主な事業内容

既存水路を利用した布設替え工事(長さ300m)が完了したことによる事業廃止。
， 

畜産プロジェクト推進 。 378 ム378
事業

トークノレコスト 0千円(前年度 1，172千円)

事業内容の説明

1 
事業の目的や・概らし要、や農林水産業
食のみやこ・ に関係する畜産プロジェクト達成のための協議会等の外部委員等の特別旅費

及び報償費。

2 主な事業内容

酪農、肉用牛、地鶏の各プロジェクト達成のため、特別旅費、報償費を当事業で対応した。各プロジェクトの方

向性及び内容が固まり、当初の目的を達成したため、廃止する。

家畜飼料支援資金利

子補給事業
。 83 683 

トータ/レコスト 0千円(前年度 1，672千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜飼料特別支援資金を融通した融資機関UA)に対して畜産農家の負担軽減を図るため国の利子補給後
の1/2を貸付後3カ年利子補給する。

2 主な事業内容

平成20年から22年金でに対飼応料す資る金たをめ借、り事入業れをた廃畜止産す農る家。の負担軽減を3年間支援する目的で取り組んだロ現在は
国の新たな低利資金
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2目 畜産振興費

事 業 名

自給飼料増産支援事

業

トータノレコスト

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源 内
本年度 前年度 比較

金 起債 その他

。 9，064 ム9，064

0千円(前年度 17，008千円)

畜産課(内線:7291) 

(単位千円)

訳
備考

ー般財源

自給飼料の増産・品質向上を図るため、新技術の現地実証試験、飼料用稲の種子増産強化支援を行う。また、

飼料精算組織等が作付け体系を強化するための機械導入に対して、支援を行う。

2 主な事業内容

畜産飼料増産対策事業に事業を組み替えたことによる廃止。

未来の鳥取和牛づくり

総合対策事業
。 15，422 ム15，422

トータノレコスト 0千円(前年度 32，104千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取和牛が全国トップクラスの和牛ブ、ランドとなるため、手口牛生産頭数の増加、第11回全国和牛能力共進会で

の優秀成績獲得への対策、「鳥取和牛オレイン55Jの更なるPRを実施する。

2 主な事業内容

和牛増頭対策推進事業、県優良種雄牛造成事業及び第11回全共出品対策事業に事業を組み替えたことによ

る廃止。

f 

ー118-



平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

2項畜産業費

3自 家畜保健衛生費

畜産課(内線:7286) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

特定家畜伝染病危機
117，538 116，650 888 57，725 59，813 

管理対策事業

トータノレコスト 137，659千円(前年度 138，099千円)[正職員:2.6人]

主 な業務内容 家畜伝染病発生時の補償事務・焼埋却経費、空港港湾の靴底消毒経費

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

口蹄疫・高病原性烏インフルエンザ等の特定家畜伝染病が万が一発生した場合の損失補償事務、県による処分

家畜等の焼埋却経費などを措置し、特定家畜伝染病に対する危機管理体制を構築する。

2 主な事業内容

(単位千円)

細事業 事業内容 予算額 負担区分

特定家畜伝染病セーフ 口蹄疫・高病原性烏インフルエンザ発生に伴う移動制 99，760 国1/2

ティーネyト事業 限による家畜及び生産物の摂失補償 県1/2

家畜伝染病迅速防疫 口蹄疫・両病原性鳥インフルエンザ発生農家の処分 15，690 
国1/2

体制整備事業 家畜の焼埋却を県が実施するための経費
県1/2

防疫対応整備費事業 -口蹄疫や鳥インフノレエンザが常在している東アジア 2，088 県10/10

からウイルスの侵入を防止する目的で国際定期便旅

行者への靴底消毒用設備の管理委託等に係る経費

-防疫演習等の講師謝金と特別旅費

合計 117，538 

3 これまでの取組状況、改善点

く取組状況>

-平等成に係22る年損11失月補に償島を根平県成で2発2年生度しにた実高施病し原た性。鳥インフルエンザにより、県内3戸の養鶏農家に対する売上げ減少

.1坊烏ネyトの整備に対する助成は、平成22年度7戸、平成23年度6戸、平成24年度1戸で実施した。

-平成25年度に実施した防疫演習は口蹄疫関係1回、烏インフノレエンザ関係3回実施した。

-平成23年2月から米子空港、平成24年度から鳥取空港、境港を加えて、海外使旅行者に対する県独自の靴底消

毒を品断莞実施している。

く改善点〉

-港湾における靴底消毒については、台風等の臨時寄港に対応するため、平成25年度より業務委託を実施してい

る。

-平成26年度より、美保飛行場における靴底消毒についても、年々増便される臨時チャター便に対応するため業

務委託を実施する。
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3自 家畜保健衛生費

事 業 名 本年度 前 年 度 比較

家畜衛生対策事業 28，087 12，186 15，901 

財 源

国庫支出金 起債

13，881 

畜産課(内線:7286) 

(単位:千円)

内訳
備 考

その他一般財源

(手数料等)

87 14，119 

トータノレコスト 96，964千円(前年度 83，682千円) [正職員:8.9人、非常勤職員 0.3人]

主な業務内 容 衛生確認検査は基づく農家指導、衛生情報の提供、立入検査、許認可事務

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

安全安心な畜産物の生産に必要な衛生管理体制の整備を行うため、畜産農家における衛生実態調査に基

づく改善指導、家畜衛生情報の提供、技術支援、動物用医薬品及び流通飼料の適E使用につして指導等を

rr丁コ-。
2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 予算額 補助率 事 業 内 容

畜産物の安全性確保対策 295 国1/2 県内の家畜飼養者、飼料販売業者の立入調査、飼料中

の肉骨粉検査を実施じよ飼料の適正使用を指導

BSE検査体制強化の推進 6，184 24ヶ月齢以上の死亡牛全頭のBSE検査を実施

家畜衛生関連情報整備 2，414 獣医師・農家からの疾病発生状況等を情報収集し、関係

対策 機関等に情報提供

診断予防技術向上対策 491 牛ウイルス性下痢粘膜病の疾病調査指導による新たな

迅速診断技術の確立と全国検討会への参加

動物用医薬品危機管理 715 農家での薬剤耐性菌の実態調査、動物用医薬品販売

対策 底への立入検査、動物用医薬品の収去、品質検査

地域衛生管理対策 8，546 農場で問題となっている乳房炎、子牛・子豚の疾病、母

豚の異常産予防など疾病発生予防体制の確立を目的と

した監視検査・指導

関連機器の整備 9，146 家畜疾病にかかる診断の迅速化・高度化・バイオセキュリ

ティ確保のための関連機器の整備

農場バイオセキュリ安ィー 296 鳥取県農業共済組合が農家に行う消毒の指導・点検に

強化推進事業 加えて、農場バイオセキiリティ強化に必要な機器整備

d口h 言十 28，087 
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3自 家畜保健衛生費

員オ

事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

家音保健衛生所管理

運営費 46，712 48，117 ム1，405

源

起債

畜産課(内線 7286)

(単位:千円)

内 訳

備考

その他 一般財源

(手数料等)

7，620 39，092 

トータノレコスト 65，286千円(前年度 64，005千円) [正職員:2.4人、非常勤職員:2.4人]

主な業務内容 事務所の管理運営、契約の締結、経費の支払い、手数料収入等の受入、財産管理

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜保健衛生所(3箇所)の運営に必要な事務職非常勤職員人件費、施設の保守点検、廃棄物処理等の委

託、検査用備品の整備及び光熱水費等の管理運営等に要する経費である。

2 主な事業内容

-非常勤職員(庶務)の人件費

-設備保守点検等の管理委託

-検査機器の整備等

自衛防疫強化総合対 2，729 2，902 ム173 2，729 
策事業

トータノレコスト 6，599千円(前年度 6，874千円) [正職員 0.5人]

主 な業務内容 周知説明、補助金交付事務、法人に対する助言・指導

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜伝染性疾病の発生を防止するため、(公社)鳥取県畜産推進機構が実施する畜産農家の予防接種事業
について、畜産農家が負担する経費の7 部に対して助成する。

2 主な事業内容

(単位千円)

区 分 事業主体 事業費 予算額 補助率等 事業概要と主な経費

牛及び豚の予防 (公社)鳥取県 9，896 2，729 県定額 牛、豚の予防接種技術料の

接種促進費補助 畜産推進機構 一部を助成

金
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3目 家畜保健衛生費

事業名

家畜伝染病予防事業

トータノレコス ト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前 年 度 比較
財源内訳

国庫支出金 起債 その他

23，701 37，457 ム13，756 11，851 21 

畜産課(内線:7286) 

(単位:千円)

一般財源
備考

11，829 

1"68，420千円(前年度 185，215千円) [正職員:18.7人、非常勤職員:3.3人]

家畜伝染病等の発生予防対策、家畜病性鑑定機能向上対策

家畜疾病の発生数の低減

家畜伝染病予防法に基づき、法定伝染病、届出伝染病等を対象として、伝染性疾病の発生予察、発生予防

のための各種検査や浸潤状況調査等を実施し、これらの疾病の早期発見・まん延防止を図る。

， 
2 主な事業内容

(単位:そ旦)

区分 予算額 補助率等 事業内容

(ア)家畜伝染病予防対策

法定伝染病、届出伝染病の発生予察のための検査

家畜伝染病予防事業 17，292 
国1/2

(イ)家畜病性鑑定機能向上対策

国10/10
家畜伝染病の診断に必要な検査及び診断用資材整

県 1/2 備、高度な診断技術の習得

他
牛海綿状脳症(BSE)特別措置法に基づき、 24ヶ月齢以

死亡牛BSE検査事業 5，059 上の死亡牛全頭を対象にBSE検査を実施
家畜クリーンセンター(死亡牛の保管と検査材料の採取)

の運営

家畜防疫事業基金 1，350 県
l 牛ウイノレス性下痢(BVD)の感染により淘汰が必要な牛に

一部助成を実施

合計 23，701 
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3自 家畜保健衛生費

事 業 名 本年度 前年度 比較

(新)

農場HACCP推進事業 2，136 。 2，136 

財 源 内

国庫支出金 起債 そのf也

畜産課(内線:7286) 

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

2，136 

トータノレコスト 7，553千円(前年度 0千円)[正職員:0.7人]

主な業務内容 農場HACCP認定手数料の経費、指導員の養成経費

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の工目的施設・概で要実施
流通加 されているHACCPに加え、畜産農場における農場HACCPの取組を推進することにより、農

場から消費者へ一貫した衛生管理による安全な畜産物の供給を目的とし、食のみやこJ鳥取県を強力に推進する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 予算額 補助率等 事 業 内 容

-指導員養成のため県内講習会を年1回実施

-農場HACCP認証に向かっている農場に対して支援して

講習会の開催 1，536 県 いるサポートチーム(家畜保健衛生所、農業改良普及所)

への専門家による指導会を毎月実施

認定手数料等の助成 600 県1/2
-農場HACCP認証手数料の助成

-農場HACCP推進農場の指定料の助成

合 計 2，136 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成21年8月、農林水産省は畜産における「農場HACCPjの認証基準を公表し、国際標準規格のHACCPを生

産者段階に導入することを推進している。

-平成25年4月、琴浦町の乳肉複合経営の農場が鳥取県内で第1号となる「農場HACCPj推進農場(農場HACCP
認証の前段階)の指定を受けた。

-県内では酪農、採卵鶏、肉用牛といった農場で、「農場HACCPjの認証取得に向けた気運が高まっている。

、
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畜産課(内線:7289) 

(単位:千円)

事業 名 本年 度 前 年 度 tt 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

音産新規就農 (6，503) (0) (6，503) (6，503) 
支援対策事業

※商工労働部の緊急雇用創出事業で一括計上

事業内容の説明

[本事業は国の平成25年度臨時経帥恥て新明設された「地域以時jωて]

「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金Jを活用し実施するもの。

事業の目的・概要

畜産業の人材育成を支援するため、公益財団法人鳥取県富産振興協会に研修を委託し、若年者の技能

習得のための畜産作業実習を通じて関係団体の正規雇用や新規就農へとつなげる。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事業内容 予定!委託先 委託額

畜産新規就農者確保 公益財団法人鳥取県畜産振興協会が新た (公財);鳥取県畜 6，503 

支援対策 に職員を雇用することで、預託牛の飼養管 産振興協会

理・採草・放牧作業(OJT)や人工授精等の

講習会に参加(OFF-JT)することで、畜産

を新規に始める人材の育成を行う

dロh 言十 6，503 

く参考〉地域人づくり事業

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で行う、地

域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目的として、事業者

が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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事業名 本年度 前年度 比 較
財 源

国庫支出金 起債

生産・消費拡大
(12，000) (0) (12，000) 

支援事業

内

その他

(12，000) 

畜産課(内線 7289)

(単位・千円)

訳
備 考

一般財源

※商工労働部の緊急雇用創出事業で一括計上

事業内容の説明

[ 本事業民国の平成25年度臨時経済対策中て新四設批「地域人づくり事業」について ] 

「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。

事業の目的・概要

県畜産物の流通を活性化させるため、生産性向上や新商品開発等といった取組を各関係団体等に委託

する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 事業 内容 予 定 委 託 先 委託額

生産・消費 鳥取地どりピヨ、大山ルビーといった県内畜 -地どり生産者協議会 12，000 

拡大支援対策 産物の生産性向上、新商品開発等のため -鳥取県ブランド豚振興会

の取組や、鳥取和牛を広めるための新規業 -鳥取和牛、鳥取和牛オレイン55

務展開を行う場合の取組を委託する。 指定底のうち2庖舗

合 計 12，000 

く参考〉地域人づくり事業 | 

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で行う、地

域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目的とじて、事業者

が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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6款農林水産業費

2項畜産業費

4目 畜産試験場費

農林総合研究所畜産試験場(電話 0858-55-1362)→事業実施:畜産試験場

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

畜産試験場 (諸収入)

管理運営費 49，479 47，236 2，243 131 49，348 

トータルコスト 64，957千円(前年度 63，124千円) [正職員・2.0人、非常勤職員:2.8人]

主な業務内容 畜産試験場の管理運営業務

工程表町政責目躍(指揮)

事業内容の説明

畜産試験場の管理運営に要する経費である。

畜産試験場

施設整備費 17，763 7，315 10，448 17，763 

トータ/レコスト 17，763千円(前年度 7，315千円)[正職員:0.0人]

主な業務内容 畜産試験場の施設整備

工程表町陸軍目耳(指標)

事業内容の説明

(単位:千円)

区 分 内 容 予算額

工事請負費 繁殖牛舎屋緩改修工事 8，757 

備品購入費 トラクター 9，006 

メE益I、 計 17，763 
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4目 畜産試験場費

農林総合研究所畜産試験場(電話:0858-55-1362)→事業実施:畜産試験場

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(財産収入等)

試験研究費 97，738 83，190 14，548 50，850 46，888 

トータノレコスト 267，996千円(前年度 264，313千円) [正職員 22.0人、非常勤職員:8.5人]

主な業務内容 世を畜行代産う試にと対験とも応場にすに、るお鳥畜い取産て和管、牛畜理の産技ブ経術ラ営ンのドの開化安発に定、対和発応牛展すののる雄た試づめ験くに研り、を究バ主にイ体もオ積とテし極クたノ的育ロに種ジ取ー改り技良組術等むのの試開発験研や次究

工程表的政措目障(指揮)用立実鳥施取し、優た和に種良よ牛な雄るオ粗新牛レ飼規造イ種料ン成の5雄と5給和牛の与牛の発改改造生善成良率支の、向車援促上飼進の料、た鳥のめ栽取の培和研試牛究験肉強にの作基ブラづ新ンくし奨ドい確励種立品牛に種選向の抜け公手だ表法和、と牛粗パ飼肉イ評料テ価分ク析のを利確の

事業内容の説明

事業の目的・概要

あブるラ。ンド化に向けた和牛改良の促進、高付加価値化のための技術開発等に関わる試験研究に要する経費
1 で I

2 主な事業内容 (単位:千円)

試験研究課題名 予算額 トータノレコスト

「鳥取和牛オレイン55Jの増産に向けた飼料給与試験 10，651 23，807 

(新)強化晴育を活用した和子牛の育成技術確立試験 3，743 19，221 

(新)黒毛和種去勢肥育牛の短期肥育技術の確立[別途再掲] 6，754 19，910 

系(新の)構鳥築取和牛の効率的な増産と改良に向けた体外受精卵利用技術体
4，381 26，824 

優良遺伝子を活用した新鳥取和牛の創造 2，814 11，327 

鳥取和牛肉うまみ開発試験 8，142 16，655 

和牛産肉能力検定直接検定試験 3，114 16，270 

現場後代検定試験 31，852 39，591 

牛の精液供給事業 9，512 41，242 

砂丘地飼料作物栽培及び牛への給与に関する試験 417 1，965 

組飼料増産のための優良品種選定試験 73 1，621 

飼料分析を活用した給与技術向上支援事業 737 6，154 J 

粗飼料生産事業 5，621 17，230 

(新)所得向上を目指したTMR調製技術の確立試験[別途再掲] 9，927 26，179 

(終)経陸採卵による一卵性多子生産技術の開発 。
(終)乳牛の繁殖性向上試験 。
(終)牛経移植の受胎率向上技術の開発 。
(終)和子牛の育成に関する試験 。
(終)黒毛和種肥育牛への飼料米給与試験 。

合計14課題(終了5課題) 97，738 267，996 
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4目 畜産試験場費

農林総合研究所畜産試験場(電話:0858】 55-1362)→事業実施畜産試験場

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)黒毛和種去勢 (財産収入)

肥育牛の短期肥育 (6，754) (0) (6，754) (2，544) (4，210) 
技術の確立

トータルコスト (19，910千円(前年度 0千円)[正職員:1.7人、非常勤職員:0.2人))

工程表旧政章目 !U指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

全国軍日牛能力共進会肉牛の部における優秀成績の獲得、コスト低減による肥育経営の安定化のために

黒毛和種肥育牛の短期肥育技術を確立する。

2 主な事業内容

(1)短期肥育に最適な配合飼料増給パターンの検討

-濃厚飼料の増給方法の異なる2試験区を用いて、発育、肉質に及ぼす影響を調査する。

B鎮(2区X4頭)

(2)発育改善効果の高い飼料添加剤の検討

-短い肥育期間で通常肥育と同等の枝肉重量を確保するため、飼料効率の向上効果が見込まれる飼料

添加剤の給与試験を実施し、費用対効果を検証する。

4頭 (2区X2頭)

(3)肉質(きめ締まり)改善方法の検討

-短期肥育におけるビタミンC製剤給与による肉質向上効果の確認、費用対効果を検証する。

4頭 (2区X2頭). 

(新)所得向上を目指 (財産収入)

したTMR調製技術の (9，927) (0) (9，927) (9，927) 
確立試験

トータノレコスト (26，179千円(前年度 0千円) [正職員:2.1人、非常勤職員:0.8人))

工程去の政東日 IU描鹿)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

家畜の飼料高騰対策として乳牛への飼料給与方法を改善し、農家へ普及させることによって農家所得の

向上を図る。また、高価な輸入粗飼料の代替として、新たな自給粗飼料(飼料用ダイズ)の利用方法につい

て検討し、粗飼料の完全自給を目指す。

2 主な事業内容

(1)乳牛の生産性(乳量・乳成分)を高めることができるTMR給与方法を検討する。

(2)当場の試験結果と農家の実態調査の結果に基づいた最適なTMRの指標を決定し、公表する。

(3)県内では利用実績の無い新たな自給粗飼料である「飼料用ダイズ」の給与試験を実施する。

(なお、栽培技術については農業試験場が試験を実施。)

注)TMR:牧草やサイレージ、穀類などをミキサーで混合した「完全混合飼料」
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農林総合研究所中小家畜試験場(電話:0859-66-4121)→事業実施:中小家畜試験場

5目 中小家畜試験場費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

中小家畜試験場 (諸収入)

管理運営費 27，686 26，289 1，397 55 27，631 

トータノレコスト 43，164千円(前年度 42，177千円)[正職員:2.0人、非常勤職員1.0人]

主な業務内容 中小家畜試験場の管理運営業務

工程表町陸軍目標(指揮)

事業内容の説明

中小家畜試験場の管理運営に要する経費である。

(新) (繰入金)

中小家畜試験場 33，992 。33，992 20，999 12，993 
施設整備費

トータノレコスト 33，992千円(前年度 0千円)

主な業務内容 中小家畜試験場の施設整備

工程まの政責目事(指揮)

【「地域の元気臨時交付金J充当事業】

事業内容の説明

(単位:千円)

区 分 内 ~ゴ-・ー 予 算額

委託料
豚舎屋根改修工事実施設計委託、

2，272 
受電設備改修工事実施設計委託

。工事請負費
豚舎屋根改修エ事

30，434 
高圧受電設備改修工事

備品購入費 ダンパー 1，286 

J口K 計 33，992 

開かれた畜産関係
189 189 。 189 

研究機関事業

トータノレコスト 2，511千円(前年度 2，572千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 試験研究の成果の説明、新技術の伝達等

工程まの政昔日書(指標)

事業内容の説明

畜産農家等を対象として試験研究成果、新技術の伝達を行うとともに、農家の要望に沿った試験研究

のための意見交換を行う。また、地元住民に対し情報の発信及び意見交換を行う。
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農林総合研究所中小家畜試験場(電話:0859-66-4121)→事業実施:中小家畜試験場

5目 中小家畜試験場費 (単位:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考 l

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(財産収入等)

試験研究費 41，964 40，662 1，302 13，797 28，167 

トータ/レコスト 124，772千円(前年度 125，664千円)[正職員・10.7人、非常勤職員 6.9人]

主な業務内容 中小家畜の改良繁殖、飼養管理、肥育方法、畜産環境改善に係る試験研究

工程表町政措自!f.(指揮)液交存の確状整主主精種情立実鶏液及施のび(雄、長種)環?期gs境血保のに聾存超優長の固し検定期い討及イ束畜、び存産凍技旨業結み術の精(の推ア液開進ラの発キ利ドを用ン行酸技い術)、の場の向検外上討に及お、び「け鳥ヒるナ取地供地ど給どりり、遺ピ地伝ヨど資Jりを源精作保液る存凍ため謹技保術の

事業内容の説明

事業の目的・概要

本県独自の苔産物の開発、周辺環境と調和した畜産経営の確立等に関わる試験研究の経費マある。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 試験研究課題名 予算額 トータ/レコスト

精液の保存性向上試験 18，160 29，769 

震究室
(新))鳥取県産ブランド豚品質向上試験[別途再掲] 11，244 41，426 

(終)鳥取県産オリヅナノレ高品質豚開発試験 。
小計2課題(終了1課題) 29，404 71，195 

「鳥取地どりピヨ」の改良試験 9，670 36，757 

環境
「鳥取地どりピヨ」の遺伝資源保存技術の開発 668 3，764 

低コスト畜舎臭気低減技術の開発 700 6，117 

マ(新ー)ュ環ア境ノレとの調作和成の[と別れ途た再畜掲産]排水処理技術の改善と指導
1，522 6，939 

(終)光触媒技術等を活用した畜舎脱臭及び汚水処理試験 。
小計4課題(終了1課題) 12，560 53，577 

合計6課題(終了2課題) 41，964 124，772 
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農林総合研究所中小家畜試験場(電話:0859-66-4121)→事業実施:中小家畜試験場

5目 中小家畜試験場費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

豚鳥(新品取)質県向産上ブ試ラ験ンド
(財産収入等)

(11，244) (0) (11，244) (4，286) (6，958) 

トータ/レコスト (41，426千円(前年度 0千円) [正職員 3.9人、非常勤職員2.5人J)

工程去の政措目星(指揮)

事業内容の説明

エ融ュアル仮機構成

(1，522) (0) (1，522) (1，522) 

トータノレコスト (6，939千円(前年度 0千円) [正職員:0.7人J)

工程表町政措目~(指揮) 環境に優しい畜産業の推進

l 事業内容の説明

1害臨調野 駅禁輸ト抑

2(主1) 

(2) 
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